
 

 

 

         

令和 3年度（2021年度） 

政策評価結果 
～令和 2年度（2020年度）実施分～ 

 

 

令和 3年(2021年)8月 

豊中市 





 

目   次 

 

１．行政評価制度における政策評価              １ 

  （１）行政評価制度の目的                   1 
 
  （２）行政評価制度の枠組み                                 1 
 
  （３）政策評価の位置付けと役割                             1 
 

２．政策評価の仕組み                 ２ 

  （１）政策評価の方法                                      2 
 
  （２）評価結果の活用                                      3 
 
  （３）評価結果の公表                                      3 
 
  （４）総合計画審議会における審議                          3 

 

３．各施策の評価結果                ４ 

  （１）評価結果の見方                                      4 
 
  （２）各施策の評価結果一覧                                8 
 

・施策シート                      13 
 
   ・施策の方向性シート                     33  
      ・リーディングプロジェクト                            87 
 
 
 

【資料】 用語集  



 

 



１．行政評価制度における政策評価 

 

  本市では、平成 30年度（2018年度）に策定した「第４次豊中市総合計画前期基本計

画（以下、前期基本計画という）」において、行政評価による市政運営を図ることを明

らかにし、新たに策定した「第４次豊中市総合計画前期基本計画行政評価指針（以下、

行政評価指針という）」に基づき、行政評価に取り組んでいます。 

 

（１）行政評価制度の目的 

  ・成果重視の行政運営 

「どれだけ仕事をしたか」ではなく「どれだけ成果があがったか」という 

視点を重視した行政運営を行います。 

 

・職員間の目的・課題の共有 

行政評価を行うことにより、施策や事務事業の目的と政策をとりまく課 

題を職員間で共有します。 

 

・説明責任の確保 

評価結果を公表することで、施策や事務事業の現状について、市民・事 

業者への説明責任を確保することや、目的・課題を共有することにつな 

げます。 

 

（２）行政評価制度の枠組み 

    行政評価制度は、「政策評価」および「事務事業評価」から構成されています。 

・政策評価   ⇒総合計画の政策・施策を評価 

・事務事業評価 ⇒個別の事務事業を評価 

 

（３）政策評価の位置づけと役割 

    政策評価は、前期基本計画の着実な進行を図ることを目的として実施します。 

    前期基本計画では、各施策に「施策の方向性」を設定し、施策指標や市民を対象

とした調査をもとに、どれだけ「施策の方向性」が進んでいるか、ということを基

本的な視点として、施策ごとの進行管理を行い、評価結果は政策や施策を改善して

いくうえでの判断材料とし、次年度以降の「施策の方向性」に沿った取組みへとつ

なげます。 
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【行政評価の構成】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．政策評価の仕組み 

 

（１）政策評価の方法 

  ア．評価の対象 

    前期基本計画の 17施策および「施策の方向性」 

 

  イ．評価の方法 

 

  ① 「施策の方向性」ごとに「施策指標」を設定するとともに、「影響度の大きかっ

た事業」を抽出し、取組み結果に関する分析を行いました。 

     施策指標は、原則として成果を示す指標（成果指標）を設定しています。ただ

し、必要に応じて、活動内容や活動量を示す指標（活動指標）を設定している場

合もあります。 

     また、市民意識に関する成果指標の数値把握のため、令和元年度（2019年度）

に市民意識調査を実施しました。今後も、2 年度に一回実施していく予定です。 

 

  ※「令和元年度市民意識調査」の概要 

   ＜調査対象＞  豊中市在住の満 18歳以上の男女 8,000人 

           （住民基本台帳から無作為抽出） 

   ＜調査方法＞  郵送による配布・回収 

   ＜調査期間＞  令和元年 7月 22日(月)～8月 16日(金) 

   ＜有効回収数＞ 3,718票（回収率 46.9％） 

 

総合計画 

実施計画 

基本構想 

基本計画 

政策体系 

 

事務事業 

 

施策 

政策 

行政評価 

■目的 

・成果重視の行政運営 

・職員間の目的意識の共有 

・説明責任の確保 

 

政策評価※ 

事務事業評価 

※豊中市総合計画審議会で検証 
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  ②  成果と残された問題をもとに、今後どうしていくかの方針を明確にし、PDCAサ

イクルを機能させ、その文脈に即した進捗状況の評価を行いました。 

評価 基準 

Ａ 順調に進んでいる 

Ｂ おおむね順調だが、一部取組みの見直しが必要 

Ｃ 課題が多く、取組みの見直しが必要 

  （具体例） 

Ａ：①目標を達成し、これまで通り実施する。 

  ②目標を達成したため、事業を廃止・縮小する。 

Ｂ：①目標達成に向け概ね順調に進んでいるが、実施方法など一部取組みを見直す。 

Ｃ：①課題が多く、事業内容を見直し、新たな事業を実施する。 

 

  ウ．評価者 

    施策を担当する部局長 

 

（２）政策評価の活用 

    政策・施策を改善していくうえでの判断材料とし、次年度以降の「施策の方向性」

に沿った取組みへとつなげます。 

 

（３）評価結果の公表 

    評価結果については、令和 3 年（2021 年）8 月 31 日(火)から、市のホームペー

ジや市政情報コーナー等で公表しています。 

 

（４）総合計画審議会における審議 

    政策評価の適正な運用および客観性の向上のため、分野横断的かつ俯瞰的な視点

に立ち、政策評価結果の検証を行います。 
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３．各施策の評価結果 

   各施策および各施策の方向性ならびにリーディングプロジェクトの詳細な評価内

容については、令和元年度政策評価シートをご覧ください。 

 

（１）評価結果の見方 

  ①政策評価「施策の方向性」シート 

   

2019年度政策評価（施策の方向性）シート（2018年度実施分）

総計掲載頁
担当部局
関連部局

基本政策該当番号

章
施策名

施策の
方向性

子ども・若者が夢や希望をもてるまちづくり
1-1 子育て支援の充実

（1）産前・産後の切れめない支援を進めます

施策の方向性の進捗状況
2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

こんにちは赤ちゃん（乳児家庭全戸訪問）面

談率

4 健康検査受診率（4か月児）

5

指標名 指標の出典 単位

事業名 実施内容

2022
年度

2021
年度

2020
年度

2019
年度

2018
年度

2022
年度

目標値

実績値の推移

1 妊娠届が満11週までに提出される割合

2 妊娠出産について満足している者の割合

3

影

響

度

の

大

き

か

っ
た

事

業

問題点・今後想定される事項

今後の方針

成果

b 

c 

d 

e 

f 

g 

h 

a 
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ａ．章・施策・施策の方向性：前期基本計画中の位置づけを表しています。 

ｂ．総計掲載頁：前期基本計画中の掲載ページです。 

担当部局・関連部局：施策の方向性を取りまとめる部局名と、それに関連する部局名です。 

ｃ．影響度の大きかった事業：当該年度の「施策の方向性」において、成果があった事業、実

施したが効果のなかった事業を抽出しています。 

ｄ．施策指標と実績値 

 ・指標名：各「施策の方向性」にどれだけ近づいているかを視点とし、あらかじめ「施策の

方向性」ごとに設定しています。 

 ・2022 年度目標値：前期基本計画の計画年次である 2022 年度までに達成をめざす目標値で

す。 

 ・実績値の推移：指標の実績値について、計画期間である 2018年度から 2022年度までの推

移を示しています。 

ｅ．成果：「施策の方向性」において、どのような成果が上がったのかを記載しています。 

ｆ．問題点・今後想定される事項：「施策の方向性」において、積み残されている問題、今後新

たな問題として想定される事項を記載しています。 

ｇ．今後の方針：上記のＥ,Ｆをふまえて、当該「施策の方向性」について今後の方針を記載し

ています。 

ｈ．施策の方向性の進捗状況：上記ａ～ｇをふまえ、その文脈に即した進捗状況を、以下の基

準のとおり評価しています。 

評価 基準 

Ａ 順調に進んでいる。 

Ｂ 概ね順調だが、一部取組みの見直しが必要 

Ｃ 課題が多く、取組みの見直しが必要 

 （具体例） 

Ａ：①目標を達成し、これまで通り実施する。 

    ②目標を達成したため、事業を廃止・縮小する。 

Ｂ：①目標達成に向け概ね順調に進んでいるが、実施方法など一部取組みを見直す。 

Ｃ：①課題が多く、事業内容を見直し、新たな事業を実施する。 
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  ②政策評価「施策」シート 

   

 

 

 

2019年度政策評価（施策）シート（2018年度実施分）

総合評価の理由

施策の方向性

市民の意識

（1）産前・産後の切れめない支援を
進めます

（2）安心して子育てができるよう支援
します

（3）地域で妊産婦および乳幼児期の
親子を支えるしくみづくりを進めます

担当部局

2021年度2019年度2017年度

施策の方向性の進捗状況

総合評価

2022年度2021年度2020年度2019年度2018年度

関連部局

子育てがしやすいまちであると感じている市民の意識の割合

総計掲載頁 P44，45子ども・若者が夢や希望をもてるまちづくり

2022年度2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

章

こども未来部

施策名

1-1 子育て支援の充実

地域のなかで、まわりの人々に支えられ、喜びや楽しみを感じなが
ら安心して妊娠・出産・子育てができるよう取り組みます。

a 
b 

c 

d 

e 

f 
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 ａ．章・施策名：前期基本計画中の位置づけを表しています。 

ｂ．総計掲載頁：前期基本計画中の掲載ページです。 

担当部局・関連部局：施策の方向性を取りまとめる部局名と、それに関連する部局名です。 

 ｃ．総合評価：総合評価の判断基準は、「施策の方向性」をふまえ、設定しています。 

 ｄ．総合評価の理由：前年度の総合評価や「施策の方向性」の評価をふまえて、今年度どのよう

に取り組んだか、今後どう取り組むかの観点から総合評価に至った理由に

ついて記載しています。 

 ｅ．施策の方向性の進捗状況：政策評価「施策の方向性」シートから転記しています。 

 ｆ．市民の意識：豊中市市民意識調査（隔年実施）の結果を記載しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7



（２）各施策の評価結果一覧 

  各施策と施策の方向性は以下の基準のとおり評価しています。 

評価 基準 

Ａ 順調に進んでいる。 

Ｂ 概ね順調だが、一部取組みの見直しが必要 

Ｃ 課題が多く、取組みの見直しが必要 

（具体例） 

Ａ：①目標を達成し、これまで通り実施する。 

    ②目標を達成したため、事業を廃止・縮小する。 

Ｂ：①目標達成に向け概ね順調に進んでいるが、実施方法など一部取組みを見直す。 

Ｃ：①課題が多く、事業内容を見直し、新たな事業を実施する。 

 

今年度の評価結果は以下のとおりです。 

・17施策（Ａ評価…6施策、Ｂ評価…11施策、Ｃ評価…0施策） 

・51施策の方向性（Ａ評価…23項目、Ｂ評価…28項目、Ｃ評価…0項目） 

・リーディングプロジェクト（施策：Ａ評価、方向性：Ａ評価） 

章 
施策 

【17施策】 

担当部

局 

評

価 

施策の方向性 

（51項目） 
担当部局 

評

価 

第
１
章
（
子
ど
も
・
若
者
が
夢
や
希
望
を
も
て
る
ま
ち
づ
く
り
） 

1.子育て支援の充

実 

こども 

未来部 

B 

(P15) 

(1)産前・産後の切れ目ない支援

を進めます 

健康医療

部 

B 

(P35) 

(2)安心して子育てができるよう

支援します 

こども 

未来部 

B 

(P36) 

(3)地域で妊産婦および乳幼児期

の親子を支える仕組みづくりを

進めます 

こども 

未来部 

B 

(P37) 

2.保育・教育の充

実 

教育委

員会事

務局 

B 

(P16) 

(1)保育や幼児教育の充実を進め

ます 

こども 

未来部 

B 

(P38) 

(2)子どもたちの学びを高める環

境づくりを進めます 

教育委員

会事務局 

B 

(P39) 

(3)子どもたちを育む学校・家

庭・地域の連携を進めます 

教育委員

会事務局 

B 

(P40) 

3.子ども・若者支

援の充実 

教育委

員会事

務局 

B 

(P17) 

(1)子ども・若者がそれぞれの力

を活かし、社会にかかわってい

くことができるよう支援します 

教育委員

会事務局 

A 

(P41) 

(2)社会的援助が必要な子ども・

若者への支援を充実します 

こども未

来部 

B 

(P42) 

(3)子ども・若者を取り巻く課題

に総合的に対応するしくみづく

りを進めます 

市民協働

部 

B 

(P43) 
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章 
施策 

【17施策】 

担当部

局 

評

価 

施策の方向性 

（51項目） 
担当部局 

評

価 

第
２
章
（
安
全
に
安
心
し
て
暮
ら
せ
る
ま
ち
づ
く
り
） 

1.自立生活支援の

充実 
福祉部 

B 

(P18) 

(1)多様な福祉ニーズに重層的に

対応した福祉コミュニティの実

現に取り組みます 

福祉部 
B 

(P44) 

(2)介護サービス基盤の充実を図

るとともに、高齢者を地域全体で

支える環境づくりを進めます 

福祉部 
B 

(P45) 

(3)障害者福祉サービスの充実を

図るとともに、障害者の社会参加

を促進します 

福祉部 
B 

(P46) 

(4)セーフティネットとしての社

会保障制度の充実を進めます 

健康医療

部 

A 

(P47) 

(5)就労支援の充実を図ります 
市民協働

部 

A 

(P48) 

2.保健・医療の充実 
健 康 医

療部 

B 

(P19) 

(1)こころとからだの健康管理・

予防対策を進めます 

健康医療

部 

B 

(P49) 

(2)生活衛生の確保を図ります 
健康医療

部 

B 

(P50) 

(3)地域医療の充実を図ります 
健康医療

部 

A 

(P51) 

3.消防・救急救命体

制の充実 
消防局 

A 

(P20) 

(1)救急救命体制および防火対策

を強化します 
消防局 

A 

(P52) 

(2)消防体制を充実強化します 
消防局 A 

(P53) 

4.暮らしの安全対

策の充実 

危 機 管

理課 

A 

(P21) 

(1)防災力の充実強化を図ります 
危機管理

課 

B 

(P54) 

(2)犯罪や消費者被害などの予

防、被害拡大防止を図ります 

危機管理

課 

A 

(P55) 

(3)交通安全意識の向上を図りま

す 

都市基盤

部 

A 

(P56) 
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章 
施策 

【17施策】 

担当部

局 

評

価 

施策の方向性 

（51項目） 
担当部局 

評

価 

第
３
章
（
活
力
あ
る
快
適
な
ま
ち
づ
く
り
） 

1.快適な都市環境

の保全・創造 
環境部 

B 

(P22) 

(1)環境政策を推進するための総合

的なしくみづくりを進めます 
環境部 

A 

(P57) 

(2)自然環境や都市のみどりを身近

に感じられる快適な環境づくりを

進めます 

環境部 
B 

(P58) 

(3)環境汚染防止対策など生活環境

の改善を進めます 
環境部 

B 

(P59) 

2.低炭素・循環型社

会の構築 
環境部 

A 

(P23) 

(1)低炭素社会の実現に向けた取組

みを進めます 
環境部 

A 

(P60) 

(2)循環型社会の構築に向けた取組

みを進めます 
環境部 

A 

(P61) 

3.都市基盤の充実 
都 市 基

盤部 

A 

(P24) 

(1)安心して暮らせる市街地の形成

を進めます 

都市計画

推進部 

A 

(P62) 

(2)安全で安心して移動できる総合

的なみちづくり・交通環境づくりを

進めます 

都市基盤

部 

A 

(P63) 

(3)マイカーに頼らなくても移動で

きる交通体系の整備を進めます 

都市基盤

部 

A 

(P64) 

4.魅力的な住環境

の形成 

都市計

画推進

部 

B 

(P25) 

(1)地域特性を活かした都市拠点づ

くりを進めます 

都市計画

推進部 

B 

(P65) 

(2)社会環境の変化に応じた住まい

の確保を支援します 

都市計画

推進部 

B 

(P66) 

(3)まちの魅力として継承される住

環境づくりを進めます 

都市計画

推進部 

A 

(P67) 

(4)まちの魅力を高める都市景観づ

くりを進めます 

都市計画

推進部 

A 

(P68) 

5.産業振興の充実 
都市活

力部 

B 

(P26) 

(1)地域産業の活性化による都市の

にぎわいづくりを進めます 

都市活力

部 

B 

(P69) 

(2)新たな事業の創出や担い手の育

成を支援します 

都市活力

部 

B 

(P70) 
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章 
施策 

【17施策】 

担当部

局 

評

価 

施策の方向性 

（51項目） 
担当部局 

評

価 

第
４
章
（
い
き
い
き
と
心
豊
か
に
暮
ら
せ
る
ま
ち
づ
く
り
） 

1.共に生きる平和

なまちづくり 

人権政

策課 

B 

(P27) 

(1)非核平和都市の実現をめざし

ます 

人権政策

課 

A 

(P71) 

(2)同和問題をはじめ、さまざま

な人権課題に関わる差別の解消

を図り、人権文化の創造を進め

ます 

人権政策

課 

B 

(P72) 

(3)男女共同参画社会の実現に向

けた取組みを進めます 

人権政策

課 

B 

(P73) 

(4)多文化共生のまちづくりを進

めます 

人権政策

課 

A 

(P74) 

2.市民文化の創造 
都市活

力部 

A 

(P28) 

(1)文化芸術の創造、歴史・文化

資源の保全・活用を進めます 

都市活力

部 

A 

(P75) 

3.健康と生きがい

づくりの推進 

教育委

員会事

務局 

B 

(P29) 

(1)生涯を通した学びの機械の充

実と成果を活かせる場や機会づ

くりを進めます 

教育委員

会事務局 

B 

(P76) 

(2)生涯を通じて、健康で生きが

いをもって暮らせる環境づくり

を進めます 

福祉部 
A 

(P77) 

第
５
章
（
施
策
推
進
に
向
け
た
取
組
み
） 

1.情報共有・参

画・協働に基づく

まちづくり 

市民協

働部 

B 

(P30) 

(1)市政情報の発信・提供・公開

を推進します 

都市経営

部 

A 

(P78) 

(2)市民が参画できる機会の充実

を図ります 

都市経営

部 

B 

(P79) 

(3)地域課題の共有を図り、協働

によるまちづくりを推進します 

市民協働

部 

B 

(P80) 

(4)多様な人たちが関わる地域自

治を推進します 

市民協働

部 

B 

(P81) 

2.持続可能な行財

政運営の推進 

都市経

営部 

A 

(P31) 

(1)公正で効果的・効率的な市政

運営を進めます 
総務部 

B 

(P82) 

(2)適正な公共施設マネジメント

を進めます 

都市経営

部 

B 

(P83) 

(3)都市の価値の創造と魅力の発

信を進めます 

都市活力

部 

A 

(P84) 

(4)多角的な連携に取り組みます 
都市経営

部 

A 

(P85) 

リーディングプロジェクト 

（南部地域活性化プロジェクト） 
都市経営部 

施策 

A(P89) 

方向性 

A(P91) 
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ち

前・産後の切れめない

づ

支援を進め

Ｂ Ｂ Ｂます

く

(2)安心して子育て

り

ができるよう支援し

Ｂ

総

Ｂ Ｂます

(3)地域で

計

妊産婦および乳幼児期

掲

の親子

Ｂ Ｂ Ｂを支える

載

しくみづくりを進めま

頁

す

市民の意識 2017

4

年度 2019年度 20

4

21年度

43.7％ 4

、

3.1％子育てがしや

4

すいまちであると感じ

5

ている市民の割合

１．子育て支援の充実 担当部局 こども未来部

施策名 関連部局
地域のなかで、まわりの人々に支えられ、喜びや楽しさを こども未来部、教育

委員会

感じながら安心して妊娠・出産・子育てができるよう取り

組みます。

総合評価
2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

Ｂ Ｂ Ｂ
総合評価の理由

子育て支援の充実のために、
〇関係部局・関係機関が連携し、妊娠届出時から子育て期にかけて切れめない支援体制づくりを推
進し、増加する産後ケア利用対象者に適切なケアを提供し、育児不安を軽減しました。新型コロナ
対策を講じた乳幼児健診、健康教育、相談、訪問指導を行い、安心して妊娠、出産、子育てを迎え
られる環境づくりに取り組みました。特定不妊治療助成を拡充し、不妊に悩む方の経済的負担を軽
減しました。また不安を抱える妊婦の分娩前ウイルス検査や国の定額給付金制度を補完する妊婦特
別応援事業などにより、新型

2

コロナ流行下において

0

妊娠出産を迎えられた

2

方の不安や経済的負担

1

を
軽減しました。
〇子

年

育てと仕事の両立の推

度

進について、新規施設

政

の整備や保育定員確保

策

緊急対策事業を実施し

評

、4
月1日時点の待機

価

児童について、平成3

（

0年から令和3年まで

施

4年連続でゼロを維持

策

しました。
〇新型コロ

）

ナウイルス感染症の影

シ

響を受けた子育て世帯

ー

を支援するため、国の

ト

臨時給付金の支給に
加

（

えて、市独自の給付金

2

として、一定水準の所

0

得以下の子育て世帯や

2

3人以上の多子世帯へ

0

の給付
金の支給を行い

年

、子育て世帯の経済的

度

負担の軽減を図りまし

実

た。
〇新型コロナが拡

施

大する中で、民間就学

分

前施設の臨時休園時の

）

公立こども園による児

章

童の緊急受入
れや自宅

第

で親子で楽しめる動画

1

の配信、子育て世帯に

 

対する給付金の支給な

章

ど、安心して子育てが

 

できる環境を整えまし

子

た。
以上により、安心

ど

して妊娠・出産・子育

も

てができるよう取組み

・

は進んでいますが、今

若

後も新型コロ
ナの影響

者

による社会情勢の変化

が

や子育て世帯のニーズ

夢

の変化等を見極め対応

や

していく必要があるた

希

め、施策全体の評価は

望

「B」としました。

施

を

策の方向性の進捗状況

も

施策の方向性 2018

て

年度 2019年度 20

る

20年度 2021年度

ま

2022年度
(1)産

15



ち

活動を支援する取組み

づ

を継続し、また家
庭教

く

育の支援としては、親

り

学習の講座など様々な

総

学習機会を提供しまし

計

た。今後は、地域社会

掲

全体
で子供たちの学び

載

や育ちを支えるコミュ

頁

ニティ・スクールの実

4

施について、モデル校

6

を通して研究
を進めま

、

す。以上により、保育

4

・教育の充実のための

7

取組みは進んでいます

、

が、コロナ禍で見えて

4

きた新たな課題など、

8

さらに推進すべき取組

２

みがあるため施策全体

．

の評価は「B」としま

保

した。

施策の方向性の

育

進捗状況
施策の方向性

・

2018年度 2019

教

年度 2020年度 20

育

21年度 2022年度

の

(1)保育や幼児教育

充

の充実を進めます

Ｂ Ｂ

実

Ｂ
(2)子どもたちの

担

学びを高める環境づく

当

Ｂ Ｂ Ｂりを進めます

(

部

3)子どもたちを育む

局

学校・家庭・地域

Ｂ Ｂ

教

Ｂの連携を進めます

市

育

民の意識 2017年度

委

2019年度 2021

員

年度

40.5% 40.

会

7%保育・教育環境が

施

充実していると感じて

策

いる市民の割合

名 関連部局
子どもたちが健やかに成長・発達していくよう、乳幼児期 人権政策課、こども

未来部、教育委員会

から義務教育期まで発達段階に応じた連続性のある保育・

教育を充実し、子どもたちの「人とつながり、未来を切り

総合評価
2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

Ｂ Ｂ Ｂ
総合評価の理由

保育・教育の充実のために、
〇保育や幼児教育の充実については、公民での研修会や公開保育、新規開設園などへの幼児教育サ
ポートセンターの巡回において、「教育保育環境ガイドライン」の活用に取り組むとともに、感染
症対策と保育の質の向上の両立のためオンライン研修を実施しました。
〇学びを高める環境づくりについては、ICT環境面において、児童生徒1人につき1台のタブレット
を令和2年度中に導入し、タブレットを使った様々な授業手法の取り組みを順次進め

2

、オンライン
授業や家

0

庭学習などでも活用し

2

ました。また、東京書

1

籍(株)と民間包括協

年

定を締結しました。新

度

型
コロナの感染拡大に

政

伴い、修学旅行等の宿

策

泊学習については、長

評

時間の移動や宿泊施設

価

等の限られ
たスペース

（

での三密（密閉、密集

施

、密接）の回避が困難

策

であることから、近畿

）

圏内を行き先とする
日

シ

帰り体験旅行に変更し

ー

、運動会や体育大会は

ト

、感染リスク等を考慮

（

し半日程度の単位で、

2

団体演
技種目（ダンス

0

や民舞、組体操等）は

2

中止するなど、三密の

0

回避を図り実施しまし

年

た。その他、学
習発表

度

会や合唱コンクールは

実

、感染防止の観点から

施

これまでの形態ではな

分

く、学習の延長の表現

）

活
動として学級単位で

章

行うなど、各校が創意

第

工夫しながら実施しま

1

した。いじめのない学

 

校づくりの
取り組みと

章

しては、スクールソー

 

シャルワーカーの小中

子

学校への派遣を拡充し

ど

、いじめにつながる
課

も

題や長期欠席につなが

・

る課題を早期発見し対

若

応しました。
〇学校・

者

家庭・地域との連携に

が

ついては、新型コロナ

夢

の影響による活動制限

や

のなか、学校と地域の

希

連携を学校支援コーデ

望

ィネーターが推進する

を

「学校地域連携ステー

も

ション」において、地

て

域や学生
のボランティ

る

アが、総合学習や放課

ま

後学習などの学校教育

16

W012806
テキスト ボックス
子どもたちが健やかに成長・発達していくよう、乳幼児期から義務教育期まで発達段階に応じた連続性のある保育・教育を充実し、子どもたちの「人とつながり、未来を切り拓く力」が育まれるよう取り組みます。




ち

ども・若者がそれぞれ

づ

の力を活か

Ａ Ａ Ａし、

く

社会に関わっていくこ

り

とができるよ
う支援し

総

ます
(2)社会的援助

計

が必要な子ども・若者

掲

へ

Ｂ Ｂ Ｂの支援を充実

載

します

(3)子ども・

頁

若者を取り巻く課題に

5

総合

Ｂ Ｂ Ｂ的に対応す

0

るしくみづくりを進め

、

ます

市民の意識 201

5

7年度 2019年度 2

1

021年度

36.8%

、

37.3%子ども・若

5

者が地域のなかで、い

2

きいきと活動できてい

３

ると感じている
市民の

．

割合

子ども・若者支援の充実 担当部局 教育委員会

施策名 関連部局
すべての子ども・若者が、希望に満ちた明るい未来を展望 人権政策課、都市活

力部、市民協働部、

しながら健やかに育ち、地域社会の一員として成長し、自 こども未来部、教育

委員会
立した社会生活を営むことができるよう取り組みます。

総合評価
2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

Ｂ Ｂ Ｂ
総合評価の理由

子ども・若者支援の充実のために、
〇新型コロナによる制限がある中で感染症対策を行い、小学校の臨時休業期間においては放課後こ
どもクラブを全日開設し、学校再開後においては放課後に小学校の校庭等を活用した安心・安全に
遊べる場を創出するなど、子どもたちの居場所を確保しました。
また、コロナ禍で子ども食堂フードデリバリー事業を創設し、弁当の提供等を通して見守り活動を
継続する団体を支援しました。
今後も、新型コロナの影響

2

を受け、集団での活動

0

が難しい状況が想定さ

2

れますが、安定的かつ

1

効果
的な事業実施に向

年

け、関連団体と連携し

度

ながら検討を行います

政

。
〇コロナ禍で児童虐

策

待の増加が懸念される

評

中、早期発見、早期対

価

応を図るため、SNS

（

による相談窓
口を開設

施

するなど子どもが相談

策

しやすい窓口を整備し

）

、虐待の恐れのある相

シ

談等に対応し関係機関

ー

につなぐとともに、相

ト

談者をエンパワメント

（

することができました

2

。
〇若者支援総合相談

0

窓口については、コロ

2

ナ禍においてもオンラ

0

インで相談しやすい環

年

境づくりを
行ったり、

度

イベントなどの当事者

実

活動を通じてさまざま

施

な課題や生きづらさを

分

感じている子ども・
若

）

者への支援を行いまし

章

た。
今後も、新型コロ

第

ナの影響に対応すると

1

ともに相談につながり

 

づらい人へのアプロー

章

チ方法を検討
するなど

 

子ども・若者への相談

子

支援体制の充実を図り

ど

ます。
以上により、子

も

ども・若者支援への取

・

組みは進んでいますが

若

、学校や地域団体、N

者

PO等の法人等複
数の

が

関係機関との連携した

夢

支援体制の強化が引き

や

続き必要であることか

希

ら、施策全体の評価は

望

「B
」としました。

施

を

策の方向性の進捗状況

も

施策の方向性 2018

て

年度 2019年度 20

る

20年度 2021年度

ま

2022年度
(1)子

17



総

。　　　　　以上によ

計

り、自立生活支援の取

掲

組みは進んでいますが

載

、社会
環境が激動する

頁

中、個人や世帯が抱え

5

る課題は複合化、複雑

4

化しており、地域共生

、

社会実現のため
の相談

5

支援体制強化が必要で

5

あることから、施策全

、

体の評価を「B」とし

5

ました。

施策の方向性

6

の進捗状況
施策の方向

、

性 2018年度 201

5

9年度 2020年度 2

7

021年度 2022年

1

度
(1)多様な福祉ニ

．

ーズに重層的に対応し

自

Ｂ Ｂ Ｂた福祉コミュニ

立

ティの実現に取り組み

生

ま
す
(2)介護サービ

活

ス基盤の充実を図ると

支

と

Ｂ Ｂ Ｂもに、高齢者

援

を地域全体で支える環

の

境づ
くりを進めます
(

充

3)障害者福祉サービ

実

スの充実を図ると

Ｂ Ｂ

担

Ｂともに、障害者の社

当

会参加を促進します

(

部

4)セーフティネット

局

としての社会保障

Ａ Ａ

福

Ａ制度の充実を進めま

祉

す

(5)就労支援の充

部

実を図ります

Ａ Ａ Ａ
市

施

民の意識 2017年度

策

2019年度 2021

名

年度

55.3％ 57.

関

1％誰もが安全に安心

連

して暮らせる環境が整

部

っていると感じている

局

市民の割
合

個々のもつ力を活かし支えあいながら、住み慣れた地域で 総務部、市民協働部

、福祉部、健康医療

、自立して暮らせる環境づくりに取り組みます。 部

総合評価
2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

Ｂ Ｂ Ｂ
総合評価の理由

自立生活支援の充実のために
○福祉コミュニティについては、人と人とがつながることができる機会の創出や民生委員・児童委
員等の活動をICTを活用して支援する等、コロナ禍でも支え合える環境づくりを進めました。また
、分野を超えた多機関の連携や、地域資源を繋げる取組みを進め、地域福祉活動活性化のための基
盤づくりを進めるとともに包括支援プロジェクト・チームを設置し、複合的な課題を抱える人の相
談を属性や年齢等に関わらず受け止め、支援していく体制を整備しました。 
○高齢者福祉については、総合相談窓口を通じて、

2

高齢者の生活支援の充

0

実を図りました。一方

2

で
、支える側、支えら

1

れる側の区別なく、高

年

齢者を地域全体で支え

度

られる持続可能な環境

政

作りが急が
れるため、

策

介護人材の確保や成年

評

後見制度の利用促進、

価

認知症施策の充実など

（

具体的な取り組みを
通

施

して構築していきます

策

。
○障害福祉について

）

は、障害福祉サービス

シ

利用の促進、関係機関

ー

との連携強化等を通じ

ト

て、障害の
ある人の企

（

業への就労や社会参加

2

が促進されました。今

0

後も障害特性を考慮し

2

た就労や定着支援の
充

0

実、就労先の開拓を図

年

り社会参加を進める施

度

策を展開します。
〇社

実

会保障制度については

施

、「豊中市国民健康保

分

険広域化への対応実施

）

計画」「第7期介護保

章

険実
施計画」等に基づ

第

き施策を推進し、安定

2

的な事業運営を行うこ

 

とができました。今後

章

もセーフティ
ネットと

 

しての制度の充実を進

安

めるとともに、持続性

全

を確保します。
○就労

に

支援については、関係

安

機関との連携強化を進

心

めるとともに、就労困

し

難者への各種支援事業

て

を
通じて、就労に繋ぐ

暮

ことができました。さ

ら

らに就労定着支援の利

せ

用者、事業者への聞き

る

取りを通じ
て課題を抽

ま

出し、対応するための

ち

協議の場を設置しまし

づ

た。今後も引き続き、

く

連携強化を進め、就
労

り

支援の充実を図ります

18



総

を制限し、地域の患者

計

を受
入れられなくなる

掲

ことが想定されますの

載

で、院内感染防止対策

頁

に取組み一般診療を継

5

続するととも
に、地域

8

医療機関への訪問によ

、

る意見交換を実施し、

5

連携強化を進めます。

9

以上により、保健・医

、

療の充実に向けた健康

6

管理・予防対策は進ん

0

でいますが、従来対面

２

で行って
いた相談支援

．

などについては、手法

保

を見直す必要があるた

健

め、評価を「B」とし

・

ました。

施策の方向性

医

の進捗状況
施策の方向

療

性 2018年度 201

の

9年度 2020年度 2

充

021年度 2022年

実

度
(1)こころと体の

担

健康管理・予防対策を

当

Ｂ Ｂ Ｂ進めます

(2)

部

生活衛生の確保を図り

局

ます

Ｂ Ｂ Ｂ
(3)地域

健

医療の充実を図ります

康

Ａ Ａ Ａ

市民の意識 20

医

17年度 2019年度

療

2021年度

57.4

部

% 58.8%保健・医

施

療体制が充実している

策

と感じる市民の割合

名 関連部局
自身の心身の健康に関心をもって発病や重症化の予防を促 健康医療部、市立豊

中病院

進するよう、それを支える保健・医療体制の質の向上に取

り組みます。

総合評価
2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

Ｂ Ｂ Ｂ
総合評価の理由

○コロナ禍におけるこころのケアに対応するため専用相談ダイヤルを設置し、相談支援体制を拡充
し、295件の相談を行いました。コロナの影響でこころの不調を抱える人が増加しているため、こ
ころの不調の予防、うつ病等精神疾患の早期発見、早期支援をめざし、ストレス対処法やメンタル
ヘルス、相談窓口等に関して多様な媒体を活用し継続した周知啓発を行います。
○新型コロナ対応としては、陽性が疑われる方にはすみやかにPCR検査を受けられるよう、体制を
整えるとともに【検査件数34,554件】、有症状者がすみやかに受診

2

できる医療機関(コロ

0

ナ外来)を
開設調整し

2

、感染防止に努めまし

1

た。【コロナ陽性者1

年

,848人】
　ほか、

度

自宅療養者が安心して

政

生活が送れるよう、パ

策

ルスオキシメーターの

評

貸出、配食サービスを

価

実施しました。感染拡

（

大防止の啓発として、

施

市民の不安を解消する

策

一助となるよう、保健

）

所公式ツ
イッターや市

シ

のホームページでワク

ー

チンQ＆A動画を公開

ト

しました。業務上の工

（

夫としては、保健所
全

2

体の班体制で業務に取

0

り組むことによる業務

2

の均一化・円滑化を図

0

りました。
　今後も感

年

染拡大を防ぐため、よ

度

り一層「マスク着用徹

実

底」「三密を避ける」

施

などの啓発を続ける
と

分

ともに、市民向けへの

）

ワクチン接種が円滑に

章

進むよう体制を整えま

第

す。
○豊中病院では新

2

型コロナ患者を受入れ

 

るため、一般診療を一

章

部制限しましたが、急

 

性期病院とし
て治療が

安

必要な患者への診療は

全

継続して提供しました

に

。紹介患者数は減少し

安

ましたが、可能な限り

心

医療機関訪問を実施し

し

、当院の診療体制等に

て

関する情報提供を行う

暮

など、地域医療機関と

ら

の連携強
化を図りまし

せ

た。また、大阪府コロ

る

ナ重症センターへ看護

ま

師を派遣しました。今

ち

後、新型コロナウ
イル

づ

ス感染症の院内感染に

く

よるクラスターが発生

り

した際には、一般診療
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総

要
に対応するため救急

計

体制の増強について課

掲

題があるものの、上記

載

取組みなどにより、消

頁

防・救急救
命体制の充

6

実が着実に進んでいる

2

ことから、評価を「A

、

」としました。

施策の

6

方向性の進捗状況
施策

3

の方向性 2018年度

３

2019年度 2020

．

年度 2021年度 20

消

22年度
(1)救急救

防

命体制および防火安全

・

対策を

Ａ Ａ Ａ強化しま

救

す

(2)消防体制を充

急

実強化します

Ａ Ａ Ａ

市

救

民の意識 2017年度

命

2019年度 2021

体

年度

55.1％ 57.

制

3％消防・救急救命体

の

制が充実していると感

充

じている市民の割合

実 担当部局 消防局

施策名 関連部局
市民の生活を守る消防・救急救命体制のさらなる充実に取 消防局

り組みます。

総合評価
2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

Ａ Ａ Ａ
総合評価の理由

消防・救急救命体制の充実のために、
○消防・救急活動については、新型コロナまん延時においても救急活動に支障がでないよう、感染
防護服等の救急資器材の調達・備蓄を行った結果、感染防止を徹底した救急活動が実施できました
。新型コロナ感染症り患者の急激な増加に伴う救急体制の維持及び、高齢化により今後も増加が見
込まれる救急需要に対応する救急体制の増強が緊急の課題となっています。新型コロナなどの感染
症に対する消防体制の強化を図りつつ、感染症まん延時でも災害・救急対応に支障がでないよう、
感染防止を徹底し業務を継続します。
○消防の広域連携の推進については、令和6年4月からの消防指

2

令業務共同運用開始に

0

向け、豊中市
・吹田市

2

・池田市・箕面市・摂

1

津市消防通信指令事務

年

協議会を設置し、具体

度

的な検討を開始しまし

政

た。今後も引き続き消

策

防資源の効率的な運用

評

を図るため、消防の広

価

域連携を推進します。

（

○応急手当普及啓発等

施

については、新型コロ

策

ナの影響をうけ、対面

）

での救急救命講習は半

シ

減したも
のの、WEB

ー

講習やYOUTUBE

ト

配信等を活用し、応急

（

手当の普及啓発等を推

2

進し、市民・事業者の

0

救命力
を高いレベルで

2

維持できました。今後

0

も引き続き、「救命力

年

世界一」の取組みを推

度

進します。
○火災予防

実

に関する取組みについ

施

ては、住宅防火対策の

分

推進や、防火対象物等

）

の違反是正の強化、
消

章

防音楽隊やSNS等を

第

活用した防火広報など

2

、火災予防に関する取

 

組みを推進したことに

章

より、火
災発生件数は

 

6年連続で100件を

安

下回るとともに、火災

全

による死者が35年振

に

りに0人となりました

安

。
今後も引き続き、住

心

宅火災による死傷者を

し

減らすため、防火対策

て

強化の取組みを継続的

暮

に進めてい
くとともに

ら

、火災予防体制の充実

せ

を図り、火災の未然防

る

止及び火災による被害

ま

を軽減します。
　以上

ち

、新型コロナなどの感

づ

染症に対する救急・消

く

防体制の強化及び、増

り

加が見込まれる救急需

20



総

通安全プログラム」に

計

基づき関係機関と連携

掲

し、交通安全対策を進

載

めます。
以上により、

頁

安全に安心して暮らせ

6

るまちづくりが着実に

4

進んでいることから、

、

施策全体評価を「
Ａ」

6

としました。

施策の方

5

向性の進捗状況
施策の

４

方向性 2018年度 2

．

019年度 2020年

暮

度 2021年度 202

ら

2年度
(1)防災力の

し

充実強化を図ります

Ｂ

の

Ｂ Ｂ
(2)犯罪や消費

安

者被害などの予防、被

全

害

Ａ Ａ Ａ拡大防止を図

対

ります

(3)交通安全

策

意識の向上を図ります

の

Ａ Ａ Ａ

市民の意識 20

充

17年度 2019年度

実

2021年度

49.9

担

％ 49.8％防災や防

当

犯、交通安全への対策

部

が充実していると感じ

局

ている市民の割合

危機管理課

施策名 関連部局
災害、犯罪、事故などの安全対策を進めるとともに、自ら 総務部、都市経営部

、市民協働部、都市

守る、地域で守るという意識の醸成を図ります。 基盤部、教育委員会

総合評価
2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

Ａ Ａ Ａ
総合評価の理由

暮らしの安全対策の充実のために、
○防災市民講座は、新型コロナの影響で集合形式から「とよなかチャンネル」への動画投稿という
新たな手法での実施となり、参加者以外でもいつでもどこからでも見ることができるコンテンツに
なりました。また、「とよなか防災アドバイザー派遣制度」は9件利用があり、地域の方々に、気
象情報の解説、ハザードマップによる災害リスクの確認、防災情報の入手先及びレベル化された情
報とそれに基づく行動についてアドバイスを行うことで、「高い意識が身に付いた」という声があ
りました。今

2

後も自助・公助の取組

0

みを強化するため、校

2

区自主防災組織等に対

1

して、同制度の周
知や

年

、防災訓練、出前講座

度

等の支援を行います。

政

○見守りカメラ等の管

策

理・運用やこども11

評

0番の家の協力軒数の

価

増加、小学校１年生へ

（

の防犯ブザ
ー等の配布

施

に加え、南部地域で小

策

学生対象のICTを活

）

用した見守りサービス

シ

の実施など、地域にお

ー

ける児童生徒の安全確

ト

保、事件の早期解決や

（

街頭犯罪件数の減少に

2

結びつきました。今後

0

は、ICT
を活用した

2

見守りサービスを全市

0

域に拡大するとともに

年

、引き続き、防犯巡回

度

活動、地域で子ども
を

実

見守る活動の強化を図

施

ります。
○消費者啓発

分

講座やくらしの安心メ

）

ール等により、契約の

章

トラブルや被害を未然

第

に防ぐ情報発信を
しま

2

したが、新型コロナに

 

関連する相談が増えた

章

ことから消費生活相談

 

件数は増加しました。

安

年々
更に巧妙化する特

全

殊詐欺の手口について

に

被害防止のため啓発の

安

強化を図ります。
○交

心

通安全教室や街頭啓発

し

等はコロナ禍でオンラ

て

イン形式の教室など代

暮

替え方法での実施でし

ら

たが
、新型コロナ感染

せ

拡大による外出自粛の

る

影響もあり市内の交通

ま

事故件数は減少しまし

ち

た。関係機関
と連携し

づ

、啓発を継続して行う

く

とともに、新しく策定

り

した「豊中市通学路交

21



頁

いない状
況です。また

6

、航空会社による遅延

8

便対策が強化され、新

、

型コロナウイルス発生

6

以前の2019年9月

9

から遅延便が減少して

、

います。
　以上により

7

、目標に向け概ね順調

0

に進んでいますが、一

１

部未達成の部分や課題

．

もあることから、
施策

快

全体の評価を「B」と

適

しました。

施策の方向

な

性の進捗状況
施策の方

都

向性 2018年度 20

市

19年度 2020年度

環

2021年度 2022

境

年度
(1)環境政策を

の

推進するための総合的

保

な

Ａ Ａ Ａしくみづくり

全

を進めます

(2)自然

・

環境や都市のみどりを

創

身近に感

Ｂ Ｂ Ｂじられ

造

る快適な環境づくりを

担

進めます

(3)環境汚

当

染防止対策など生活環

部

境の改

Ｂ Ｂ Ｂ善を進め

局

ます

市民の意識 201

環

7年度 2019年度 2

境

021年度

65.7％

部

65.9％良好な環境

施

が保全され、快適な都

策

市環境づくりが進んで

名

いるまちだと思
う市民

関

の割合

連部局
良好な環境が保全され、うるおいのある自然環境や都市の 都市活力部、環境部

、都市基盤部

みどりのもとで、心豊かな暮らしができるよう取り組みま

す。

総合評価
2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

Ｂ Ｂ Ｂ
総合評価の理由

快適な都市環境の保全・創造のために、
○「とよなか市民環境展」は、新型コロナウイルス対策として規模を縮小し、WEBやSNSなどを活用
するなど工夫をしながら出展団体の日ごろの活動や事業の成果、他市の活動や施設の紹介を行いま
した。来場者からは「見応えがあった」「非常にためになる」などの声が上がるなど、市民の環境
問題に関する意識を向上させることができました。環境交流センターでは、新型コロナウイルスの
影響で来館者数が大幅に減少しましたが、WEB会議システムや動画配信などのデジタル関連手法を
取り入れるなど

2

、市民のニーズに応え

0

る事業を実施するとと

2

もに、地域活動団体と

1

の連携やSDGｓ
を意

年

識した事業を進めた結

度

果、市民アンケートで

政

は高い満足度が得られ

策

ていることから、環境

評

活動
および環境学習の

価

交流拠点として地域に

（

密着した施設となって

施

います。また、令和2

策

年度（2020年
度）

）

に中間評価を実施し、

シ

「問題のない管理運営

ー

状況である」と評価さ

ト

れました。
○人口の増

（

加に伴い、市民１人当

2

たりの公園緑地面積が

0

やや減少していますが

2

、開発行為に伴う公
園

0

整備により公園自体の

年

面積は増加しています

度

。また、緑化樹配付や

実

生垣緑化助成などによ

施

り、民
有地等への緑化

分

を推進するとともに、

）

緑化重点地区に定める

章

市南部地域に対する緑

第

化施策拡充の検
討を行

3

いました。ふれあい緑

 

地では、みどりを感じ

章

ながら公園でくつろぐ

 

機会を創出するため、

活

カ
フェ等飲食店舗の運

力

営・整備事業者の公募

あ

を実施しました。アダ

る

プト制度については協

快

定数を維持
しており、

適

地域住民による自主的

な

な美化活動の支援をし

ま

てきました。
○環境汚

ち

染防止対策については

づ

、航空機騒音を除き良

く

好な状態を保っていま

り

す。航空機騒音につい

総

ては、新型コロナウイ

計

ルスの影響により大き

掲

く減便した時期を除い

載

て環境基準を達成して
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頁

17年度 2019年度

7

2021年度

52.9

2

％ 54.4％環境にや

、

さしいまちだと感じて

7

いる市民の割合

3

２．低炭素・循環社会の構築 担当部局 環境部

施策名 関連部局
市民一人ひとりが、環境にやさしいライフスタイルを実践 環境部

し、協働して環境に配慮したまちづくりに取り組みます。

総合評価
2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

Ｂ Ｂ Ａ
総合評価の理由

低炭素・循環型社会の構築のために、
○吹田市と「地球温暖化対策に資する自治体間連携・協力に関する協定」を締結し、自然由来の電
力への切替を促進する「電力のグループ購入事業（EE電）」を実施しました。豊中市民の登録数約
600件のうち、約50件の方が再生可能エネルギーの比率の高い電力に切り替えられるなど、再生可
能エネルギーの普及促進につながりました。また家庭向けの省エネ、創エネ、再エネ等の導入を促
す各種補助金交付制度を実施し、豊中市域から排出される温室効果ガスの総排出量が抑制されまし
た。これらの取組みにより、地球温暖化への対策が順調に進ん

2

でいます。
○吹田市と

0

気候非常事態共同宣言

2

を行い、2050年ま

1

でに温室効果ガス排出

年

量を実質ゼロとする「

度

ゼ
ロカーボンシティ」

政

に取り組むことを表明

策

し、温暖化対策を広域

評

でも取り組むこととし

価

ました。
○コロナ禍に

（

伴う外出自粛時におけ

施

る家庭内での消費活動

策

の増加等により、家庭

）

系ごみ量（再生資
源除

シ

く）は昨年度と比較し

ー

て1,214トン増加

ト

しましたが、事業活動

（

の鈍化等により、事業

2

系ごみ量
（再生資源除

0

く）は昨年度と比較し

2

て3,416トン減少

0

しました。それらの要

年

因に加え、「ソーシャ

度

ルメディア」の活用等

実

によるごみ減量普及啓

施

発の実施や、食品ロス

分

の削減に向けた事業者

）

とのフー
ドドライブ事

章

業の拡充により、ごみ

第

の焼却処理量は昨年度

3

と比較して2,113

 

トン減少しました。
　

章

今後も新型コロナウイ

 

ルス感染症がごみの排

活

出量に影響を与える可

力

能性がありますが、目

あ

標に向
け順調に進んで

る

いることから、施策全

快

体の評価を「A」とし

適

ました。

施策の方向性

な

の進捗状況
施策の方向

ま

性 2018年度 201

ち

9年度 2020年度 2

づ

021年度 2022年

く

度
(1)低炭素社会の

り

実現に向けた取組みを

総

Ｂ Ｂ Ａ進めます

(2)

計

循環型社会の構築に向

掲

けた取組みを

Ｂ Ｂ Ａ進

載

めます

市民の意識 20
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頁

で安心して移動できる

7

総合的な

Ａ Ａ Ａみちづ

4

くり、交通環境づくり

、

を進めます

(3)マイ

7

カーに頼らなくても移

5

動できる

Ｂ Ａ Ａ交通体

３

系の整備をめざします

．

市民の意識 2017年

都

度 2019年度 202

市

1年度

65.3％ 65

基

.4％道路・上下水道

盤

などが充実していると

の

思う市民の割合

充実 担当部局 都市基盤部

施策名 関連部局
快適な暮らしを守るために、道路・上下水道などの都市基 財務部、都市計画推

進部、都市基盤部

盤の充実に取り組みます。

総合評価
2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

Ａ Ａ Ａ
総合評価の理由

都市基盤の充実のために、
〇木造住宅耐震改修補助については、コロナ禍の影響で事業の機運が高まらず、郵送による手続き
なども可能としましたが、補助件数は減少しました。木造住宅除却補助を実施し、住宅の耐震化率
の向上に寄与しました。また、庄内・豊南町地区の木造住宅の除却費補助や道路整備などを実施し
、庄内・豊南町地区の不燃領域率向上を図りました。今後も建物所有者等に耐震化促進や不燃化に
関する普及啓発を行い、災害に強いまちづくりの推進に向けた取り組みを進めます。
〇上下水道施設を整備し、災害や事故に強い施設づくりを進めました。今後も、安定的に財源を確

2

保しながら、「第2次

0

とよなか水未来構想」

2

に示す施策を進めます

1

。
〇都市計画道路につ

年

いて、平成7年度から

度

事業着手した穂積菰江

政

線が令和3年7月に全

策

線開通の見込
みである

評

とともに、大阪府の三

価

国塚口線の整備に合わ

（

せて曽根島江線の島江

施

町交差点付近の整備事

策

業に着手することで、

）

庄内地区の防災と交通

シ

環境が向上しました。

ー

また、狭く交通の難所

ト

であった
利倉橋につい

（

て、歩道と自転車通行

2

空間のある車道を備え

0

た新橋の開通式を3月

2

31日に行い、安全
で

0

安心な交通環境になり

年

ました。今後も都市計

度

画道路等の幹線道路の

実

整備や基盤施設の長寿

施

命化、
交通環境の安全

分

対策に取り組みます。

）

〇公共交通改善計画に

章

基づき、西部地域の乗

第

合タクシーのダイヤ・

3

停留所・予約方法を見

 

直しまし
た。今後は、

章

南部地域の乗合タクシ

 

ーの運行、東西軸バス

活

の運行、シェアサイク

力

ルの拡充など、さ
らな

あ

る交通環境の充実のた

る

めの施策を進めます。

快

以上により、都市基盤

適

の充実が着実に進んで

な

いることから施策全体

ま

の評価を「A」としま

ち

した。

施策の方向性の

づ

進捗状況
施策の方向性

く

2018年度 2019

り

年度 2020年度 20

総

21年度 2022年度

計

(1)安心して暮らせ

掲

る市街地の形成を進

Ａ

載

Ａ Ａめます

(2)安全
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頁

大切にする
意識の醸成

7

を図りました。令和３

6

年度は、都市景観表彰

、

事業の募集・選定を行

7

います。
・事業全体は

7

順調に進んでいますが

、

、地域特性を活かした

7

都市の拠点づくりのた

8

めの取組みや、社
会環

４

境の変化に応じた住ま

．

いの確保策について、

魅

さらなる充実が必要で

力

あるため、施策全体の

的

評価
を「Ｂ」としまし

な

た。

施策の方向性の進

住

捗状況
施策の方向性 2

環

018年度 2019年

境

度 2020年度 202

の

1年度 2022年度
(

形

1)地域特性を生かし

成

た都市の拠点づく

Ｂ Ｂ

担

Ｂりを進めます

(2)

当

社会環境の変化に応じ

部

た住まいの確

Ｂ Ｂ Ｂ保

局

を支援します

(3)ま

都

ちの魅力として継承さ

市

れる住環境

Ａ Ａ Ａづく

計

りを進めます

(4)ま

画

ちの魅力を高める都市

推

景観づくり

Ｂ Ａ Ａを進

進

めます

市民の意識 20

部

17年度 2019年度

施

2021年度

69.4

策

％ 69.2％住環境が

名

魅力的だと思う市民の

関

割合

連部局
良好な住環境を保全・継承し、誰もが快適に暮らしやすい 都市経営部、都市活

力部、財務部、都市

魅力的なまちづくりに取り組みます。 計画推進部、都市基

盤部

総合評価
2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

Ｂ Ｂ Ｂ
総合評価の理由

魅力的な住環境の形成のために、
〇地域特性を活かした都市の拠点づくりについては、コロナ禍の中、ウェブ会議を導入し、千里中
央地区再整備に向けた事業者との協議・調整を継続しました。また、メルマガやデジタルサイネー
ジを活用した情報発信やイベントなどにより大阪国際空港や周辺地域の活性化に取り組むとともに
、大阪国際空港周辺地域整備構想（素案）を策定するなど、各地域の特性を活かしたまちづくりを
進めました。豊中地区では、過年度調査結果及び豊中駅前まちづくり推進協議会等の地域の方々と
協議を行い、まちづく

2

りの課題を明らかにし

0

たうえで再整備構想素

2

案を作成し、平成9年

1

策定の基
本方針のうち

年

、優先的に取り組むべ

度

き施策について取りま

政

とめました。
〇社会環

策

境の変化に応じた住ま

評

いの確保については、

価

居住支援協議会の意見

（

交換会として、コロナ

施

禍の業務や相談対応等

策

について情報共有を図

）

り、住宅確保要配慮者

シ

の円滑な対応に寄与し

ー

ました。
市営住宅では

ト

、コロナ禍の影響で住

（

宅退去を余儀なくされ

2

ている方に一時避難住

0

戸を提供し、2件
の入

2

居がありました。三世

0

代同居・近居を促進す

年

る補助事業を開始し、

度

20件の申請がありま

実

した。
〇まちの魅力と

施

して継承される住環境

分

づくりについては、引

）

き続き、まちづくりの

章

ルールとなる地
区計画

第

の策定支援、建築物の

3

新築・増改築時の審査

 

、管理不全空き家の所

章

有者等への啓発、指導

 

・
助言等を行い、住環

活

境の維持向上に寄与し

力

ました。今後も、住民

あ

主体のまちづくり支援

る

制度の見直
しや啓発、

快

地区計画の策定・見直

適

し等、住環境の維持・

な

向上に向けた取り組み

ま

をすすめます。
〇まち

ち

の魅力を高める都市景

づ

観づくりについては、

く

コロナ禍でモバイルス

り

タンプラリーを中止し

総

ま
したが、代替として

計

「とよなか百景」を巡

掲

るまちあるきマップを

載

作成し、良好な景観を
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頁

いますが、「重点エリ

8

ア」の指定や様々な生

0

活・活動パタ
ーンに応

、

じた環境整備の検討等

8

、今後解決すべき課題

1

があるため施策全体の

５

評価はBとしました。

．

施策の方向性の進捗状

産

況
施策の方向性 201

業

8年度 2019年度 2

振

020年度 2021年

興

度 2022年度
(1)

の

地域産業の活性化によ

充

る都市のにぎ

Ｂ Ｂ Ｂわ

実

いづくりを進めます

(

担

2)新たな事業の創出

当

や担い手の育成を

Ｂ Ｂ

部

Ｂ支援します

市民の意

局

識 2017年度 201

都

9年度 2021年度

1

市

6.5 18.2地域産

活

業が活性化していると

力

感じる市民の割合

部

施策名 関連部局
地域社会を支えてきた産業のさらなる振興を図るとともに

、企業立地の促進に取り組みます。

総合評価
2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

Ｂ Ｂ Ｂ
総合評価の理由

産業振興の充実のために、
〇今年度は、新型コロナウイルス感染症に伴う事業者支援として、融資に伴う負担軽減を図る「信
用保証料助成」、大阪府と共同で実施した「休業要請支援金」、事業継続を支援するための「小規
模事業者応援金」、新しい生活様式に対応した取組みを支援する「売上アップ応援金」を実施した
ほか、地域経済の再生・活性化のため、「キャッシュレス決済ポイント還元事業」や「プレミアム
付商品券事業」といった消費喚起策を実施しました。また、市内3千事業者を対象とした「新型コ
ロナウイルス感染症の影響に関する事業者アンケート」を実施し、アンケート結果から、速やかな
地域経済の再生

2

・活性化を最優先課題

0

と捉え、迅速に取り組

2

む具体的な支援策を「

1

地域経済再生支
援プロ

年

グラム」としてまとめ

度

ました。2021年度

政

は、同プログラムに基

策

づき、事業活動の下支

評

えとコ
ロナ後の新たな

価

社会に対応できる環境

（

づくりに取り組みます

施

。
〇立地促進奨励金は

策

、支払件数25件のう

）

ち、19件が産業誘導

シ

区域内での立地による

ー

もので、区域内
への産

ト

業集積が進みました。

（

また、重点エリア指定

2

のため、他市等の施策

0

事例の調査・研究や各

2

種
支援制度の詳細設計

0

を行いました。202

年

1年度は、地権者等の

度

関係者に説明を行い、

実

合意形成に向け
た話合

施

いを進めます。また、

分

多様な産業集積を図る

）

ため、奨励対象業種の

章

拡大等、制度の拡充に

第

つ
いても検討します。

3

〇施設の老朽化と耐震

 

面で課題があった「と

章

よなか起業・チャレン

 

ジセンター」は、市役

活

所や商工
会議所・図書

力

館が近く連携も取りや

あ

すい「北おおさか信用

る

金庫豊中支店」6階へ

快

仮移転を行いまし
た。

適

同施設は、新たな働き

な

方にも対応するため、

ま

オンライン会議に対応

ち

するモニターやスペー

づ

スを
設け、4月からオ

く

ープンしました。今後

り

、様々な生活・活動パ

総

ターンに応じた環境整

計

備について、
検討しま

掲

す。
　以上により、産

載

業振興の充実は進んで
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く

するため、オンライン

り

相談を導入しました。

総

また、コロナに関わる

計

多言語情報を発信し、

掲

就労や
生活などさまざ

載

まな困りごとに直面し

頁

た外国人市民の支援を

8

しました。
以上により

4

、新型コロナに関わる

、

差別をはじめ、新たな

8

人権課題に対応し、今

5

後さらなる啓発等取
り

、

組む必要があるため、

8

施策全体の評価を「B

6

」としました。

施策の

１

方向性の進捗状況
施策

．

の方向性 2018年度

共

2019年度 2020

に

年度 2021年度 20

生

22年度
(1)非核平

き

和都市の実現をめざし

る

ます

Ａ Ａ Ａ
(2)同和

平

問題をはじめ、さまざ

和

まな人権

Ｂ Ｂ Ｂ課題に

な

関わる差別の解消を図

ま

り、人権文
化の創造を

ち

進めます
(3)男女共

づ

同参画社会の実現に向

く

けた取

Ｂ Ｂ Ｂ組みを進

り

めます

(4)多文化共

担

生のまちづくりを進め

当

ます

Ａ Ａ Ａ

市民の意識

部

2017年度 2019

局

年度 2021年度

30

人

.8％ 40.0％人権

権

が尊重されていると感

政

じている市民の割合

策課

施策名 関連部局
年齢や性別、国籍などのちがいにとらわれず、お互いの存 都市活力部

在を理解し尊重しあって、共に生きる平和な社会の実現に

取り組みます。

総合評価
2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

Ｂ Ｂ Ｂ
総合評価の理由

共に生きる平和なまちづくりのために、
〇令和2年（2020年）4月に人権平和センター豊中に常設の平和展示室を設置するとともに、空襲被
災者や戦没者遺族、原爆被爆者の市民の聞き取り及び映像化を行いました。しかし、新型コロナ感
染拡大に伴う「緊急事態宣言」の発令や同センター空調設備改修工事のため、約6か月半、平和展
示室を臨時休館せざるを得ませんでした。引き続き被爆や戦争被災等の映像化を行うとともに、平
和展示室の内容や備品設備を充実するなど、非核・平和情報の発信を進めます。
○「人権についての市民意識

2

調査」結果を、講演会

0

や研修会で周知し、市

2

広報誌の「ひゅうまん

1

通
信」に掲載しました

年

。また、市内で新型コ

度

ロナに係る差別が広が

政

らないよう、新型コロ

策

ナやその家
族、医療従

評

事者等への偏見・差別

価

防止啓発ポスターの作

（

成や市ホームページな

施

どで啓発を行うとと
も

策

に、性的マイノリティ

）

や拉致被害を考える人

シ

権侵害問題をテーマに

ー

講演会を実施、人権啓

ト

発パネ
ル展を開催し、

（

さまざまな人権問題の

2

理解を進めました。し

0

かし、インターネット

2

やＳＮＳ上にお
ける人

0

権侵害問題や、さまざ

年

まな人権問題が複合し

度

、複雑な人権課題が顕

実

在化しているため、動

施

画
配信をはじめ多様な

分

媒体を活用した人権啓

）

発に取り組みます。
○

章

男女共同参画について

第

は、「市民・事業所意

4

識調査」を実施し、固

 

定的な性別役割分担に

章

捉われ
ない、女性の就

 

労継続意識の向上を把

い

握できたとともに、市

き

内事業所を対象とした

い

女性活躍・働き
方改革

き

推進事業案を作成しま

と

した。性の多様性の理

心

解を促進する性的マイ

豊

ノリティへの支援方策

か

を
定めるとともに、条

に

例改正により市営住宅

暮

の入居資格要件や職員

ら

の特別休暇対象を拡大

せ

しました。
〇多文化共

る

生については、外国人

ま

向けの相談窓口の対応

ち

時間等を拡充するとと

づ

もに、コロナ禍に対
応

27



くり 総計掲載頁 88、89

２．市民文化の創造 担当部局 都市活力部

施策名 関連部局
市民文化の創造のために、文化芸術活動の場や機会を充実 都市経営部、都市活

力部、教育委員会

させ、歴史・文化遺産を大切に受け継ぎ、魅力あふれる市

民文化の創造に取り組みます。

総合評価
2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

Ｂ Ｂ Ａ
総合評価の理由

市民文化の創造のために、
○新型コロナウイルス感染症の拡大を受け、事業が計画通りに実施できない中、規模を縮小したり
、WEBを活用したりして開催するなど工夫しながら、子どもアートフェスティバルや、豊中まつり
など、市民が文化芸術にふれる機会の創出に努めました。今後も感染防止対策を講じながら、令和
3年3月に策定した豊中市文化芸術推進基本計画に基づき、南部地域でのイベントの実施や子どもの
感性を育む事業など積極的に展開します。
〇文化財については、同年大河ドラマの主人公となった明智

2

光秀をはじめとする有

0

名戦国大名の禁
制を展

2

示した『明智光秀と豊

1

中』（３課共催事業）

年

では1,191人の見

度

学者が訪れました。見

政

学者の
質問は「マチカ

策

ネくんブログ」などで

評

回答するなど、市民が

価

郷土の歴史や文化財に

（

親しむ機会をつ
くりま

施

した。また、西山氏庭

策

園の保存・活用等のあ

）

り方を検討する「名勝

シ

西山氏庭園保存整備委

ー

員
会」の設置や、歴史

ト

・文化財資料の保存と

（

活用をはかるために（

2

仮称）郷土資料館構想

0

の策定を行
いました。

2

　　　　　　　　　　

0

　　　　　　　　　　

年

　　　　　　　　　　

度

　　　　　　　　　
以

実

上、コロナ禍において

施

中止した事業もありま

分

したが、文化芸術活動

）

支援助成金の新たな創

章

設やWE
Bの活用など

第

、市民が文化芸術に触

4

れる機会を可能な限り

 

提供できたことから、

章

施策全体の評価を
「A

 

」としました。

施策の

い

方向性の進捗状況
施策

き

の方向性 2018年度

い

2019年度 2020

き

年度 2021年度 20

と

22年度
(1)文化芸

心

術の創造、歴史・文化

豊

資源の

Ｂ Ｂ Ａ保全・活

か

用を進めます

市民の意

に

識 2017年度 201

暮

9年度 2021年度

5

ら

7.0 58.6文化的

せ

なまちであると感じて

る

いる市民の割合

まちづ
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く

.9% 49.6％生き

り

がいをもって心豊かに

総

暮らせると感じている

計

市民の割合

掲載頁 90、91

３．健康と生きがいづくりの推進 担当部局 教育委員会

施策名 関連部局
誰もが学びや運動などの生きがいを通して、地域とつなが 都市活力部、市民協

働部、福祉部、健康

り健やかで心豊かに暮らせるよう取り組みます。 医療部、教育委員会

総合評価
2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

Ｂ Ｂ Ｂ
総合評価の理由

健康と生きがいづくりの推進のために、
〇新型コロナの影響により、図書館や公民館が臨時休館し利用者が減少する状況において、本来の
役割を果たすことが困難な状況でした。その中でも、図書館では絵本や図書の紹介動画を作成した
り、公民館においてはオンライン講座を実施するなど、情報や知識の提供を行い、学ぶ意欲や個人
のスキル向上を図りました。
また、社会変化に伴う将来的なニーズに対応できる中央図書館機能の構築及び図書館全体の施設再
編等について検討に取り組み、（仮称）中央図書館基本構想を策定し

2

ました。公民館におい

0

ては、
地域魅力発信・

2

地域連携事業をとおし

1

て地域課題への理解を

年

深めました。
今後も、

度

多様で効果的な情報発

政

信を行うとともに、学

策

びの成果を活かせる場

評

を提供し、地域の新た

価

なつながりの形成を目

（

指します。
〇健康で生

施

きがいをもって暮らせ

策

る環境づくりについて

）

は、「とよなかパワー

シ

アップ体操」のDVD

ー

や介護予防のリーフレ

ト

ットの配布により、新

（

型コロナ影響下におけ

2

る自宅での介護予防の

0

普及啓発
に取り組みま

2

した。また、老朽化し

0

た温水プールの建替え

年

や体育館への空調設備

度

導入等、安心安全
にス

実

ポーツを楽しめる環境

施

を整えました。
以上に

分

より、健康と生きがい

）

づくりのための支援は

章

進んでいますが、引き

第

続きコロナ禍における

4

非
来館型サービス等の

 

充実に向けた取組みを

章

進めていく必要がある

 

ため、施策全体の評価

い

を「B」と
しました。

き

施策の方向性の進捗状

い

況
施策の方向性 201

き

8年度 2019年度 2

と

020年度 2021年

心

度 2022年度
(1)

豊

生涯を通した学びの機

か

会の充実と成

Ｂ Ｂ Ｂ果

に

を生かせる場や機会づ

暮

くりを進めます

(2)

ら

生涯を通じて、健康で

せ

生きがいをも

Ａ Ａ Ａっ

る

て暮らせる環境づくり

ま

を進めます

市民の意識

ち

2017年度 2019

づ

年度 2021年度

46

29



9

022年度
(1)市政

4

情報の発信・提供・公

、

開を推進

Ｂ Ｂ Ａします

9

(2)市民が参画でき

5

る機会の充実を図り

Ｂ

１

Ｂ Ｂます

(3)地域課

．

題の共有を図り、協働

情

による

Ｂ Ｂ Ｂまちづく

報

りを推進します

(4)

共

多様な人たちが関わる

有

地域自治の推

Ｂ Ｂ Ｂ進

・

を図ります

市民の意識

参

2017年度 2019

画

年度 2021年度
－

・協働に基づくまちづくり 担当部局 市民協働部

施策名 関連部局
h人と人、人と地域、地域と地域が支えあいながら安心して 総務部、人権政策課

、都市経営部、財務

暮らせる地域コミュニティを形成し、市民・事業者・行政 部、市民協働部、教

育委員会
が目標を共有し、それぞれの役割を意識してまちづくりに

総合評価
2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

Ｂ Ｂ Ｂ
総合評価の理由

情報共有・参画・協働に基づくまちづくりのために、 
○広報活動に関し、市ホームページやSNSにおいて、新型コロナに関する情報発信等、必要な情報
をタイムリーに発信しました。今後も継続して、広報誌などの紙媒体以外での適切な情報発信に努
めます。 
○広聴活動に関し、意見公募手続におけるLINEでの意見提出の実証実験に参加した他、オンライン
により出前講座を実施するなど、オンラインを活用した市民の市政参画の機会の拡大に取

2

り 組み
ました。今後

0

もオンラインを活用し

2

た取組みを継続します

1

。 
○市民との協働に

年

よるまちづくりを進め

度

るために設けている協

政

働事業市民提案制度に

策

関し、現状で
は成案化

評

までのハードルが高い

価

といった課題があるこ

（

とから改善に向けた検

施

討を行い、より着手し

策

やすい制度に向けた案

）

を作成しました。今後

シ

、検討結果を元に、審

ー

議会の意見等を聴取し

ト

ながら制
度を見直しま

（

す。また、新型コロナ

2

による地域課題に対応

0

するための助成制度創

2

設を検討しました
。
○

0

地域における新型コロ

年

ナの影響への対応とし

度

て、「地域活動実施に

実

あたってのガイドライ

施

ン」を
作成し、コロナ

分

禍における地域活動の

）

実施に関する相談対応

章

を行いました。また、

第

１地区において
、地域

5

づくり活動計画策定に

 

向けた取組みがスター

章

トし、会議への参加等

 

、策定に向けた支援を

施

行
いました。引き続き

策

、地域自治組織の形成

推

や取組みの充実に向け

進

、支援を行います。 

に

以上により、情報共有

向

・参画・協働に基づく

け

まちづくりは進んでい

た

ますが、協働の意識の

取

浸透等、
今後さらなる

組

充実の必要があるため

み

、施策全体の評価を「

総

B」としました。

施策

計

の方向性の進捗状況
施

掲

策の方向性 2018年

載

度 2019年度 202

頁

0年度 2021年度 2

30

W012806
テキスト ボックス
人と人、人と地域、地域と地域が支えあいながら安心して暮らせる地域コミュニティを形成し、市民・事業者・行政が目標を共有し、それぞれの役割を意識してまちづくりに取り組みます。


W012806
テキスト ボックス
－




9

Ｂ Ｂ進めます

(2)適

6

正な公共施設マネジメ

、

ントを進め

Ｂ Ｂ Ｂます

9

(3)都市の価値の創

7

造と魅力の発信を進

Ａ

、

Ａ Ａめます

(4)多角

9

的な連携に取り組みま

8

す

Ｂ Ｂ Ａ

市民の意識 2

２

017年度 2019年

．

度 2021年度
－

持続可能な行財政運営の推進 担当部局 都市経営部

施策名 関連部局
効果的・効率的に施策を展開し、都市の価値を高めながら 危機管理課、総務部

、都市経営部、環境

、持続可能な行財政運営を推進します。 部、財務部、市民協

働部、福祉部、こど

も未来部、都市計画

総合評価
2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

Ｂ Ａ Ａ
総合評価の理由

持続可能な行財政運営の推進のために
○新型コロナ対策により例年と比べて歳出が増えましたが、事業の優先順位の見直しや、国の臨時
交付金を活用することで財源を確保し、実質収支は黒字となりました。次年度は、新型コロナの影
響による税収の落ち込みとともに、コロナ禍に対応するための支出増が想定されますが、必要な事
業の精査を行うとともに、新型コロナ後の新たな地域社会づくりに向けた財源創出及び税収確保の
ため、国の臨時交付金等の活用、新たな発想による既存事業の見直し、税デー

2

タの分析の活用等を
行

0

います。
〇キャッシュ

2

レス決済の推進や住所

1

変更などのインターネ

年

ット事前予約などの取

度

組みにより、市民
サー

政

ビスの利便性が向上し

策

ました。また、ウェブ

評

会議やテレワークなど

価

を推進するとともに、

（

年度
途中に「デジタル

施

戦略課」や「ワクチン

策

接種対策チーム」「包

）

括支援プロジェクトチ

シ

ーム」を設置
しコロナ

ー

禍等の社会情勢や地域

ト

課題に対応しました。

（

　キッチンカーの導入

2

や学校で使わなくなっ

0

たピアノを活用した「

2

豊中ストリートピアノ

0

プロジェ
クト」などの

年

取組みがメディアにと

度

りあげられるとともに

実

、持続可能なまちとし

施

て国からSDGs未来

分

都市に選定されたこと

）

で都市の魅力が高まり

章

ました。
　
　次年度も

第

行政をとりまく情勢が

5

コロナ禍の影響をうけ

 

変化することが予想さ

章

れますが、これを変
革

 

の機会と捉え、さらな

施

る市民サービスの向上

策

や都市の価値向上に取

推

り組みます。
以上によ

進

り、効果的・効率的に

に

施策を展開し、都市の

向

価値を高めながら持続

け

可能な行財政運営が推

た

進できていることから

取

、評価を「A」としま

組

した。

施策の方向性の

み

進捗状況
施策の方向性

総

2018年度 2019

計

年度 2020年度 20

掲

21年度 2022年度

載

(1)公正で効果的・

頁

効率的な市政運営を

Ｂ

31

W012806
テキスト ボックス
総務部、財務部、市民協働部、都市活力部、教育委員会事務局、監査委員事務局、会計課
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1

業、ウイルスに感染し

 

た妊産婦に対する寄り

章

添い型支援、妊婦
への

 

マスク配布などを実施

子

し、妊産婦の不安を軽

ど

減しました。また、国

も

の定額給付金制度を補

・

完する妊婦特別応援事

若

業（
5万円分のギフト

者

カードを給付）を実施

が

し、経済的負担を軽減

夢

しました。産後ケア実

や

施医療機関にマスクや

希

アルコールな
ど感染症

望

対策資材を配付し、安

を

全な実施体制を確保で

も

きました。

問題点・今

て

後想定される事項
〇令

る

和3年4月から母子保

ま

健法改正により産後ケ

ち

ア事業の対象が産後4

づ

か月未満から産後1年

く

未満と広がるため、受

り

入れ医療
機関等の確保

総

が求められています。

計

〇乳幼児健診を適切な

掲

月齢で実施するため、

載

1歳6か月児、3歳6

頁

か月児健診の遅れを取

4

り戻す必要があります

4

。
〇子を望む夫婦への

施

支援として、不妊治療

策

に加え、不育症治療へ

名

の支援が求められてい

１

ます。
〇多胎児家庭が

．

抱える育児の困難感が

子

顕在化していることか

育

ら支援が求められてい

て

ます。
〇引き続き新型

支

コロナウイルス感染症

援

流行下の妊産婦支援が

の

求められています。

今

充

後の方針
〇産後ケア事

実

業の対象拡大に対応す

担

るため、実施医療機関

当

等の確保に努めます。

部

〇新型コロナウイルス

局

感染症拡大防止策を講

健

じつつ、回数を増やす

康

ことで乳幼児健診実施

医

時期の遅れを解消しま

療

す。
〇不育症の原因を

部

調べる検査及び治療に

施

かかる費用助成に取り

策

組みます。
〇多胎児家

の

庭への伴走型の育児・

(

家事援助等に取り組み

1

ます。
〇新型コロナウ

)

イルス感染症流行下に

産

おける支援として、W

前

EB会議アプリや動画

・

配信を活用した健康教

産

育事業や妊産婦等
への

後

タクシー利用支援事業

の

、不安を抱える妊婦等

切

への分娩前ウイルス検

れ

査助成事業、ウイルス

め

に感染した妊産婦に対

な

する
寄り添い型支援の

い

実施により、妊産婦の

支

経済的負担や精神的負

援

担の軽減に取り組みま

を

す。産後ケア実施医療

進

機関にマスク
やアルコ

め

ールなど感染症対策資

ま

材を配付し、安全な実

す

施体制の確保をめざし

関

ます。

施策の方向性の

連

進捗状況
2018年度

部

2019年度 2020

局

年度 2021年度 20

こ

22年度

B B B

ども未来部、都市基盤
部

方向性

事業名 実施内容

か
っ
た
事
業

影
響
度
の
大
き

相談（母子保健） 妊産婦、乳幼児に関する相談について専門職が応じました。特に、身近

に支援がなく育児不安が高い産婦を産後ケア事業につなげました。

乳幼児健康診査 新型コロナウイルス感染症拡大防止策を講じた健診実施（密を避けた体

制、消毒の徹底、定員の抑制、実施回数の追加）を実施しました。

不妊に悩む方への特定治療支援事業 特定不妊治療にかかる医療費の一部助成を行いました。令和3年1月から

所得制限の撤廃、助成額の拡充など制度改正を行いました。

2022 実績値の推移
指標名 指標の出典 単位 年度 2018 2019 2020 2021 2022

目標値 年度 年度 年度 年度 年度

1
妊娠届が満11週までに提出される割合 地域保健・健康増

％ 100 96.6 96.9 97.8
進事業報告

2
妊娠出産について満足している者の割合 健やか親子２１

％ 80 78.2 80.2 77.2

3
こんにちは赤ちゃん（乳児家庭全戸訪問）面談 担当課調査

％ 100 94.6 97.1 97.1
率

4
健康診査受診率（4か月児） 担当課調査

％ 100 97 97.1 95.2

5

成果
〇新型コロナウ

2

イルス感染症の流行に

0

よって里帰りできず実

2

家などの支援が得られ

1

ない状況から増加した

年

産後ケア需要に
対応し

度

、すべての支援対象を

政

実施医療機関につなぎ

策

適切なケアを提供し、

評

産婦の育児不安の軽減

価

につながりました。
〇

（

令和2年3月～5月の

施

集団型乳幼児健診（4

策

か月児、1歳6か月児

の

、3歳6か月児）を中

方

止し個別対応により児

向

の健康管理を行
いまし

性

た。再開後は感染症対

）

策を講じて安全に実施

シ

し、4か月児健診は令

ー

和2年10月に実施時

ト

期の遅れを取り戻すこ

（

とがで
きました。
〇国

2

の不妊治療助成制度改

0

正に素早く対応し、助

2

成申請受付を開始する

0

ことができました。
〇

年

新型コロナウイルス感

度

染症流行下における支

実

援として、WEB会議

施

アプリを活用した両親

分

教室や動画配信による

）

健康教室
の実施、不安

章

を抱える妊婦への分娩

第

前ウイルス検査助成事
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1

就学が困難と認められ

 

る児童・生徒の保護者

章

に対して、学用品費等

 

の一部を援助する
など

子

安心して子育てができ

ど

るよう支援しました。

も

〇PRチラシを2回発

・

行するなどワークライ

若

フバランス推進のため

者

の情報発信をし、17

が

団体がイクボス登録し

夢

ました。

問題点・今後

や

想定される事項
〇AI

希

選考ツールを活用した

望

通知・待機児童対策等

を

新たな運用実施が必要

も

です。
〇養育費に係る

て

取り決めの普遍化に向

る

けた市民啓発が必要で

ま

す。
〇新型コロナの影

ち

響により就学援助の受

づ

給者が増加する可能性

く

があるため、十分な予

り

算の確保が必要です。

総

〇コロナ禍において、

計

感染拡大防止対策に伴

掲

い増加する職員の負担

載

軽減を図り、子どもと

頁

向き合う時間や保育準

4

備時間な
どを十分に確

5

保する必要があります

施

。

今後の方針
〇認定こ

策

ども園等入園業務につ

名

いては、AI選考ツー

１

ルに合わせた運用に移

．

行します。
〇ひとり親

子

家庭の支援については

育

、国の動向を見据えて

て

更なる養育費確保支援

支

策を検討します。
〇経

援

済的理由により就学困

の

難な者への支援を引き

充

続き図っていくととも

実

に、利用者への利便性

担

の向上を中心に制度全

当

体の
あり方について継

部

続して見直しを進めま

局

す。
〇職員の事務の効

こ

率化および保護者の利

ど

便性向上を図るため、

も

市立こども園において

未

ICTを活用した保育

来

環境の改善を図
ります

部

。

施策の方向性の進捗

施

状況
2018年度 20

策

19年度 2020年度

の

2021年度 2022

(

年度

B B B

2)安心して子育てができるよう支援します
関連部局

こども未来部、教育委員
会

方向性

事業名 実施内容

か
っ
た
事
業

影
響
度
の
大
き

認定こども園等入園 保育施設利用調整申込を拡大し、電子・郵送による申込も受付しました

。AI選考ツールの導入を行いました。

ひとり親家庭支援事業 養育費確保に係る補助・市民向けの説明会を実施しました。

就学援助 経済的理由により就学が困難な児童・生徒の保護者に対して、学用品費

等の援助を行いました。

2022 実績値の推移
指標名 指標の出典 単位 年度 2018 2019 2020 2021 2022

目標値 年度 年度 年度 年度 年度

1
保育所等待機児童数（4月1日現在） 担当課調査

人 0 0 0 0

2
本市の合計特殊出生率 担当課調査

- 上昇 1.52 1.45

3
子育て相談件数（子育て支援センターほっぺ） 担当課調査

件 増加 3,932 4,279 5,940

4
ひとり親家庭相談件数 担当課調査

件 増加 984 1,086 1,052

5
子育て家庭の不安感・負担感 担当課調査

％ 35 40.9
（就学前）

成果
〇保育定員確保緊急対策事業として、既存施設の2号受け入れ枠の拡充への補助や預かり保育充実幼稚園認定制度を開始
したとともに、引き続き施設整備に取り組み、令和3年4月1

2

日現在の待機児童がゼ

0

ロとなりました。
〇緊

2

急事態宣言中の民間就

1

学前施設臨時休園に対

年

応するため、市立こど

度

も園3園において、緊

政

急的な預かり保育を実

策

施し
ました。また、市

評

の要請に基づき家庭保

価

育に協力いただいた世

（

帯には、保育料等を日

施

割り計算により減額し

策

ました。
〇新型コロナ

の

感染拡大防止策として

方

公立こども園１号入所

向

等の電子申込受付、利

性

用調整申込等各種申込

）

の郵送受付を実施
しま

シ

した。また、入所選考

ー

において、AI選考ツ

ト

ールのテスト稼働を実

（

施しました。
〇新型コ

2

ロナの影響を受けた子

0

育て世帯を支援するた

2

め、一定水準の所得以

0

下の子育て世帯や3人

年

以上の多子世帯への給

度

付金の支給を行い、子

実

育て世帯の経済的負担

施

の軽減を図りました。

分

ひとり親家庭に対する

）

養育費確保促進のため

章

の補助金
を創設し、ま

第

た、経済的理由により
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1

セン
ターほっぺの地域

 

担当者・CSW等の支

章

援関係者間の交流の場

 

を設定し、顔の見える

子

関係を築き、地域の連

ど

携を強化します
。
〇子

も

育ち・子育ての意義、

・

楽しさの発信のため、

若

「赤ちゃんの駅」や「

者

とよなか子育て応援団

が

」と協働で子育て世帯

夢

外出
支援事業を実施す

や

るとともに、子育てが

希

楽しいまちのPRを強

望

化します。
〇令和3年

を

3月に子育ち・子育て

も

支援に関する連携協定

て

を締結した大阪ガス株

る

式会社と協働でワーク

ま

ショップを開催し、子

ち

育て世帯の声を把握す

づ

るなどより適切かつ充

く

実した子育ち・子育て

り

支援情報提供を進めま

総

す。

施策の方向性の進

計

捗状況
2018年度 2

掲

019年度 2020年

載

度 2021年度 202

頁

2年度

B B B

45
施策名 １．子育て支援の充実 担当部局 こども未来部

施策の (3)地域で妊産婦および乳幼児期の親子を支えるしく
関連部局

こども未来部

方向性 みづくりを進めます

事業名 実施内容

か
っ
た
事
業

影
響
度
の
大
き

地域子育ち・子育て支援ネットワーク事 子育て関係機関・団体および地域の人材との校区連絡会を、こども園・

業 子育て支援センターほっぺを中心として実施しました。

2022 実績値の推移
指標名 指標の出典 単位 年度 2018 2019 2020 2021 2022

目標値 年度 年度 年度 年度 年度

1
地域福祉ネットワーク会議（こども部会）校区 担当課調査

校区 41 41 41 13
連絡会　開催校区数

2
地域子育て支援拠点数 担当課調査

か所 維持 17 18 18

3
赤ちゃんの駅登録施設数 担当課調査

か所 維持 169 175 185

4
とよなか子育て応援団登録箇所数 担当課調査

か所 維持 133 185 200

5

成果
〇「地域の子育て支援力を高めよう」というテーマのもと、「今（コロナ等の状況の中）それぞれにできること」につい
て話し合いを進める中、感染予防の観点から41校区中13校区での実施となりました。孤立せずに安心して子育てができる
地域づくりのため、地域福祉ネットワーク会議の中で情報共有を行いました。
〇「とよなか子育て応援団」の規約を見直し、子育

2

て応援団の登録対象を

0

子育てサークルなど活

2

動団体に拡充し、5団

1

体
の登録がありました

年

。
○緊急事態宣言下で

度

子育て支援センターほ

政

っぺでの相談対応が困

策

難になったため、セン

評

ター職員が地域に出向

価

いて相談に
対応しまし

（

た。
〇SNSを活用し

施

、相談先や遊びにいけ

策

る公園等の情報発信を

の

積極的に行いました。

方

問題点・今後想定され

向

る事項
〇地域における

性

子育て支援に関わる人

）

材の育成や関係機関の

シ

連携を強化し、市域全

ー

体で子育て家庭を支援

ト

する機運を高め
ていく

（

ことが必要です。
〇子

2

育てに対する不安や負

0

担の軽減や、子育ての

2

楽しさや子どもと一緒

0

に成長できる喜びを感

年

じることができるよう

度

環境
整備の推進が必要

実

です。

今後の方針
〇校

施

区連絡会の実施以外に

分

おいても、年度当初に

）

、こども園・主任児童

章

委員・赤ちゃん訪問員

第

・保健師・子育て支援
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1

る周知・活用が必要で

 

す。
〇コロナ禍におい

章

て、乳幼児期から義務

 

教育まで発達段階に応

子

じた連続性のある保育

ど

・教育の充実をめざす

も

幼保小連絡協
議会の取

・

組みが途切れることの

若

ないよう、オンライン

者

研修の実施など研修計

が

画の検討・立案、実施

夢

の工夫が必要です。

今

や

後の方針
〇オンライン

希

研修をベースとしなが

望

ら、夏期・秋期に集合

を

形式の実地研修を計画

も

します。
〇公民での研

て

修会や公開保育、新規

る

開設園の他、園からの

ま

要請による幼児教育サ

ち

ポートセンターの巡回

づ

において、「教育
保育

く

環境ガイドライン」の

り

一層の周知・活用に取

総

り組みます。
〇幼保小

計

連絡協議会夏期研修会

掲

をオンラインで実施し

載

ます。

施策の方向性の

頁

進捗状況
2018年度

4

2019年度 2020

6

年度 2021年度 20

施

22年度

B B B

策名 ２．保育・教育の充実 担当部局 こども未来部

施策の (1)保育や幼児教育の充実を進めます
関連部局

こども未来部

方向性

事業名 実施内容

か
っ
た
事
業

影
響
度
の
大
き

認定こども園等教育・保育推進事業 市内就学前施設（公立・民間・認可外）を対象とした研修を企画運営し

ました。

公立こども園支援事業 公立こども園を対象とした研修を企画運営しました。

2022 実績値の推移
指標名 指標の出典 単位 年度 2018 2019 2020 2021 2022

目標値 年度 年度 年度 年度 年度

1
就学前施設職員研修への参加人数（年間のべ人 担当課調査

人 1500 1,263 823 1,044
数）

2
幼保小連絡協議会夏期研修参加者 担当課調査

人 300 178 195 0

3

4

5

成果
〇職員研修の一部をオンラインで実施した結果、時間と場所を選ばず受講できる機会となり、より多くの職員が知識を蓄
積することで、職場内での情報共有や活発な議論につながるなど、教育保育の質の向上を進めることができました。
〇各就学前施設において「教育保育環境ガイドライン」を活用したことで、各施設の教育保育内容の振り返りと課題の洗
い出し・見える化を行い、教育保育環境の改善につなげることができました。
〇入学予定の園児に小学校入学に対する期待と安心感をもたせるための「新

2

一年生を迎える会」が

0

新型コロナ感染拡大防

2

止のため中止となりま

1

したが、1年生児童に

年

よるDVD動画やお手

度

紙を作成しました。

問

政

題点・今後想定される

策

事項
〇感染症対策のた

評

め、集合形式やワーク

価

形式の研修実施が困難

（

となっています。
〇オ

施

ンライン研修では実施

策

の難しいテーマもある

の

ため、現在の課題に対

方

応するための研修テー

向

マ設定や講師選定がよ

性

り重
要となります。ま

）

た、オンライン研修の

シ

受講者把握や受講によ

ー

る効果など、フィード

ト

バックが困難となって

（

います。
〇各就学前施

2

設が多様な保育方針を

0

持つ中で、市内の就学

2

前のすべての子どもた

0

ちが質の高い教育を受

年

けることができる
よう

度

、各施設に対し、質の

実

確保のために最低限必

施

要な環境や関わり、子

分

ども理解などに関する

）

統一的な評価基準を定

章

めた
「教育保育環境ガ

第

イドライン」のさらな

38



1

への実施に向け人員確

 

保に努めました。
〇（

章

仮称）庄内さくら学園

 

の建設については、既

子

存校舎の解体工事等を

ど

実施し、（仮称）南校

も

については、設計及び

・

施工
の一括発注方式（

若

DB方式）として、開

者

校時期を令和8年（2

が

026年）4月に決定

夢

しました。
〇外国人英

や

語指導助手を全小・中

希

学校に派遣し、英語学

望

習等の指導をしました

を

。また、英語教育コア

も

スクールにおいて、
英

て

語科の専門性を有する

る

教師の指導実践により

ま

きめ細やかな授業を行

ち

うことができました。

づ

〇いじめを許さないま

く

ちを進めるために、ス

り

クールソーシャルワー

総

カーの小中学校への派

計

遣を拡充し、いじめに

掲

つながる
課題や長期欠

載

席につながる課題を早

頁

期発見し対応しました

4

。

問題点・今後想定さ

7

れる事項
〇コロナ禍で

施

、学校教育活動が継続

策

できるよう、消毒液の

名

増設、職員室の飛沫感

２

染防止スクリーン・二

．

酸化炭素測定器の
設置

保

など環境を整備し、ま

育

たＩＣＴ機器を有効活

・

用した学力保障の取組

教

みを進める必要があり

育

ます。
〇プログラミン

の

グ教育をはじめとした

充

情報活用能力の育成に

実

向けての教員の情報活

担

用力向上の支援が必要

当

です。
〇外国人英語指

部

導助手派遣については

局

、学校がより活用しや

教

すいよう学校規模に応

育

じた派遣日数とするこ

委

となどについて
、運用

員

を見直す必要がありま

会

す。
〇国の小学校全学

施

年での35人学級を実

策

施により、教員の人員

の

不足が予想され、人員

(

確保する必要がありま

2

す。
〇（仮称）庄内さ

)

くら学園の開校へ向け

子

て9年間を見通した具

ど

体的な教育カリキュラ

も

ム作りに取り組む必要

た

があります。
〇新型コ

ち

ロナに対する不安等か

の

ら登校しづらい児童・

学

生徒がでてくることが

び

懸念されます。

今後の

を

方針
〇コロナ禍におい

高

ても、学校教育活動を

め

継続するために、消毒

る

液の増設など環境を整

環

備する一方、ＩＣＴ機

境

器を有効活用
しながら

づ

、オンラインシステム

く

やタブレットドリルな

り

どを使って学力保障の

を

取組みを進めます。
〇

進

「1人1台タブレット

め

」導入に伴う円滑な運

ま

用を行い、ＩＣＴを活

す

用した学びの充実に向

関

けて対応します。
〇外

連

国人英語指導助手の第

部

七中学校、庄内さくら

局

学園中学校での通年派

こ

遣を進めます。また、

ど

児童・生徒が学習した

も

内容
を深く理解しなが

未

ら、発達段階に応じた

来

言語能力を確実に身に

部

付けることができるよ

、

う努めます。
〇35人

教

学級及び教科担任制に

育

ついて国の動向を注視

委

し、より安定した人員

員

確保を検討します。
〇

会

（仮称）庄内さくら学

方

園の開校へ向けて、９

向

年間を見通した具体的

性

な教育カリキュラム作

事

りを進めます。
〇スク

業

ールソーシャルワーカ

名

ー派遣を充実するとと

実

もに、連絡会等を通じ

施

各配置校教職員とも情

内

報交換を行います。

施

容

策の方向性の進捗状況

か

2018年度 2019

っ

年度 2020年度 20

た

21年度 2022年度

事

B B B

業

影
響
度
の
大
き

庄内地域における「魅力ある学校」づく 庄内さくら学園中学校を開校し、（仮称）南校については開校時期を令

り計画の推進 和8年4月に決定しました。

教育情報化推進事業 児童生徒１人1台タブレットの導入、電源キャビネットの設置、LAN増設

、大型モニタ設置を含めたＩＣＴ環境整備を行いました。

外国人英語指導助手派遣事業・英語教育 外国人英語指導助手を小・中学校に派遣し、英語教育コアスクールを指

コアスクール 定し、中学校教員が小学校で教科指導を行いました。

2022 実績値の推移
指標名 指標の出典 単位 年度 2018 2019 2020 2021 2022

目標値 年度 年度 年度 年度 年度

1
小中学校の国語、算数、数学の平均正答率が全 全国学力・学習状

教科数 全教科 6 3
国平均を上回る教科数※2019年度に教科数変更 況調査

2
全国体力・運動能力、運動習慣等調査で「運動 全国体力等調査(

％ 増加 61.1 62.1
やスポーツが好き」と答える児童の割合 児童)

3
全国体力・運動能力、運動習慣等調査で「運動 全国体力等調査(

％ 増加 54.1 56.8
やス

2

ポーツが好き」と答え

0

る生徒の割合 生徒)

4

2

「自分にはよいところ

1

がある」と思う生徒（

年

中 全国学力・学習状
％

度

増加 73.8 71.8

政

学校3年生の割合） 況

策

調査

5
少年文化館にお

評

ける不登校児童・生徒

価

の学校復 少年文化館活

（

動報
％ 85 80.3 8

施

7.4 78.7
帰率 告

策

成果
〇新型コロナ感染

の

拡大による相談の休止

方

中に、コロナ禍におけ

向

る「子どもの心のケア

性

のプリント」「コロナ

）

ウイルス家庭
での過ご

シ

し方」等の資料を作成

ー

し、新型コロナによる

ト

不登校やいじめへの予

（

防的心理教育の情報発

2

信を行いました。
〇新

0

型コロナの影響から児

2

童・生徒の学びを保障

0

するため、「1人1台

年

タブレット」の円滑な

度

配備をするとともに、

実

タブレ
ットを活用した

施

様々な授業手法に取り

分

組みました。
〇35人

）

学級を小学校3年生に

章

実施しました。また、

第

2021年度に4年生
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1

交流の実施など
、家庭

 

教育に関する様々な学

章

習機会の提供を行いま

 

した。
○学校・家庭・

子

地域の連携協力を推進

ど

するモデル校区の成果

も

発表として、オンライ

・

ン形式でフォーラムを

若

開催しました。
地域と

者

学校が「こどもたちの

が

ために」という目標を

夢

共有することで繋がり

や

を深め、互いに協働す

希

ることでこどもたちの

望

豊
かな学び・体験の機

を

会を充実させることが

も

できた成果を全市的に

て

発信しました。また、

る

社会教育委員会議にお

ま

いてもその
成果を共有

ち

し、4事業の一体的事

づ

業運営の取り組むべき

く

方向性についても承認

り

を得ることができまし

総

た。

問題点・今後想定

計

される事項
○教育活動

掲

に携わる保護者や地域

載

の人などが固定化する

頁

傾向があり、持続可能

4

な取組みにするために

8

は、新たな担い手の
発

施

掘・育成が必要です。

策

○また、コミュニティ

名

スクールなど、国の動

２

向を注視するとともに

．

、学校・家庭・地域の

保

連携による地域社会全

育

体での教
育活動をより

・

効果的に推進するため

教

の新たな仕組みづくり

育

を進めていく必要があ

の

ります。

今後の方針
○

充

学校支援コーディネー

実

ター研修を実施し、新

担

たな担い手の発掘・育

当

成を進めます。
○学校

部

と地域をつなぐ役割を

局

担う学校支援コーディ

教

ネーターの機能・体制

育

を充実し、｢学校地域

委

連携ステーション｣の

員

活動
を広げ、地域の実

会

情に応じた多様な取り

施

組みが広がるよう進め

策

ます｡
○また、学校・

の

家庭・地域の連携協力

(

に関する4事業（すこ

3

やかネット、地域子ど

)

も教室、学校地域連携

子

ステーション、
家庭教

ど

育支援事業）の一体的

も

事業運営の段階的な推

た

進、令和5年度（20

ち

23年度）に開校する

を

（仮称）庄内さくら学

育

園の開
校に合わせた導

む

入をめざし、運営のし

学

くみづくりを検討しま

校

す。
○地域学校協働活

・

動の推進にあわせ、取

家

組みを進めます。
〇コ

庭

ミュニティ・スクール

・

のモデル校実施におけ

地

る成果と課題を把握し

域

、コミュニティスクー

の

ル実施校の拡充を進め

連

ます
。

施策の方向性の

携

進捗状況
2018年度

を

2019年度 2020

進

年度 2021年度 20

め

22年度

B B B

関連部局

人権政策課、教育委員会

方向性 ます

事業名 実施内容

か
っ
た
事
業

影
響
度
の
大
き

地域教育協議会（すこやかネット） 中学校区でフェスタ、子育て講演会など、学校・家庭・地域のネットワ

ークを深める事業を行い、地域教育の活性化を図りました。

とよなか地域子ども教室 放課後等の安心・安全な子どもの居場所づくりとして、地域ボランティ

アの協力のもと、子どもの体験・交流活動の活性化を図りました。

学校地域連携ステーション 学校支援コーディネーターを配置し、地域社会との連携に向けた連絡調

整を行い、学校教育活動の活性化を図りました。

2022 実績値の推移
指標名 指標の出典 単位 年度 2018 2019 2020 2021 2022

目標値 年度 年度 年度 年度 年度

1
学校地域連携ステーションのコーディネーター 教育委員会　点検

％ 70 66.1 66.1 60.3
配置校数（割合） 及び評価報告書

2
家庭教育支援事業に係る講座等の参加人数 教育委員会　点検

人 増加 2,012 2,740 269
及び評価報告書

3
地域教育協議会各地域におけるフェスタ等のべ 担当課調査

人 維持 23,627 21,749 3,559
事業参加者人数

4
とよなか地域

2

子ども教室の子どもの

0

延べ参加者 教育委員会

2

　点検
人 維持 87,2

1

49 80,958 11

年

,122
数 及び評価報

度

告書

5

成果
○地域ぐる

政

みの教育活動としての

策

、地域子ども教室やす

評

こやかネット事業など

価

が新型コロナの感染拡

（

大の影響により、開
催

施

数や参加者人数は減少

策

しましたが、感染予防

の

対策のもとで、活動は

方

継続しました。
○学校

向

地域連携ステーション

性

では、新型コロナの感

）

染拡大の影響により、

シ

コーディネーターやボ

ー

ランティアの活動人数

ト

は
減少しましたが、総

（

合学習や放課後学習な

2

どの学校教育活動の支

0

援を継続しました。
○

2

家庭教育支援事業では

0

、新型コロナによる臨

年

時休業の影響により小

度

・中学校や高校等への

実

出前授業や、地域での

施

学習会
の開催数や参加

分

人数も減少しましたが

）

、感染予防対策のもと

章

で、活動は継続され、

第
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1

弁当の提供等をとおし

 

て見守りを継続する団

章

体の活動を
補助しまし

 

た。
○寄り添い型学習

子

支援事業により経済的

ど

困難を抱える中学３年

も

生を１２人支援するこ

・

とができ、高校入試に

若

向けて学習習
慣がつき

者

ました。

問題点・今後

が

想定される事項
○子ど

夢

もの居場所づくり事業

や

の実施校及び実施時間

希

の拡大、安定的な見守

望

り員体制とその財源の

を

確保、教室型の地域子

も

ど
も教室との連携など

て

、地域子ども教室との

る

効果的な組み合わせを

ま

検討する必要がありま

ち

す。
〇子ども食堂等の

づ

子どもの居場所につい

く

て、孤独・孤立を防ぎ

り

、人と人とのつながり

総

を守る活動として推進

計

することが求
められて

掲

いることから、団体の

載

安定的な活動を支える

頁

仕組みの構築が必要で

5

す。
○少年文化館機能

0

の青年の家いぶきへの

、

移転・統合に向け、機

5

能の連携・接続、事業

1

の内容や手順などを検

施

討する必要が
あります

策

。
○コロナ禍で寄り添

名

い型学習支援事業の参

３

加人数（延べ人数）は

．

半減しました。また保

子

護者からは兄弟姉妹を

ど

念頭に支援
対象を広げ

も

る要望も出てきており

・

、担い手となる支援員

若

の不足などの課題も含

者

め事業のあり方の検討

支

が必要です。

今後の方

援

針
○子どもの居場所づ

の

くりでは、第2期豊中

充

市子育ち･子育て支援

実

行動計画（こどもすこ

担

やか育みプランとよな

当

か）の計画期
間（令和

部

6年度まで）中の地域

局

子ども教室との効果的

教

な組合わせによる実施

育

日や内容の拡充ととも

委

に、全小学校での実施

員

をめざします。
〇定期

会

的な子ども食堂等の開

施

催や、個別の見守りが

策

必要な子どもやその家

の

庭への支援に係る経費

(

の補助を実施します。

1

○青年の家いぶきと少

)

年文化館の機能を連続

子

・接続させることによ

ど

り、青少年育成機能を

も

充実します。
○寄り添

・

い型学習支援事業では

若

、引き続き事業の充実

者

を図りながらも、事業

が

を活用した生徒の中学

そ

校卒業後の支援を考え

れ

、豊中市が立ち上げた

ぞ

「若者の社会的自立実

れ

現化」に向けた「若者

の

支援相談窓口」等との

力

連携を整えていきます

を

。

施策の方向性の進捗

活

状況
2018年度 20

か

19年度 2020年度

し

2021年度 2022

、

年度

A A A

社会に関
関連部局

人権政策課、都市活力部
、こども未来部、教育委
員会

方向性 わっていくことができるよう支援します

事業名 実施内容

か
っ
た
事
業

影
響
度
の
大
き

放課後の子どもの居場所づくり事業 放課後の安全・安心な居場所として、大人の見守りのもとで小学校の校

庭等を活用し、こどもたちの育ちを支援しました。

放課後こどもクラブ事業 保護者の就労等により昼間家庭に不在の児童を対象に全41小学校で児童

健全育成事業を行いました。

寄り添い型学習支援事業 経済的な困難などを抱える中学３年生に対して、自学自習力を育み、進

路を切り開くことができるよう学習の場を提供しました。

2022 実績値の推移
指標名 指標の出典 単位 年度 2018 2019 2020 2021 2022

目標値 年度 年度 年度 年度 年度

1
青年の家いぶきを青少年が利用した回数 担当課調査

回 1400 1,193 968 742

2
子どもの社会参加事業数 担当課調査

事業 増加 38 40 40

3
青少年自然の家の延べ利用人数 担当課調査

人 増加 14,000 13,231 4,172

4
放課後の子どもの居場所づくり事業実施校数 担当課調査

校 26校 4 4 10

5

成果
〇放課後こどもクラブ

2

事業については、新型

0

コロナによる小学校の

2

臨時休業期間中におい

1

て、感染予防策を徹底

年

しながら
、全日（８時

度

～１９時）開設し、児

政

童の安全を確保しなが

策

らクラブ運営を継続し

評

ました。
○地域の特性

価

や校庭開放実施状況な

（

どを勘案し、放課後の

施

子どもの居場所づくり

策

事業の実施校を、4校

の

から10校に拡充し
、

方

児童の居場所の広がり

向

につながりました。
〇

性

公民協働による子ども

）

の居場所ネットワーク

シ

事業を本格実施し、新

ー

規2校区での居場所の

ト

立ち上げ支援や既存団

（

体の支
援を実施すると

2

ともに、ポータルサイ

0

ト「いこっと」を開設

2

し、居場所の取組みを

0

発信しました。
〇コロ

年

ナ禍において、自宅で

度

過ごす子どもや収入が

実

減少している子育て家

施

庭を支援するため、子

分

ども食堂フードデリバ

）

リ
ー事業を創設し、支

章

援を必要とする子ども

第

や子育て家庭に食材や
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1

務教育終了後の発達障

 

害児の支援に
ついて関

章

連機関との連携システ

 

ムの構築が必要があり

子

ます。
〇児童虐待相談

ど

件数については、依然

も

、増加傾向により、緊

・

急対応や夜間対応が増

若

えきめ細かな支援が難

者

しくなっていま
す。ま

が

た、コロナ禍において

夢

様々な子育て支援サー

や

ビスが休止する中、子

希

どもの見守り、支援の

望

充実をどのように確保

を

す
るか工夫が必要です

も

。

今後の方針
○ペアレ

て

ント・プログラムをよ

る

り身近な地域で実施し

ま

ていくため、講師の養

ち

成を実施していきます

づ

。　
○発達支援におけ

く

る成人期以降の支援体

り

制について、対象児童

総

や保護者に向けた義務

計

教育終了後の社会資源

掲

の情報発信の
方法と、

載

関連機関との連携シス

頁

テムの構築について検

5

討を行います。　　　

1

　　
〇児童虐待やいじ

施

め等から子どもを守る

策

ため、引き続き関係機

名

関連携、体制充実を行

３

うとともに、地域社会

．

全体で取り組
めるよう

子

な仕組みづくり、啓発

ど

等を進めます。

施策の

も

方向性の進捗状況
20

・

18年度 2019年度

若

2020年度 2021

者

年度 2022年度

B B

支

B

援の充実 担当部局 こども未来部

施策の (2)社会的援助が必要な子ども・若者への支援を充実
関連部局

こども未来部、教育委員
会

方向性 します

事業名 実施内容

か
っ
た
事
業

影
響
度
の
大
き

こども療育相談事業 障害や発達に課題のある子どもや保護者等に初期相談からサービス調整

まで総合的な支援を実施するとともに保護者支援の講座を行いました。

障害児施設通所 公民の就学前施設の保育士や小中学校の教員等を対象に、発達支援・障

害児支援の専門性や支援の質を高めるための研修を実施しました。

家庭児童相談事業 コロナ禍中でのこども総合相談窓口の周知強化やストレス対策動画作成

、子ども専用ＬＩＮＥ相談窓口の開設等を行いました。

2022 実績値の推移
指標名 指標の出典 単位 年度 2018 2019 2020 2021 2022

目標値 年度 年度 年度 年度 年度

1
こども療育相談対応件数 担当課調査

件 増加 850 1,695 1,250

2
児童虐待相談件数 担当課調査

件 増加 824 961 1,049

3
こども総合相談窓口件数 担当課調査

件 増加 3,019 3,330 3,273

4

5

成果
○保護者支援の充実を図るため、子育て発達支援プログラム（基礎編（ペアレント・プログラム）8名、ステップアップ
編（ペアレント・トレーニング）6名受講

2

）をはじめ、３種のプ

0

ログラムを実施し、新

2

たにオンライン手法も

1

取り入れ、
外出しづら

年

い保護者など参加者に

度

広がりがみられました

政

。
〇発達支援・障害児

策

支援者研修では、多く

評

の参加者から「新たな

価

発見があった」「職場

（

で共有し日々の支援に

施

活用します
」等の声が

策

聞かれ、専門性や質の

の

向上に寄与しました。

方

〇こども総合相談窓口

向

（24時間365日開

性

設）が身近な窓口にな

）

るよう周知強化し、S

シ

NSでも子どもの相談

ー

を受けた結果、中
学生

ト

等から性自認等多様な

（

悩み相談を受けること

2

ができ、また保護者の

0

外出自粛に伴う様々な

2

悩みやストレスを抱え

0

る子
どもへの関わり方

年

の助言等を行い、コロ

度

ナ禍でのストレス軽減

実

にも寄与しました。

問

施

題点・今後想定される

分

事項
○発達支援につい

）

ては、成人期への移行

章

において、切れめのな

第

い支援を行うため、義
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1

向性の進捗状況
201

 

8年度 2019年度 2

章

020年度 2021年

 

度 2022年度

B B B

子ども・若者が夢や希望をもてるまちづくり 総計掲載頁 52
施策名 ３．子ども・若者支援の充実 担当部局 市民協働部

施策の (3)子ども・若者を取り巻く課題に総合的に対応する
関連部局

方向性 しくみづくりを進めます

事業名 実施内容

か
っ
た
事
業

影
響
度
の
大
き

豊中市子ども若者支援協議会 情報共有するとともに、関係機関等が協働して行う支援を適切に組み合

わせることにより、効率的かつ円滑に支援を行いました。

ひきこもり対策強化事業 訪問支援や外出同行支援、居場所プログラムを実施しました。また、当

事者団体と連携した居場所の提供を行いました。

2022 実績値の推移
指標名 指標の出典 単位 年度 2018 2019 2020 2021 2022

目標値 年度 年度 年度 年度 年度

1
若者支援総合相談窓口の新規相談件数 担当課調査

件 120 105 122 112

2

3

4

5

成果
〇若者支援総合相談窓口において、来所・電話以外での新たなツールとしてオンライン面談の環境を整えました。対面し
ないことで相談者との関係性が築きやすいケースがありました。
〇当事者団体と連携し、生きづらさを抱えた女性当事者が集える場（ひきこもり豊中女子会）を7回実施し、延べ37人が
参加しました。
〇「居場所フェスタ2020inとよなか」（動画配信）を大阪府と共催で実施し、116名の申込みがありました。多様な居場
所活動紹

2

介する機会を提供する

0

とともに、居場所活動

2

を行っている団体同士

1

がつながる機会となり

年

ました。

問題点・今後

度

想定される事項
〇コロ

政

ナ禍により、若者支援

策

総合相談窓口の新規相

評

談者が減少しました。

価

〇当事者活動は相談窓

（

口につながっていない

施

要支援者の発見や、就

策

労等の自立後も生きづ

の

らさを有する若者同士

方

のエンパ
ワメントの場

向

として有益ですが、情

性

報が少なかったり、参

）

加へのハードルを感じ

シ

ている人が多くいます

ー

。

今後の方針
〇支援方

ト

法の選択肢（電話、訪

（

問、SNS、Zoom

2

、動画配信など）を増

0

やすことを検討し、こ

2

れまで相談につながら

0

なかっ
た人へのアプロ

年

ーチを行います。
〇今

度

年度も府と連携するな

実

どして、多様な居場所

施

活動の情報提供を行い

分

ましたが、今後も継続

）

して当事者活動の情報

章

提供
及び参加の機会を

第

提供します。

施策の方
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2

や年齢等に関わらず受

 

け止め支援して
いく体

章

制を整備するとともに

 

、コロナ生活相談窓口

安

を設け375件の相談

全

に応じ生活に困難を抱

に

える市民を支援しまし

安

た。

問題点・今後想定

心

される事項
〇交流・支

し

え合いの場づくりにつ

て

いては、拠点でのイベ

暮

ント参加者が増えつつ

ら

ありますが依然低調で

せ

す。今後は多世代・
多

る

分野の人が交流できる

ま

ように働きかけること

ち

が必要です。
○学校と

づ

福祉の連携については

く

、教職員にガイドの配

り

布だけになっているの

総

で、学校との協働での

計

取組みが必要です。
○

掲

福祉人材の確保につい

載

ては、コロナ禍の緊急

頁

的な取組みとして実施

5

してきましたが、支援

4

金の交付によって失業

、

者等と
介護現場をつな

5

ぐ効果がみられるので

5

引き続きの取組みが必

施

要です。
○民生委員・

策

児童委員や校区福祉委

名

員会にタブレット端末

1

を整備しましたが、オ

．

ンライン相談実施には

自

至っていません。
○令

立

和3年度（2021年

生

度）から重層的支援体

活

制整備事業を実施する

支

にあたり、包括的な支

援

援体制を充実させるた

の

め、関係
者間の連携強

充

化と人材育成の取組み

実

が必要です。

今後の方

担

針
〇交流・支え合いの

当

場づくりについては、

部

アウトリーチ活動を含

局

め事業の効果的な広報

福

を行うとともに、委託

祉

事業者のコ
ーディネー

部

ト力を活用し、多世代

施

・多分野の人が交流で

策

きる環境づくりに取り

の

組みます。
○学校と福

(

祉の連携では圏域に1

1

つモデル校を設け、ス

)

クールソーシャルワー

多

カーやコミュニティソ

様

ーシャルワーカー、
学

な

校の幹部職員を交えた

福

事例共有を行い、モデ

祉

ル校の取組みを他校に

ニ

情報提供し、全学校に

ー

取り組みを広めていき

ズ

ます。
○民生委員・児

に

童委員や校区福祉委員

重

会が、タブレットを活

層

用し市民との交流や相

的

談をオンラインで応じ

に

ることができる
ように

対

研修の実施やモデル実

応

施を進めます。
○引き

し

続き、小学校区や介護

た

保険の日常生活支援圏

福

域ごとに、地域・支援

祉

機関・行政などが連携

コ

してセーフティネット

ミ

の
充実に取り組みます

ュ

。重層的支援体制の強

関

化として、支援会議を

連

設置し複雑・複合的な

部

課題を検討するととも

局

に、福祉課
題を解決に

福

向けコーディネートで

祉

きる職員の育成に取り

部

組みます。

施策の方向

方

性の進捗状況
2018

向

年度 2019年度 20

性

20年度 2021年度

ニ

2022年度

B B B

ティの実現に取り組みます

事業名 実施内容

か
っ
た
事
業

影
響
度
の
大
き

交流・支え合いの場づくり推進事業 庄内及び北緑丘の活動拠点で健康や暮らしにかかわる相談・講座などを

通して、地域の交流の場や機会づくりを進めました。

福祉総合相談支援事業 学校と福祉の連携、外国人と福祉の連携、2つのプロジェクトを実施し

、分野間連携における課題解決に取り組みました。

2022 実績値の推移
指標名 指標の出典 単位 年度 2018 2019 2020 2021 2022

目標値 年度 年度 年度 年度 年度

1
地域福祉ネットワーク会議参画団体数 豊中市社会福祉協

団体 777 829 830 850
議会調べ

2
CSW（コミュニティソーシャルワーカー）相談 豊中市社会福祉協

件 1080 1,048 829 895
支援件数 議会事業報告書

3

4

5

成果
〇交流・支え合いの場づくりについては、庄内と北緑丘の拠点で体操や脳トレ等のイベントをオンラインで年50回以上実
施。コロナ禍でも市民がつながることができる新たな機会を生み出すことができました。
〇福祉総合相談支援事業の学校と福祉の連携については、教職員が学校生活で福祉的に気になる子ども

2

とその家庭を発見
した

0

際に相談を促すガイド

2

を作成しました。教職

1

員等からガイドを基に

年

相談先に連絡をいただ

度

き、社会福祉協議会等

政

が家
庭支援を行い課題

策

解決に向け取り組むこ

評

とができました。
〇コ

価

ロナ禍における福祉人

（

材の確保については、

施

失業した人材や潜在的

策

な介護人材を新規に雇

の

用する事業所への支援

方

金を
交付しました。6

向

3事業所に82人分の

性

支援を行い、事業所の

）

サービス継続や不足し

シ

ている介護人材の確保

ー

につなげました。
〇民

ト

生委員・児童委員や校

（

区福祉委員会に感染症

2

対策の物品提供やタブ

0

レット端末等を整備し

2

、見守り活動等コロナ

0

禍で
の地域福祉活動を

年

支援しました。タブレ

度

ットで会議や研修等を

実

行い、場所に捉われず

施

多くの人が参加できま

分

した。
○包括支援プロ

）

ジェクト・チームを設

章

置し、複合的な課題を

第

抱える人の相談を属性
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2

が、コロナ禍において

 

、認知症サポーター養

章

成講座の実施が困難に

 

なり、年度単位では養

安

成数が減
少しました。

全

○後見制度が必要な高

に

齢者に、申立て制度を

安

活用し、介護サービス

心

等の利用契約や財産管

し

理を行うことを支援し

て

、権利擁
護をはかるた

暮

め、地域包括支援セン

ら

ターや関係機関に対し

せ

周知啓発を行うことで

る

、市長申立て件数が増

ま

加しました。また
、成

ち

年後見人等報酬助成の

づ

対象者について拡大す

く

る検討を行いました。

り

問題点・今後想定され

総

る事項
○生活支援サー

計

ビス従事者研修は、介

掲

護従事者のすそ野を広

載

げる取組みとして必要

頁

であり、受講者増のた

5

めの工夫が必要
です。

5

また「福祉便利屋事業

施

」は、人材の確保が課

策

題であり、新しい生活

名

様式への対応も求めら

1

れています。
〇身近な

．

高齢者への相談窓口と

自

して地域包括支援セン

立

ターの認知度を更に高

生

める必要があります。

活

○認知症サポーター等

支

が活躍できる場を増や

援

すことと、オンライン

の

によるサポーター養成

充

講座の検討が必要です

実

。
○成年後見制度の市

担

長申立には多くの書類

当

と期間を要します。ま

部

た、経済的理由で市長

局

申立の相談が増えてい

福

ます。成年
後見制度利

祉

用促進のため、市長申

部

立て事務フローの見直

施

しをする必要がありま

策

す。
〇コロナ禍におけ

の

る自粛で、身体的・社

(

会的にフレイルになる

2

高齢者の増加が懸念さ

)

れるため、新しい生活

介

様式と「デジ
タル推進

護

」に対応した地域基盤

サ

を構築する必要があり

ー

ます。

今後の方針
○生

ビ

活支援サービス従事者

ス

研修は、周知方法等工

基

夫するとともに、引き

盤

続き事業所と修了者を

の

つなぐ取組みを進めま

充

す。
「福祉便利屋事業

実

」は、サービス調整を

を

担う人への補助金の仕

図

組みを整えたことを活

る

かし、全校区での実施

と

に向け、地域
へ働きか

と

けるとともに、新しい

も

生活様式への対応に必

に

要な環境を整えていき

、

ます。
○地域包括支援

高

センターの認知度を高

齢

めるため継続的な周知

者

啓発を行い、地域の関

関

係機関との協働・連携

連

を促進します。
○認知

部

症サポーターの養成を

局

はじめ、キャラバン・

福

メイトの活性化に繋が

祉

る場の提供や研修の検

部

討を行います。
○権利

、

擁護の観点から後見人

健

が必要な市民に対して

康

速やかに利用支援を実

医

施します。その一環と

療

して、報酬助成の対象

部

を
2021年度から市

方

長申立てだけでなく本

向

人申立て、親族申立て

性

にも拡大します。
〇地

を

域包括支援センターで

地

スマホ教室を開催し、

域

高齢者がデジタルにな

全

れる機会を増やします

体

。
〇各地域包括支援セ

で

ンターに認知症地域支

支

援推進員を配置すると

え

ともに、チームオレン

る

ジの構築を進めます。

環

施策の方向性の進捗状

境

況
2018年度 201

づ

9年度 2020年度 2

く

021年度 2022年

り

度

B B B

を進めます

事業名 実施内容

か
っ
た
事
業

影
響
度
の
大
き

介護予防・生活支援サービス事業 高齢者の生活の困りごとに対応するサービスなどを行う事業について、

新しい生活様式に対応した手法での各校区での実施を働きかけました。

地域包括支援センター運営支援・管理業 地域包括支援センターの職員を2名増員し、相談体制の強化を行いまし

務（総合相談事業費） た。また、市報2月号で地域包括センターの紹介記事を掲載しました。

成年後見制度利用支援業務 市長による成年後見制度の申立や成年後見利用支援事業を実施しました

2022 実績値の推移
指標名 指標の出典 単位 年度 2018 2019 2020 2021 2022

目標値 年度 年度 年度 年度 年度

1
地域包括支援センターへの相談件数 地域包括支援セン

件 25200 24,586 28,538 40,000
ター関係資料

2
生活支援サービス従事者研修の受講者数 高齢者保健福祉・

人 80 27 53 26
介護保険事業計画

3
認知症サポーターの数 キャラバン・メイ

人 28000 18,507 20,287 20,537
ト連絡協議会資料

4
住民主体ささえあい活

2

動・通所型「ぐんぐん

0

元 高齢者保健福祉・
校

2

区 39 28 33 33
気

1

塾」実施校区数 介護保

年

険事業計画

5
成年後見

度

制度の市長申立件数 高

政

齢者保健福祉・
件 16

策

14 14 35
介護保険

評

事業計画

成果
○地域で

価

は新しい生活様式下で

（

の活動再開が求められ

施

る中、「ぐんぐん元気

策

塾」の実施校区数を維

の

持し、密を避けるため

方

日に2回開催するなど

向

工夫することで、地域

性

で高齢者が定期的に集

）

まり運動する機会を確

シ

保できました。
○総合

ー

相談窓口が市内に14

ト

か所あるため、身近な

（

場所で相談ができ、高

2

齢者の安心・安全な生

0

活の充実に役立ちまし

2

た。
また、コロナ禍で

0

の介護保険サービス利

年

用やフレイルの相談が

度

増えました。
○市と豊

実

中市キャラバン・メイ

施

ト連絡会が中心となり

分

認知症サポーター養成

）

講座を実施し、市の総

章

人口比5％のサポータ

第

ー養成を達成しました
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2

新型コロナウイルス感

 

染症の影響下でも必要

章

な障害福祉サー
ビスを

 

継続できました。

問題

安

点・今後想定される事

全

項
○福祉的就労の場に

に

おける工賃の向上等に

安

ついて、新型コロナウ

心

イルス感染症の影響も

し

ふまえ検討する必要が

て

あります。
○障害のあ

暮

る人が一般企業に就職

ら

しても、職場環境や本

せ

人の体調などの理由で

る

長続きしない状況があ

ま

ります。
○地域移行を

ち

進めるため、その受け

づ

皿として重度の障害等

く

様々な障害に対応でき

り

るグループホーム等の

総

整備が必要です。
○多

計

様な障害や相談内容に

掲

的確に対応できるよう

載

、相談支援の質の向上

頁

が求められます。また

5

、一事業所あたりの相

6

談員
が少ないことや入

施

れ替わりが多いことか

策

ら、困難事例への対応

名

や複合的課題の対応の

1

ために事業者連絡会や

．

行政の様々な
バックア

自

ップ機能が必要です。

立

○障害のある児童・生

生

徒の通学について、保

活

護者の体調や就労によ

支

り必要と認められる場

援

合に特例的に移動支援

の

サービス
を提供してい

充

ますが、それにより本

実

来余暇活動等に利用で

担

きる時間が制限されて

当

いる状況があります。

部

今後の方針
○福祉的就

局

労の場における工賃向

福

上等のため、物品・サ

祉

ービスの販売拡大等に

部

ついて事業者連絡会等

施

と検討します。
○市独

策

自補助基準の見直しに

の

より、重度障害のある

(

入居者等の受入れが可

3

能なグループホームの

)

整備を促進します。
○

障

障害のある人の就労機

害

会の拡大を図り、就業

者

・生活支援センターや

福

地域就労支援センター

祉

との連携を図るととも

サ

に、平
成30年度から

ー

導入された就労定着支

ビ

援を活用して就労後の

ス

職場定着を支援してい

の

きます。
○入所者等の

充

地域移行を進めるため

実

、引き続きグループホ

を

ーム整備補助など社会

図

資源整備のための施策

る

を展開します。
○生涯

と

における一貫した支援

と

が受けられるよう、児

も

童発達支援センターや

に

支援学校との連携を充

、

実させ、また、相談支

障

援
の中核的な役割を担

害

う基幹相談支援センタ

関

ーについては、日常生

連

活圏域に対応した形で

部

の再編を行い、多機関

局

連携、バッ
クアップ、

総

人材育成など、機能の

務

強化を図ります。
○障

部

害のある児童・生徒の

、

通学に必要なサービス

福

の提供に向けて検討を

祉

行います。

施策の方向

部

性の進捗状況
2018

、

年度 2019年度 20

健

20年度 2021年度

康

2022年度

B B B

医
療部

方向性 者の社会参加を促進します

事業名 実施内容

か
っ
た
事
業

影
響
度
の
大
き

障害者長期計画・障害福祉計画の推進 第五次障害者長期計画・第５期障害福祉計画の進行管理を行うとともに

、新たに第６期障害福祉計画を策定しました。

グループホーム開設助成 第２期障害者グループホーム整備方針について、第６期障害福祉計画と

一体的に策定しました。

2022 実績値の推移
指標名 指標の出典 単位 年度 2018 2019 2020 2021 2022

目標値 年度 年度 年度 年度 年度

1
「障害があってもライフスタイルに応じた生活 計画策定に向けた

％ 66 63
ができる」と思う障害者の割合 アンケート調査

2
福祉施設から一般就労への移行者数 福祉施設からの一

人 130 89 112 83
般就労状況調査

3
障害福祉サービス支給決定者に対する入所施設 担当課調査

％ 6以下 7 6 6
利用者数の割合

4
基幹相談支援センターで受けた相談件数 担当課調査

件 3300 3,326 2,987 3,052

5

成果
○第５期障害福祉計画においては、施設入所者の地域移行の促進等に取り組み、令和２年度までの数値目標についてほぼ
達成しました。
○第６期障害福

2

祉計画策定にあたり、

0

市民意識調査だけでな

2

く障害者団体へもヒア

1

リング調査を行うこと

年

で、より当事者
のニー

度

ズに即した障害福祉サ

政

ービス等の提供につい

策

て定めることができま

評

した。
○市民意識調査

価

結果や市内事業者への

（

調査結果をふまえて第

施

２期障害者グループホ

策

ーム整備方針を策定し

の

、重度の障害等
様々な

方

障害に対応できるグル

向

ープホームの整備につ

性

いて具体的な目標や課

）

題を示すことができま

シ

した。
○就労に向けた

ー

訓練等を実施する障害

ト

福祉サービスの利用が

（

進んだこと、さらに求

2

人数そのものが増加し

0

たことにより、
障害の

2

ある人の一般企業など

0

への就労が促進されま

年

した。
〇地域福祉ネッ

度

トワーク会議等により

実

障害者に関する相談窓

施

口の周知が図られ、多

分

機関連携が促進されま

）

した。
○感染拡大防止

章

対策に必要な経費等を

第

支援することにより、
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2

受診勧奨として、生活

 

保護開始時等の機会を

章

捉えた働きかけを行い

 

ました。一方で、新型

安

コロ
ナウイルス感染症

全

の流行に伴い健診事業

に

の中止期間が生じたこ

安

とや、緊急でない受診

心

を控える傾向が見られ

し

たこと、さら
には医療

て

逼迫状況を考慮し一部

暮

勧奨事業を取り止めた

ら

こと等が影響し、生活

せ

保護受給者における健

る

診受診者数の減少が見

ま

られました。

問題点・

ち

今後想定される事項
〇

づ

国民健康保険や介護保

く

険では、高齢化の進展

り

等により1人あたりの

総

保険給付費等が伸びる

計

状況が続いており、医

掲

療費の
適正化や介護給

載

付の適正化につながる

頁

取組みなどが必要です

5

。
〇国民健康保険では

6

保険料率や保険料減免

施

、一部負担金減免につ

策

いて府内統一基準へ円

名

滑に移行する必要があ

1

ります。
○生活保護で

．

は、就労支援開始後に

自

他就労支援へ移行した

立

り、身体状況により支

生

援対象外となる場合が

活

あります。対象者
の選

支

定段階で状況把握をよ

援

り的確に行うことや、

の

支援中の状況変化に応

充

じた支援方針の再検討

実

が必要であると考えま

担

す。
また、生活保護の

当

受給前の状況として、

部

必要な医療にかかるこ

局

とができず、重症化し

健

ているケースが見受け

康

れらます。今
後も最適

医

な機会を捉えた健診受

療

診勧奨を継続しながら

部

、健診受診者数の増加

施

につなげていくことが

策

重要になります。
〇い

の

ずれの事業も新型コロ

(

ナウイルス感染症など

4

不測の事態により取組

)

みに影響が生じること

セ

が考えられます。

今後

ー

の方針
〇国民健康保険

フ

では、安定運営のため

テ

に「第2期豊中市国民

ィ

健康保険 広域化への

ネ

対応実施計画 」に基

ッ

づき、保険料な
どの府

ト

内統一基準、保健事業

と

などの共通基準へ円滑

し

に移行していきます。

て

〇介護保険では、適正

の

なサービス利用に向け

社

て、ケアプラン点検等

会

介護給付適正化事業の

保

取組を進めます。
○生

障

活保護では、対象者の

制

状況を的確に把握して

度

就労支援を行います。

の

また、生活保護開始の

充

タイミングを捉えた健

実

診受
診勧奨等、健診受

を

診率の向上に向けた働

関

きかけを継続します。

連

健診受診率を高めるこ

部

とで、生活保護受給者

局

の生活の質の
向上と健

市

康寿命の延伸を図り、

民

自立の助長や医療扶助

協

費の適正な値の保持に

働

つなげます。
〇いずれ

部

の事業も新型コロナウ

、

イルス感染症など不測

福

の事態により影響が生

祉

じる場合には、国や府

部

の動向に注視し、対応

、

を検討します。

施策の

健

方向性の進捗状況
20

康

18年度 2019年度

医

2020年度 2021

療

年度 2022年度

A A

部

A

方向性 進めます

事業名 実施内容

か
っ
た
事
業

影
響
度
の
大
き

国民健康保険事業 国民皆保険制度の中核を担っており、被保険者が疾病や負傷をしたとき

などに必要な給付を行います。

豊中市生活保護受給者等自立・就労支援 生活保護受給において就労が保護受給の要件となる者について、福祉事

事業 務所が就労可能と判断した対象者へ就労支援を行います。

被保護者健康管理支援事業 福祉事務所がデータに基づき生活習慣病の発症予防や重症化予防を推進

するもので、令和3年1月から必須事業として施行されています。

2022 実績値の推移
指標名 指標の出典 単位 年度 2018 2019 2020 2021 2022

目標値 年度 年度 年度 年度 年度

1
国民健康保険の収支状況 大阪府豊中市各経

百万円 310 1,309 1,442 1,508
済歳入歳出決算書

2
介護保険の収支状況 大阪府豊中市各経

百万円 0 883 560 949
済歳入歳出決算書

3
就労支援事業の活用による生活保護受給者の就 担当課調査

％ 67％以上 65.1 58.1 58.5
労率

4
生活保護受給者における健診受診率 医療扶助の適正な

％ 7％以上 5.6 5.8 5
実施に関す

2

る方針

5

成果
〇国民健

0

康保険や介護保険では

2

、国の財政支援に基づ

1

き新型コロナウイルス

年

感染症により収入減少

度

等の影響を受けた被保

政

険者に保険料減免を実

策

施しました。また、国

評

民健康保険では感染し

価

た被用者に対する傷病

（

手当金の支給を国の財

施

政支援を
財源として実

策

施しました。
〇国民健

の

康保険では、国保広域

方

化への円滑な移行と安

向

定運営についての考え

性

方を見直し・整理した

）

「第2期豊中市国民健

シ

康保険 広域化への対

ー

応実施計画 」を策定

ト

しました。介護保険で

（

は、「第8期高齢者保

2

健福祉計画・介護保険

0

事業計画」
を策定し、

2

公平な負担となるよう

0

令和3～5年度におけ

年

る保険料の設定を行い

度

ました。
○生活保護で

実

は、庁内の常設ハロー

施

ワークを活用し、就労

分

支援員による支援対象

）

者の状況に応じた「寄

章

り添う支援」が定
着し

第

ています。また、健診
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2

トワークの充実・強化

 

、関係機関との連携強

章

化を図ります
。
○就労

 

困難者の雇用の受け皿

安

を充実させるとともに

全

雇用に向けたトレーニ

に

ングの場を新たに開拓

安

するために、採用企業

心

へ
の支援策や新たな企

し

業等へのアプローチを

て

実施していきます。

施

暮

策の方向性の進捗状況

ら

2018年度 2019

せ

年度 2020年度 20

る

21年度 2022年度

ま

A A A

ちづくり 総計掲載頁 57
施策名 1．自立生活支援の充実 担当部局 市民協働部

施策の (5)就労支援の充実を図ります
関連部局

方向性

事業名 実施内容

か
っ
た
事
業

影
響
度
の
大
き

就労支援事業 生活困窮者自立相談支援事業をはじめとした就労支援を実施しました。

無料職業紹介事業 相談者の状況に応じた求人開拓や紹介及び合同面接会等を実施しました

。

多重債務者生活相談業務 多重債務者の債務整理の為に法律専門家へ誘導するほか、生活困窮者自

立相談支援事業との連携により生活再建に向けた支援を実施しました。

2022 実績値の推移
指標名 指標の出典 単位 年度 2018 2019 2020 2021 2022

目標値 年度 年度 年度 年度 年度

1
くらし再建パーソナルサポートセンターの新規 支援状況調査

件 維持 1,550 1,445 6,828
相談件数

2
就労困難者の就職者数 実績報告書

人 維持 178 191 194

3

4

5

成果
○コロナ禍の影響により、通常の相談件数を大幅に超える相談が寄せられる中、生活困窮者自立支援法に基づく自立相談
支援機関として、就労などの様々な課題を有する相談者を受け止め、関係機関との連携を行い支援を実施しました。
○就労困難者に対する就労準備支援事業や事業所内体験実習、及び就労困難者の状況に応じた求人開拓、マッチングによ
り、就労に繋げました。

問題点・

2

今後想定される事項
〇

0

コロナ禍の影響により

2

相談件数が大幅に増加

1

しており、支援ネット

年

ワークのさらなる充実

度

・強化が必要となって

政

います
。
○就労困難の

策

背景には、病気や障害

評

、これまでの生活歴な

価

どの個人の要因、家族

（

等の周囲との人間関係

施

になど、様々な要
因が

策

あり、コロナ禍による

の

影響も含め、複雑で複

方

合化している事例が増

向

え、単独の支援機関で

性

の対応が困難になって

）

きて
おり、今後さらな

シ

る多機関との連携によ

ー

る支援が必要です。
○

ト

就労困難者の状況に応

（

じたきめ細やかな支援

2

メニューの開発と出口

0

となる社会資源のさら

2

なる開拓が必要です。

0

一方で
、相談者が増加

年

し、これまでよりも就

度

職への課題が少ない人

実

も多く、短期的な就労

施

支援で就職へ導く仕組

分

みが必要です。

今後の

）

方針
○相談者等の早期

章

発見・窓口誘導のため

第

に、さらなる支援ネッ
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2

を啓発する必要があり

 

ます
。

今後の方針
〇様

章

々な世代にメンタルへ

 

ルスに関する正しい知

安

識や情報を届けるため

全

、効果的な啓発方法を

に

工夫します。コロナ禍

安

もふ
まえ、多分野の関

心

係機関との連携をさら

し

に強化し、支援体制の

て

充実を図ります。
〇特

暮

定健診については、コ

ら

ロナ禍における健診の

せ

重要性や、健診の無料

る

化・個別化により受診

ま

の簡便化が進むことに

ち

つい
て啓発し、健診を

づ

受診することが健康な

く

生活を送るための第一

り

歩であることを広く知

総

らしめます。

施策の方

計

向性の進捗状況
201

掲

8年度 2019年度 2

載

020年度 2021年

頁

度 2022年度

B B B

58、59
施策名 ２．保健・医療の充実 担当部局 健康医療部

施策の (1)こころと体の健康管理・予防対策を進めます
関連部局

健康医療部

方向性

事業名 実施内容

か
っ
た
事
業

影
響
度
の
大
き

精神保健福祉に関する知識の普及事業 コロナ禍の精神疾患予防のためにストレス反応や対処法、相談窓口等の

メンタルへルスに関する知識の普及啓発に取り組みました。

精神保健福祉相談 こころのケアとして専用ダイヤル「コロナこころのケアダイヤルとよな

か」を設置し、相談体制の充実を図りました。

2022 実績値の推移
指標名 指標の出典 単位 年度 2018 2019 2020 2021 2022

目標値 年度 年度 年度 年度 年度

1
特定健診受診率 特定健診・特定保

％ 55 28.8 27.8
健指導法定報告

2
こころの不調や精神疾患の予防等に関する知識 実績報告

件 5100 4,544 2,981 738
の普及事業参加者数

3
こころの不調や精神疾患の重症化防止等に関す 実績報告

件 6000 5,489 5,344 6,251
る相談件数

4
自分が健康であると思う人の割合 食と健康の市民意

％ 上昇 53.4
識調査

5
健康上の問題で日常生活に制限がない人の割合 食と健康の市民意

％ 上昇 53.3
識調査

成果
〇メンタルヘルス計画に基づき多職種多機関で連携・協働し、Webも活用した研修会等を実施しまし

2

た。Web活用が難し

0

い
内容の講座を中止し

2

たため、参加者数が減

1

少しました。コロナに

年

関するこころ専用相談

度

ダイヤルを設置し相談

政

支援体制を
拡充しまし

策

た。コロナの影響等か

評

ら、こころの健康相談

価

件数が増加しています

（

。
〇特定健診について

施

は、コロナ禍により集

策

団健診の実施回数が減

の

り、三密を避けての実

方

施となったため、受診

向

率は下がり
ました。

問

性

題点・今後想定される

）

事項
〇新型コロナウイ

シ

ルス感染症の長引く影

ー

響でこころの不調を抱

ト

える人が増加しており

（

、ストレス対処法やメ

2

ンタルへルス
、相談窓

0

口等に関して多様な媒

2

体を活用した周知啓発

0

が必要です。相談支援

年

において、様々な課題

度

があるため、多分野の

実

関係機関とより一層の

施

連携が必要です。
〇特

分

定健診については、コ

）

ロナ禍での受診控えや

章

健康に対する無関心層

第

に対し、健診の重要性
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2

方への啓発を充実させ

 

ます。
〇講習会等の啓

章

発事業をリモートで実

 

施する等、人を集めず

安

に且つ効果的に行う方

全

法を検討します。

施策

に

の方向性の進捗状況
2

安

018年度 2019年

心

度 2020年度 202

し

1年度 2022年度

B

て

B B

暮らせるまちづくり 総計掲載頁 59
施策名 ２．保健・医療の充実 担当部局 健康医療部

施策の (2)生活衛生の確保を図ります
関連部局

健康医療部

方向性

事業名 実施内容

か
っ
た
事
業

影
響
度
の
大
き

予防接種手帳の送付、予防接種のお知ら 出生届が出された新生児の保護者あてに予防接種手帳を送付しました。

せはがきの送付 定期予防接種の対象年齢の人にお知らせはがきを送付しました。

食品営業施設への監視・指導数 豊中市食品衛生監視指導計画に基づき、食品営業施設の許認可及び監視

指導、食品の収去検査等を行いました。

2022 実績値の推移
指標名 指標の出典 単位 年度 2018 2019 2020 2021 2022

目標値 年度 年度 年度 年度 年度

1
結核喀痰塗抹陽性患者の罹患率 結核管理図

人/10万 6.5 8.8 9.5 8

2
予防接種率（ＢＣＧ） 担当課調査

％ 98 101.3 101.8 102.6

3
予防接種率（麻疹・風しんＩ期） 担当課調査

％ 98 102 94.3 99

4
予防接種率（四種混合） 担当課調査

％ 98 101.8 101.1 102

5
食品営業施設への監視・指導数 豊中市保健所事業

件 2500 2,444 2,495 870
概要

成果
〇対象年齢児にお知らせはがきを送ることで、接種忘れを減らすことができました。
〇予防接種手帳を送ることで、接種スケジュールをわかりやすく案内することができまし

2

た。
〇子宮頸がんワク

0

チンについて、定期接

2

種の対象であること、

1

正しい知識を啓発する

年

ことで接種率増につな

度

がりました。
〇新型コ

政

ロナ感染症の流行によ

策

り増加した、テイクア

評

ウトを行う食品事業者

価

に対して重点的に指導

（

や検査を行うことで、

施

食品による危害発生防

策

止につながりました。

の

問題点・今後想定され

方

る事項
〇接種年齢の誤

向

認等による誤接種を減

性

らすための対策を講じ

）

る必要があります。
〇

シ

新型コロナ感染症によ

ー

る有事体制下で、でき

ト

なかった啓発事業を、

（

今後どのように工夫し

2

て行っていくか対策を

0

講じる
必要があります

2

。
〇新型コロナ感染症

0

の流行により、講習会

年

等の啓発事業が以前と

度

同様の方法で実施でき

実

なくなったため、今後

施

対策を講じ
る必要があ

分

ります。

今後の方針
〇

）

有事体制が続く中で、

章

啓発方法を工夫します

第

。
〇市民、医療機関双
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2

に関するアンケートを

 

実施するとともに、当

章

該システム
の再周知を

 

行なったことにより、

安

登録機関の増加に繋が

全

りました。

問題点・今

に

後想定される事項
○医

安

療を必要とする高齢者

心

が増え、病床数に限り

し

があるため、在宅医療

て

の供給量が増えると予

暮

測されます。在宅医療

ら

・介
護の連携支援体制

せ

の強化が必要です。
○

る

病床数を超える市民が

ま

死亡するために在宅で

ち

の看取り者が増加する

づ

見込みです。
○新型コ

く

ロナウイルス感染症の

り

院内感染によるクラス

総

ターが発生した際には

計

、一般診療を制限し、

掲

地域の患者を受入れら

載

れなくなることが想定

頁

されます。

今後の方針

6

○在宅医療の提供体制

0

を強化するために在宅

施

療養支援診療所の件数

策

増加に向け、在宅医療

名

に取り組む医療機関の

２

負担を軽
減します。
○

．

在宅医療・介護連携を

保

強化します。
○在宅医

健

療患者の急変時等対応

・

の後方支援体制を構築

医

します。
〇市内医療機

療

関の協力を得て対象と

の

なる市民が順調にワク

充

チン接種が受けられる

実

仕組みを作っていきま

担

す。
○院内感染防止対

当

策に取組み一般診療を

部

継続するとともに、地

局

域医療機関への訪問に

健

よる意見交換を実施し

康

、連携強化を
進めます

医

。

施策の方向性の進捗

療

状況
2018年度 20

部

19年度 2020年度

施

2021年度 2022

策

年度

A A A

の (3)地域医療の充実を図ります
関連部局

福祉部、市立豊中病院

方向性

事業名 実施内容

か
っ
た
事
業

影
響
度
の
大
き

在宅医療と介護の連携体制の構築 在宅医療を支える医療介護関係者スキルアップのためWeb研修会を開催

しました。在宅医療の理解を深めるためリーフレットを作成しました。

在宅医療と介護の連携体制の構築 「虹ねっとcom」を活用した空床情報提供システム構築に向けて検討し

ています。現在は、試行的に市内5病院の空床情報を提供しています。

2022 実績値の推移
指標名 指標の出典 単位 年度 2018 2019 2020 2021 2022

目標値 年度 年度 年度 年度 年度

1
在宅死亡率 人口動態

％ 20 19.2 19.8 20

2
在宅療養支援診療所数 近畿厚生局届出デ

件 80 72 76 80
ータ

3
地域医療支援病院紹介率 担当課調査

％ 80 79.8 77.3 76.8

4
地域医療支援病院逆紹介率 担当課調査

％ 80 76.4 78.2 84.8

5

成果
〇新型コロナウィルス感染状況に応じて、豊中市医師会の協力を得て、医療保健センターでPCR検査が受検できるよう環
境を整えました。以後、有症状者のPCR検査は一般診療所で受検できるようになりました。
〇市内医科医療機関に調査を行い、発熱時対面診療や電

2

話等によるオンライン

0

診療ができる医療機関

2

の情報をホームペー
ジ

1

に掲載しました。また

年

、医療機関にマスク・

度

防護服等の医療物資を

政

配布し、感染防止の支

策

援を行いました。
○コ

評

ロナ患者を受入れるた

価

め一般診療を一部制限

（

しましたが、急性期病

施

院として治療が必要な

策

患者への診療は継続し

の

て提
供しました。紹介

方

患者数が減少しました

向

が、可能な限り医療機

性

関訪問を実施し当院の

）

診療体制等に関する情

シ

報提供を行う
などコロ

ー

ナ禍においても地域医

ト

療機関との連携強化を

（

図りました。大阪府コ

2

ロナ重症センターへ看

0

護師を派遣しました。

2

〇「虹ねっとcom」

0

を活用した空床情報提

年

供システムを構築でき

度

、試行段階ではあるが

実

市内5病院の空床情報

施

を一部医療機
関に提供

分

することができました

）

。
○「市立豊中病院ネ

章

ット」について、地域

第

医療機関に対し、利用
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出る可能性があります

 

。
○地域防災力の向上

章

のため、引き続き消防

 

防災協力事業所、女性

安

防火クラブ、自主防災

全

組織の育成支援を行う

に

必要があり
ます。
○住

安

宅火災による死傷者を

心

減らすため、防火対策

し

強化の取組みを継続的

て

に進めていく必要があ

暮

ります。
○新型コロナ

ら

感染拡大状況により、

せ

WEBでの講習や訓練

る

など新たな手法による

ま

事業展開が必要となり

ち

ます。

今後の方針
〇新

づ

型コロナ感染症り患者

く

の急激な増加により医

り

療体制がひっ迫した際

総

に、救急活動に支障が

計

出る可能性があるため

掲

、救
急体制が低下しな

載

いよう人員、車両を柔

頁

軟に運用するなど、工

6

夫した取組みを実施し

2

ます。
○市民や事業者

、

の皆様の救命意識の向

6

上など「救命力世界一

3

」の取組みを推進しま

施

す。
○「市民力」、「

策

地域力」を消防資源と

名

して取り込み、地域防

３

災力の向上など、安心

．

・安全のまちづくりを

消

推進します。
○火災予

防

防体制の充実を図るこ

・

とにより、火災の未然

救

防止及び火災による被

急

害の軽減を図ります。

救

○上記の様々な事業に

命

ついて、新型コロナの

体

感染防止を徹底したう

制

えで、可能な限り対面

の

での講習や訓練を基本

充

としつつ
、WEB講習

実

やYOUTUBE配信

担

等を活用した事業展開

当

を行います。

施策の方

部

向性の進捗状況
201

局

8年度 2019年度 2

消

020年度 2021年

防

度 2022年度

A A A

局

施策の (1)救急救命体制および防火安全対策を強化します
関連部局

消防局

方向性

事業名 実施内容

か
っ
た
事
業

影
響
度
の
大
き

応急手当の普及啓発 新型コロナに対応するため、WEB講習やYOUTUBE配信等も活用しながら救

命講習を実施しました。

自主防災組織の育成支援 新型コロナに対応するため、YOUTUBE配信等も活用しながら自主防災組

織及び消防防災協力事業所に対する訓練指導を実施しました。

防火対策の推進 住宅用火災警報器設置調査及び取付支援事業、消防法令違反対象物に対

する是正指導、高齢者に対する防火対策の実施しました。

2022 実績値の推移
指標名 指標の出典 単位 年度 2018 2019 2020 2021 2022

目標値 年度 年度 年度 年度 年度

1
救命講習受講者数 市政年鑑

人 20000 25,249 25,958 12,116

2
火災発生件数 市政年鑑

件 0 56 73 74

3
自主防災組織訓練参加組織数 市政年鑑

組織 95 99 101 65

4

5

成果
〇救急活動における新型コロナ感染防止のため、計画的に救急資器材の調達・備蓄を実施するとともに、職員への感染防
止対策を徹底することで感染防止対策の向上を図りました。
○新型コロナの影響により、対面での救命講習受講者数は半減した

2

ものの、WEB講習や

0

YOUTUBE配信等

2

を活用し、応急手当
の

1

普及啓発等を推進した

年

結果、市民・事業者の

度

救命力を高いレベルで

政

維持できました。
○住

策

宅防火対策の推進や、

評

防火対象物等の違反是

価

正の強化など火災予防

（

に関する取組みを推進

施

したことなどにより、

策

火災
発生件数が6年連

の

続で100件を下回る

方

とともに、火災による

向

死者が35年振りに0

性

人となりました。
○自

）

主防災組織や消防防災

シ

協力事業所等の訓練指

ー

導について、感染防止

ト

を徹底したうえで対面

（

での訓練指導を実施す

2

ると
ともに、YOUT

0

UBE配信も活用した

2

訓練指導を行い、災害

0

に強いまちづくりを推

年

進しました。

問題点・

度

今後想定される事項
〇

実

新型コロナ感染症り患

施

者の急激な増加により

分

医療体制がひっ迫した

）

際に、救急患者の受け

章

入れに時間を要するな

第

ど、救
急活動に支障が
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応に支障が
出ないよう

 

業務を継続する必要が

章

あります。

今後の方針

 

○消防を取り巻く環境

安

を注視し、常に時代の

全

ニーズにあった施策を

に

展開します。
○5市消

安

防通信指令事務協議会

心

において、消防指令業

し

務の共同運用について

て

、令和6年（2024

暮

年）4月からの運用開

ら

始に向
けた具体的な検

せ

討・調整を進めるとと

る

もに、消防資源の効率

ま

的な運用を図るため、

ち

実現できるところから

づ

の消防の広域連
携を推

く

進します。
○消防庁舎

り

、消防車両及び消防水

総

利などの防災基盤の整

計

備を進めます。
〇新型

掲

コロナなどの感染症に

載

対する消防体制の強化

頁

を図りつつ、感染症ま

6

ん延時でも災害・救急

3

対応に支障が出ないよ

施

う
、感染防止を徹底し

策

業務を継続します。

施

名

策の方向性の進捗状況

３

2018年度 2019

．

年度 2020年度 20

消

21年度 2022年度

防

A A A

・救急救命体制の充実 担当部局 消防局

施策の (2)消防体制を充実強化します
関連部局

消防局

方向性

事業名 実施内容

か
っ
た
事
業

影
響
度
の
大
き

消防の広域連携の推進 実現できるところからの消防広域連携について検討、消防指令業務につ

いて、5市消防通信指令事務協議会を設置しました。

消防一声訪問 年度当初の計画通り、対象者を各署所の担当区域へ振り分け、一声訪問

事業を実施し、個別情報の更新を行いました。

消防団活動 新型コロナまん延時でも災害対応力を強化する必要があるため、感染防

止を徹底し、指導者養成訓練などの必要な訓練を実施しました。

2022 実績値の推移
指標名 指標の出典 単位 年度 2018 2019 2020 2021 2022

目標値 年度 年度 年度 年度 年度

1
消防団訓練件数 市政年鑑

回 200 230 254 215

2
一声訪問訪問件数 市政年鑑

件 6000 10,738 10,979 10,904

3
防火水槽整備数 事業別決算説明書

箇所 5 1 1 1

4

5

成果
○地域に密着した災害活動を実施する消防団の活動を支援し、消防団員の確保に努めるほか、消防団の装備の充実強化を
図り、地域の防災力及び災害対応力を高めました。 
○消防車両等の更新整備や、耐震性貯水槽の整備を計画に沿って進めることで、防災基盤の整備が図られました。
○

2

池田市との消防指令業

0

務の共同運用並びに能

2

勢町消防事務の受託を

1

計画に基づき業務を遂

年

行することで、消防の

度

広域連
携を推進しまし

政

た。
○豊中市・吹田市

策

・池田市・箕面市・摂

評

津市消防通信指令事務

価

協議会（以下、「5市

（

消防通信指令事務協議

施

会」という。
）を設置

策

し、消防指令業務の共

の

同運用について、令和

方

6年（2024年）4

向

月からの運用開始に向

性

けて、具体的な検討・

）

調整を
開始し、消防の

シ

広域連携が図られまし

ー

た。

問題点・今後想定

ト

される事項
○南海トラ

（

フ巨大地震などの大規

2

模災害に対応するため

0

消防体制の効率性、有

2

効性を更に高める必要

0

があります。
○老朽化

年

が進む消防庁舎の計画

度

的な改修等について検

実

討する必要があります

施

。
〇新型コロナに対す

分

る消防体制の強化を進

）

めていく必要がありま

章

す。また、感染症まん

第

延時でも災害・救急対
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実施が困難なため、新

 

たな手法が求められま

章

す。
○校区自主防災組

 

織で未結成校区があり

安

、全校区での結成に向

全

け、継続して支援しま

に

すがコミュニティの希

安

薄さが課題と
なってい

心

ます。
○近年頻発する

し

大規模災害に併せて新

て

型コロナ対策などが求

暮

められます。

今後の方

ら

針
〇引き続き「とよな

せ

か防災アドバイザー派

る

遣制度」を周知し、利

ま

用の促進を図ります。

ち

また、リモートによる

づ

防災出前講
座等の機会

く

を通じ、防災に係る市

り

民啓発を行っていきま

総

す。
○校区自主防災組

計

織への結成・活動につ

掲

いて、助成金制度を継

載

続して実施します。
〇

頁

浸水ハザードマップに

6

土砂災害、高潮及び津

4

波に加えた総合ハザー

施

ドマップを作成し、全

策

戸配布を行います。ま

名

た、災
害リスクを誰も

４

がいつでも認識できる

．

よう、デジタルハザー

暮

ドマップを構築します

ら

。
〇引き続き、新型コ

し

ロナ対策として、避難

の

所で必要な簡易ﾃﾝﾄ

安

及び簡易ベッドなど必

全

要な物資を計画的に配

対

備します。

施策の方向

策

性の進捗状況
2018

の

年度 2019年度 20

充

20年度 2021年度

実

2022年度

B B B

担当部局 危機管理課

施策の (1)防災力の充実強化を図ります
関連部局

総務部、都市経営部、都
市基盤部

方向性

事業名 実施内容

か
っ
た
事
業

影
響
度
の
大
き

自主防災体制推進事業 防災パネル展を開催し、防災市民講座はとよなかチャンネルに動画投稿

を行いました。とよなか防災アドバイザー派遣を行いました。

風水害対策 浸水ハザードマップを更新しました。また、デジタルハザードマップの

検討を行いました。

備蓄物資・整備管理事業 避難者用の備蓄用品の更新を行うとともに、新型コロナ対策として、避

難所で必要な物資を備蓄しました。

2022 実績値の推移
指標名 指標の出典 単位 年度 2018 2019 2020 2021 2022

目標値 年度 年度 年度 年度 年度

1
とよなか防災アドバイザーの派遣回数 担当課調査

回 25 4 9

2
校区自主防災組織の組織率 担当課調査

％ 73 65.8 68.3 70.7

3

4

5

成果
○防災パネル展における啓発に加えて、新型コロナの影響で、防災市民講座を集合形式から動画による実施にしたことに
より、いつでもだれでも見られるようになり、継続的な啓発が可能になりました。
○とよなか防災アドバイザー派遣制度の利用件数は増加し、防災情報の入手先及びいざという時のレベル化された情報と
それについてのア

2

ドバイスを行うなど、

0

より細やかで専門的な

2

支援を行うことで地域

1

防災力が向上しました

年

。
〇職員が地域に出向

度

いて実施する防災出前

政

講座の開催数は大幅に

策

減少しましたが、リモ

評

ートによる同講座を開

価

催し、防災
グッズの事

（

前準備の大切に気づき

施

ましたといった声があ

策

りました。
〇新型コロ

の

ナ対策として、避難所

方

となる小中学校などで

向

使用する簡易ﾃﾝﾄ及

性

び簡易ベッドなど必要

）

な物資を配備したこと

シ

で、災害時に安心して

ー

避難できる環境整備が

ト

図れました。
〇全ての

（

指定緊急避難場所及び

2

指定避難所の避難所看

0

板を更新することで、

2

同施設がどの災害に対

0

応し、浸水深がどの程

年

度あるのかを広く周知

度

することが出来ました

実

。

問題点・今後想定さ

施

れる事項
○災害種別や

分

地域の立地特性に応じ

）

た防災の知識向上が求

章

められます。
○新型コ

第

ロナにより防災訓練の

54
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2

現設備の維持運用及び

 

次期設備への更新につ

章

いて各種調整を進める

 

必要があります。
○青

安

色回転灯パトロールカ

全

ー活動団体における運

に

転手の担い手不足が課

安

題です。
○新型コロナ

心

の影響で、対面等での

し

啓発講座の実施方法に

て

ついて検討する必要が

暮

あります。また、消費

ら

生活相談について
も、

せ

在宅時間が増えたこと

る

などからネット通販に

ま

よるトラブル相談も多

ち

く、今後も増加するこ

づ

とが予想されます。

今

く

後の方針
○駅前防犯カ

り

メラ、見守りカメラの

総

運用・管理を継続して

計

行います。
○青色回転

掲

灯防犯パトロール活動

載

を行う団体に対し、継

頁

続して活動助成を行い

6

ます。
○豊中・豊中南

5

防犯協議会に対し、継

施

続して当該事業の経費

策

の補助を行うことで、

名

地域の防犯活動を支援

４

します。
〇ICTを活

．

用した見守りサービス

暮

を全市域に拡大すると

ら

ともに、引き続き、防

し

犯巡回活動、地域で子

の

どもを見守る活動の
強

安

化を図ります。
〇20

全

22年の成年年齢引き

対

下げに伴い、若年層に

策

向けた啓発の強化が求

の

められます。契約当事

充

者意識の向上など、自

実

立した
消費者となるた

担

めの消費者教育DVD

当

の配布など啓発に取り

部

組みます。
また、高齢

局

者に対しても関係機関

危

との連携強化を図ると

機

ともに、くらしの安心

管

メールをはじめ、市施

理

設や自治会の掲示板
に

課

チラシを掲載するなど

施

今後も継続して消費者

策

被害防止啓発に努めま

の

す。

施策の方向性の進

(

捗状況
2018年度 2

2

019年度 2020年

)

度 2021年度 202

犯

2年度

A A A

罪や消費者被害などの予防、被害拡大防止を図
関連部局

総務部、市民協働部、教
育委員会

方向性 ります

事業名 実施内容

か
っ
た
事
業

影
響
度
の
大
き

防犯活動支援事業 地域防犯活動団体に対し、活動経費の補助を行いました。

防犯関係団体補助 豊中・豊中南防犯協議会の事業の経費の補助を行いました。

防犯設備管理運用事業 見守りカメラの運用管理を行いました。

2022 実績値の推移
指標名 指標の出典 単位 年度 2018 2019 2020 2021 2022

目標値 年度 年度 年度 年度 年度

1
市内刑法犯認知件数 大阪府警統計

件 2500 2,826 2,325 1,870

2
青色回転灯パトロールカー活動団体数 担当課調査

団体 15 11 9 9

3
消費者啓発講座受講者数 担当課調査

人 4000 3,340 3,398 1,647

4
くらしの安心メール登録者数 担当課調査

人 1050 2,006 2,932 3,962

5
消費生活相談件数 担当課調査

件 2500 2,727 2,847 3,177

成果
○見守りカメラ等の管理・運用により、犯罪の未然の防止や早期解決につながり、街頭犯罪件数が減少しました。
〇新型コロナ関連で増加した消費生活相談内容は、「マスクや消毒液」の在庫不足により、価格が一時的に高騰したこと
や

2

身に覚えのない商品の

0

送り付け、旅行または

2

結婚式のキャンセル料

1

トラブルなど幅広く、

年

ＨＰ、くらしの安心メ

度

ール、
くらしの情報を

政

活用して、事例などの

策

情報発信を行いました

評

。
○啓発講座やくらし

価

の安心メールをとおし

（

て、契約のトラブルや

施

被害を未然に防ぐため

策

の情報発信ができまし

の

た。
〇こども110番

方

の家の協力軒数が74

向

00軒を超えるととも

性

に、小学校１年生への

）

防犯ブザー、啓発グッ

シ

ズの配布を行い、地
域

ー

における児童生徒の安

ト

全確保が進みました。

（

また、南部地域では小

2

学生対象のICTを活

0

用した見守りサービス

2

を開始し
、児童が安心

0

、安全に地域で過ごせ

年

る環境整備が進みまし

度

た。

問題点・今後想定

実

される事項
○見守りカ

施

メラについて増設を要

分

望する声があります。

）

また、令和3年度・令

章

和4年度にリース契約

第

が満了することから、
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2 章 安全に安心して暮らせるまちづくり 総計掲載頁 65
施策名 ４．暮らしの安全対策の充実 担当部局 都市基盤部

施策の (3)交通安全意識の向上を図ります
関連部局

方向性

事業名 実施内容

か
っ
た
事
業

影
響
度
の
大
き

交通安全啓発事業　 コロナ禍のため、対面での交通安全教室は自粛しましたが、教材の配布

やDVD等の貸出し、オンライン形式などの代替手法で実施しました。

2022 実績値の推移
指標名 指標の出典 単位 年度 2018 2019 2020 2021 2022

目標値 年度 年度 年度 年度 年度

1
交通安全教室等参加者のべ人数 市政年鑑

人 増加 28,176 32,393 607

2
豊中市内の交通事故件数 豊中の交通事故

件 減少 1,061 966 912

3

4

5

成果
○豊中市内の交通事故発生件数は、平成23年をピークに減少傾向にあります。
○交通安全教室をオンライン形式で実施した学校では、生徒が楽しそうに受講していました。
○平成27年度(2015年度)と平成30年度（2018年度）の「豊中市通学路交通安全プログラム」に基づき、関係機関と連携し
対策を進めることができました。

問題点・今後想定される事項
○コロナ禍が続けば、交通安全教室では、対面形式の教室ほか、模擬道路や自転車シミュレーターを使った体験型教育も
困難になります。また、交通安全街頭啓発では、声掛けや啓発グッズの配布が困難にな

2

ります。

今後の方針
○

0

交通安全教室では、こ

2

ども園・小学校等に対

1

し、警察や市と連携し

年

た実施を働きかけると

度

ともに、コロナ禍での

政

代替手
法として、オン

策

ライン形式や動画等の

評

視聴覚教材の活用も案

価

内していきます。
○交

（

通安全街頭啓発では、

施

警察など関係機関と連

策

携し、コロナ禍での声

の

掛けの代替手法として

方

、プラカード等を活用

向

して
実施していきます

性

。
○「豊中市通学路交

）

通安全プログラム」に

シ

基づき、関係機関と連

ー

携し、交通安全対策を

ト

進めていきます。また

（

、令和３年
度には新し

2

いプログラムを策定し

0

ます。

施策の方向性の

2

進捗状況
2018年度

0

2019年度 2020

年

年度 2021年度 20

度

22年度

A A A

実施分）
章 第

56



3

れており、環境活動お

 

よび環境学習の交流拠

章

点として、環境の観点

 

からSDGsを推進し

活

ていく地域
に密着した

力

施設となっています。

あ

問題点・今後想定され

る

る事項
○環境行動に対

快

する関心の薄い市民、

適

特に次世代の担い手と

な

なる子育て世代や若年

ま

層に対し、どのように

ち

働きかけるかと
ともに

づ

、環境分野以外で活動

く

されている市民・市民

り

団体との協働の推進が

総

課題となっています。

計

今後の方針
〇とよなか

掲

市民環境展の内容の充

載

実を図ります。
〇令和

頁

２年度に実施した中間

6

評価の結果を踏まえ、

8

環境交流センターのよ

、

り効果的、効率的な運

6

用の検討を進めていき

9

ま
す。
○環境行動に対

施

する関心の薄い市民、

策

特に次世代の担い手で

名

ある若年層へのきっか

１

けづくりとなる事業を

．

検討します。
○SDG

快

ｓを意識しながら、環

適

境分野以外の活動をし

な

ている市民・市民団体

都

等との協働を進め、活

市

動者の幅を広げます。

環

○コロナ禍における効

境

果的な事業実施手法（

の

WEB・対面等）につ

保

いて検討を進めます。

全

施策の方向性の進捗状

・

況
2018年度 201

創

9年度 2020年度 2

造

021年度 2022年

担

度

A A A

当部局 環境部

施策の (1)環境政策を推進するための総合的なしくみづくり
関連部局

方向性 を進めます

事業名 実施内容

か
っ
た
事
業

影
響
度
の
大
き

とよなか市民環境展 普段環境活動に関わっていない方が環境活動を始めるきっかけづくりの

場として「とよなか市民環境展」をNPOと共催しました。

環境交流センター運営管理 地球環境の保全等に関する活動のために交流の場を提供しました。

環境関連講座等の開催および啓発を実施しました。

2022 実績値の推移
指標名 指標の出典 単位 年度 2018 2019 2020 2021 2022

目標値 年度 年度 年度 年度 年度

1
環境に関するイベントの参加者数 とよなかの環境

人 45000 24,624 26,676 2,926

2
環境交流センター（環境学習施設）の来館者数 年度報告書

人 18000 18,458 18,354 9,822

3

4

5

成果
〇「とよなか市民環境展」においては、新型コロナ対策として会場を変更し規模を縮小して実施しましたが、WEBやSNSな
ども活用し、「新しい生活様式で、今できることを」をテーマに、出展団体が日ごろの活動や事業の成果を披露したり、
他市の活動や施設の紹介を行いました。来場者からは、「コロナ禍での開催に意義があった」「見応えがあった」

2

など来
場者に環境問題

0

を身近に感じてもらう

2

ことが出来た結果、環

1

境問題に関する意識を

年

向上させることができ

度

ました。
〇環境交流セ

政

ンターは、令和2年度

策

（2020年度）に中

評

間評価を実施し、「問

価

題のない管理運営状況

（

である」と評価されま

施

した。新型コロナの影

策

響で来館者数が大幅に

の

減少しましたが、WE

方

B会議システムや動画

向

配信などのデジタル関

性

連手法を取
り入れるな

）

ど、コロナ禍の状況に

シ

対応しながら、指定管

ー

理者の特性を活かした

ト

管理運営を実施しまし

（

た。また、市民のニ
ー

2

ズに応える事業を実施

0

するとともに、地域活

2

動団体との連携やSD

0

Gsを意識した事業を

年

進めた結果、市民アン

度

ケートでは
「様々なイ

実

ベントが実施され、学

施

習になるものが盛りだ

分

くさん」「情報提供の

）

仕方が分かりやすい」

章

などの意見をいただ
く

第

など高い満足度が得ら
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3

う自粛生活が続く中、

 

農業体験や市民農園等

章

についての問い合わせ

 

が多くなり、
農業に対

活

する市民の意識が高ま

力

りました。

問題点・今

あ

後想定される事項
○市

る

街地として成熟してい

快

る豊中市では公園や緑

適

地など、公共のみどり

な

の大幅な増加は難しく

ま

なっています。
〇農業

ち

者の高齢化や後継者不

づ

足のため、農地転用が

く

年々増加傾向にありま

り

す。また、2022年

総

に生産緑地の営農30

計

年が期限
を迎え、買取

掲

申出が増加する恐れが

載

あり、農地面積の減少

頁

が懸念されます。
〇地

6

域清掃活動を行ってい

9

る方の高齢化が顕著と

、

なっていること又、コ

7

ロナ禍による地域清掃

0

活動の不活性化が懸念

施

され
ます。
〇水路清掃

策

については直営作業で

名

行っていますが、新型

１

コロナウイルス感染予

．

防対策のため多段階な

快

消毒作業等の実施に
よ

適

り作業が計画通り実施

な

できない可能性があり

都

ます。

今後の方針
○既

市

存の公園や緑地の適正

環

な維持管理を行うとと

境

もに、みどりの質の向

の

上と活用を図り、みど

保

りを活かした安全で快

全

適な
暮らしの実現を推

・

進します。
〇地域懇談

創

会等実施し、「都市農

造

地の貸借の円滑化に関

担

する法律」についてや

当

、市の施策のついて農

部

業者へ周知し、農業
経

局

営の安定的な継続を図

環

ります。
〇新型コロナ

境

ウィルス感染防止を考

部

慮した地域清掃活動の

施

あり方を策定し、ホー

策

ムページや広報とよな

の

か等で広く団体に
向け

(

て地域清掃活動のため

2

のPRを行っていきま

)

す。
〇水路清掃につい

自

ては、事前調査を行い

然

、優先度の高い箇所か

環

ら作業実施できるよう

境

計画を立て作業を進め

や

ていきます。

施策の方

都

向性の進捗状況
201

市

8年度 2019年度 2

の

020年度 2021年

み

度 2022年度

B B B

どりを身近に感じられる快適
関連部局

都市活力部、環境部、都
市基盤部

方向性 な環境づくりを進めます

事業名 実施内容

か
っ
た
事
業

影
響
度
の
大
き

緑化推進事業 緑化樹の配付や生垣緑化助成交付制度の活用など、身近なみどりの保全

や緑化活動の推進を実施しました。

市民農園 土に親しみ余暇を楽しむ場を市民に提供し、農地の保全・活用を行いま

した。

地域美化活動事業 地域住民等が実施する地域の清掃活動に対し、清掃用具の貸与や清掃ご

みの回収などの支援を行い、美しいまちづくりを推進しました。

2022 実績値の推移
指標名 指標の出典 単位 年度 2018 2019 2020 2021 2022

目標値 年度 年度 年度 年度 年度

1
市民一人あたりの公園緑地面積 担当課調査

㎡/人 7.17 7.13 7.13 7.08

2
みどり率（5年ごと調査） 担当課調査

% 26.3 25.7

3
農地面積 担当課調査

㎡ 540000 624,084 602,236 581,782

4
アダプト制度による美化活動の協定数 担当課調査

団体 28 24 24 24

5
水路清掃延長距離 担当課調査

m 80000 73,720 68,938 63,467

成果
○人口の増加に伴い、市民1人当たりの公園緑地面積がやや減少していますが、

2

開発行為に伴う公園整

0

備により公園自体
の面

2

積は増加しています。

1

○緑化樹配付や生垣緑

年

化助成などにより、民

度

有地等への緑化を推進

政

しました。緑化重点地

策

区に定める市南部地域

評

に対する
緑化施策拡充

価

の検討を行いました。

（

（2020年度は、み

施

どり率調査なし）
〇ふ

策

れあい緑地の魅力向上

の

を図り、公園でくつろ

方

ぐ時間の提供によりみ

向

どりを身近に感じる機

性

会の創出を図るため、

）

民間
事業者によるカフ

シ

ェ等飲食店舗の整備・

ー

運営の公募を実施しま

ト

した。
〇市と団体が清

（

掃に関する役割につい

2

て覚書を締結するアダ

0

プト活動団体の締結数

2

は,高齢化による地域

0

でのボランティ
ア活動

年

の鈍化が懸念される中

度

、市内事業者への清掃

実

活動調査や広報とよな

施

かを通じて呼びかけを

分

行った結果、現状を維

）

持
することができまし

章

た。
〇新型コロナウイ

第

ルス感染症の拡大に伴
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3

業所等に対する指導啓

 

発などの取り組みを進

章

め、PM2.5や光化

 

学オキシダントなど、

活

豊中市だけ
では目標達

力

成が難しい問題につい

あ

ては、大阪府や国に積

る

極的な働きかけを行い

快

ます。
○航空機騒音に

適

ついては、大阪国際空

な

港周辺都市対策協議会

ま

等を通じて、国や空港

ち

運営会社、航空会社等

づ

に対する低騒音
機の導

く

入促進や制度の拡充な

り

どの環境･安全対策の

総

充実を要望します。
○

計

共同利用施設の再編に

掲

ついて、管理運営委員

載

会と協議を進めます。

頁

施策の方向性の進捗状

7

況
2018年度 201

0

9年度 2020年度 2

施

021年度 2022年

策

度

B B B

名 １．快適な都市環境の保全・創造 担当部局 環境部

施策の (3)環境汚染防止対策など生活環境の改善を進めます
関連部局

都市活力部

方向性

事業名 実施内容

か
っ
た
事
業

影
響
度
の
大
き

環境保全関係業務 市内の大気汚染、水質汚濁、騒音・振動に係る公害の状況を把握し、公

害防止に必要な措置を講じます。

公害関係窓口・相談業務 市内の大気汚染、騒音・振動、水質汚濁、土壌汚染などの公害に関する

届け出等の相談ならびに受付を行います。

空港周辺対策事業 大阪国際空港周辺都市対策協議会等を通じて、国や空港運営会社、航空

会社等に対する環境･安全対策を要望しました。

2022 実績値の推移
指標名 指標の出典 単位 年度 2018 2019 2020 2021 2022

目標値 年度 年度 年度 年度 年度

1
大気の環境基準達成状況 とよなかの環境

% 100 88 88

2
水質の環境基準達成状況 とよなかの環境

% 100 97.4 97.2

3
道路騒音の環境基準達成状況 とよなかの環境

% 100 94.1 95 94.5

4
航空機騒音の環境基準達成状況 とよなかの環境

% 100 0 0

5
ダイオキシン類の環境基準達成状況 とよなかの環境

% 100 100 100 100

成果
○豊中市での環境基準達成状況は、航空機騒音を除き、ほぼ良好な状態を保っています。
○航空機騒音については、新型コロナウイル

2

スの影響を受けた減便

0

により騒音値が減少し

2

ましたが、大きく減便

1

した時期
以外は環境基

年

準を達成していない状

度

況です。また、遅延便

政

発生抑制対策の要望を

策

契機に、航空会社によ

評

る遅延便対策が強
化さ

価

れ、新型コロナウイル

（

ス発生以前の2019

施

年9月から遅延便が減

策

少しています。
○地元

の

主体により、花畑の整

方

備や開放イベントの開

向

催などの緩衝緑地の有

性

効活用を進めました。

）

問題点・今後想定され

シ

る事項
○航空機騒音に

ー

ついては、環境基準の

ト

達成に向けた取組みと

（

ともに、航空機騒音対

2

策区域内の騒音による

0

被害の防止又は
軽減に

2

向けた制度の拡充が求

0

められます。
○関西３

年

空港懇談会など、今後

度

、継続的に議論される

実

関西３空港の位置づけ

施

や役割、新たな課題や

分

取組みを踏まえて、施

）

策を展開する必要があ

章

ります。

今後の方針
○

第

目標達成に向けて、事

59
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3

暖化を起因とした気候

 

変動については、豊中

章

市域での取組みを進め

 

るとともに近隣自治体

活

と広域的に取り組むこ

力

とを考えていく必要が

あ

あります。
〇気候変動

る

の影響に起因して、昨

快

今、頻繁に発生してい

適

る大型台風等の影響に

な

よる災害等へのリスク

ま

を回避・低減するた
め

ち

に温室効果ガスを抑制

づ

していく必要があり、

く

また熱中症の対応など

り

適応策を検討する必要

総

があります。
○脱炭素

計

社会の実現に向けて、

掲

ゼロカーボンシティを

載

めざす施策・事業を国

頁

や府との連携により加

7

速的に実施することが

2

見込まれます。
○新型

施

コロナの対応で生活様

策

式、仕事のあり方が変

名

わり、家庭や業務での

２

消費電力量を把握・分

．

析する必要があります

低

。

今後の方針
○地球温

炭

暖化を起因とした気候

素

変動について、豊中市

・

域での取組みに加え、

循

近隣自治体との広域的

環

な取組みを進めます。

社

〇2050年までに温

会

室効果ガス排出量を実

の

質ゼロをめざすため、

構

「第2次豊中市地球温

築

暖化防止地域計画」を

担

１年前倒して
中間見直

当

しを行い、再生可能エ

部

ネルギーの導入促進、

局

CO2排出量と吸収量

環

の均衡を図るカーボン

境

オフセット事業などを

部

進
めていきます。また

施

、市民・事業者・行政

策

が「自分事」として問

の

題意識を持ち、身近な

(

ところから行動し、継

1

続してもら
えるよう、

)

動画やSNSを活用し

低

た周知を行っていきま

炭

す。
〇市役所の事務事

素

業については、ゼロカ

社

ーボンシティに向けた

会

市民・事業者の率先垂

の

範となるようCO2排

実

出抑制を積極的
に取り

現

組む再生可能エネルギ

に

ー導入アクションプラ

向

ン、豊中市公用車のP

け

HV・EV・FCV車

た

等の導入アクションプ

取

ラン及び豊
中市木材利

組

用基本方針を策定する

み

とともに、引き続き「

を

環境推進員作業部会（

進

エコタン集会）」の開

め

催や地球温暖化対策
通

ま

信の発行などを通じて

す

職員の意識の向上を図

関

ります。

施策の方向性

連

の進捗状況
2018年

部

度 2019年度 202

局

0年度 2021年度 2

方

022年度

B B A

向性

事業名 実施内容

か
っ
た
事
業

影
響
度
の
大
き

地球温暖化防止地域計画の推進 市民向け地球温暖化対策省エネ推進事業、家庭向け各種補助金交付制度

、吹田市との電力のグループ購入事業を実施しました。

地球温暖化対策実行計画の推進 環境推進員作業部会の開催、地球温暖化対策通信の発行、豊中市電力の

調達に関する環境配慮方針の運用・更新等を行いました。

2022 実績値の推移
指標名 指標の出典 単位 年度 2018 2019 2020 2021 2022

目標値 年度 年度 年度 年度 年度

1
市民一人当たりの温室効果ガス排出量平成2年 とよなかの環境

% -23.5 -17.6 -21.8
度（1990年度）比

2
市役所の事務事業から排出される温室効果ガス とよなかの環境

% -22.8 -22.1 -22.7
排出量平成25年度（2013年度）比

3

4

5

成果
○吹田市と「地球温暖化対策に資する自治体間連携・協力に関する協定」を締結し、自然由来の電力への切替を促進する
「電力のグループ購入事業（EE電）」を実施しました。豊中市民の登録数は約600件あり、そのうち約50件の方が再生可
能エネルギーの比率の高い電力に切り替えられるなど再生可能エネル

2

ギーの普及促進につな

0

がりました。
○吹田市

2

と気候非常事態共同宣

1

言を行い、2050年

年

までに温室効果ガス排

度

出量を実質ゼロとする

政

「ゼロカーボンシティ

策

」に
取り組むことを表

評

明し、温暖化対策を広

価

域でも取り組むことと

（

しました。
〇地球温暖

施

化対策として、排出量

策

の多くを占める電気か

の

らの温室効果ガスを抑

方

制するため、市民向け

向

省エネ推進事業にお
い

性

て、SNSを活用して

）

省エネ行動を促す「せ

シ

ーのでエコ活！」を実

ー

施し、若年層に気軽に

ト

参加してもらい実践例

（

を周知す
ることで、ラ

2

イフスタイルの変容を

0

促しました。
○家庭向

2

けの省エネ、創エネ、

0

再エネ等の導入を促す

年

各種補助金交付制度を

度

実施し、各種補助金交

実

付制度を実施すること

施

で、豊中市域から排出

分

される温室効果ガスの

）

総排出量が抑制されま

章

した。

問題点・今後想

第

定される事項
〇地球温
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3

推進します。
○新型コ

 

ロナウイルス感染拡大

章

の状況により、家庭系

 

ごみ、事業系ごみの量

活

が変動することが考え

力

られるため、状況に応

あ

じた適切な施策を検討

る

します。
○事業系ごみ

快

の減量については、事

適

業系一般廃棄物の搬入

な

物展開検査及び搬入物

ま

目視検査を充実させる

ち

とともに、事業者
が2

づ

R（発生抑制・再使用

く

）を推進する上で、取

り

り組みやすい事例やコ

総

スト削減につながる情

計

報を提供し、ごみの減

掲

量を図
ります。

施策の

載

方向性の進捗状況
20

頁

18年度 2019年度

7

2020年度 2021

3

年度 2022年度

B B

施

A

策名 ２．低炭素・循環社会の構築 担当部局 環境部

施策の (2)循環型社会の構築に向けた取組みを進めます
関連部局

環境部

方向性

事業名 実施内容

か
っ
た
事
業

影
響
度
の
大
き

ごみ減量普及啓発事業 ・食品ロス削減を目的に、フードドライブを実施しました。

・Youtubeを活用し、環境に関する効果的な情報発信を行いました。

廃棄物関連計画の推進 事業系一般廃棄物の業種別の特色やごみ減量が可能な割合・量等を把握

するため、事業系ごみ排出実態調査を実施しました。

事業ごみ減量対策事業 ・多量排出事業所へ減量計画書の作成を指示しました。

・一般廃棄物の搬入物検査を実施し、適正処理を推進しました。

2022 実績値の推移
指標名 指標の出典 単位 年度 2018 2019 2020 2021 2022

目標値 年度 年度 年度 年度 年度

1
ごみの焼却処理量 担当課調査

t 99275 104,700 103,041 100,928

2

3

4

5

成果
○コロナ禍に伴う外出自粛時における家庭内での消費活動の増加等により、家庭系ごみ量（再生資源除く）は昨年度と比
較して1,214トン増加しましたが、事業活動の鈍化等により、事業系ごみ量（再生資源除く）は昨年度と比較して3,416ト
ン減少しました。それらの要因に加え、「ソーシャルメディア」の活用等によるごみ減量普及啓発

2

の実施や、食品ロスの

0

削減に向けた事業者と

2

のフードドライブ事業

1

の拡充により、ごみの

年

焼却処理量は昨年度と

度

比較して2,113ト

政

ン減少しまし
た。

問題

策

点・今後想定される事

評

項
○食品ロス問題につ

価

いては、昨年度実施し

（

た家庭系ごみ排出実態

施

調査から可燃ごみに含

策

まれる手つかず食品の

の

割合が増え
ていること

方

から、食品ロスのなか

向

でも特に手つかず食品

性

を削減する必要があり

）

ます。
○新型コロナウ

シ

イルス感染拡大により

ー

、事業系ごみ量が減少

ト

する一方で、家庭系ご

（

み量は増加しており、

2

今後も感染拡大
の状況

0

によりそれぞれのごみ

2

の量が変動することが

0

考えられます。

今後の

年

方針
○食品ロス削減に

度

ついては、令和3年（

実

2021年）3月策定

施

の「大阪府食品ロス削

分

減推進計画」を踏まえ

）

、「食品ロス削減推
進

章

計画」を策定し、その

第

計画に基づき取組みを
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3

の起こりやすい老朽化

 

した上下水道施設を災

章

害や事故に強い施設に

 

改築更新しました。
○

活

服部天神駅前広場整備

力

事業に向け、地権者等

あ

の協力を得ながら建物

る

調査等を進め実施設計

快

に反映することにより

適

、補償
交渉を円滑に進

な

めることが可能になり

ま

ました。

問題点・今後

ち

想定される事項
○住宅

づ

の耐震化に向けた取り

く

組みについては、法的

り

な強制力がないことや

総

、旧耐震基準の木造住

計

宅の所有者が高齢化し

掲

て
おり、耐震改修工事

載

を実施するための経済

頁

的負担が大きく、計画

7

的に耐震化を進めるこ

4

とは容易ではありませ

施

ん。
○新型コロナウイ

策

ルスの感染拡大の状況

名

により地権者等と面談

３

ができないなど事業進

．

捗に影響する恐れがあ

都

ります。また
、神崎川

市

駅周辺まちづくりにつ

基

いては、関係機関との

盤

合意形成が不可欠とな

の

っています。
○節水型

充

社会の進展等に伴う水

実

需要の減少により厳し

担

い経営環境が続く中、

当

地震対策や施設の改築

部

更新などの諸課題に対

局

応していくため、安定

都

的な財源の確保が不可

市

欠となっています。
○

計

借家人の中で調査に応

画

じて頂けない方が数名

推

おられるため、補償交

進

渉が長引き事業スケジ

部

ュールに遅れをきたす

施

恐れが
あります。

今後

策

の方針
○耐震化促進に

の

関する取り組みの普及

(

啓発は、さらに必要と

1

する人に情報が届くよ

)

うに、「豊中市住宅・

安

建築物耐震改修
促進計

心

画」の中間検証も踏ま

し

えながら効果的・効率

て

的な手法で実施してい

暮

きます。
○庄内・豊南

ら

町地区住宅市街地総合

せ

整備事業において、対

る

面を極力控えるなど新

市

型コロナウイルス感染

街

防止に配慮し、事
業を

地

進めます。また、神崎

の

川駅周辺まちづくりに

形

ついては、構想の策定

成

及び事業化の検討を進

を

めます。
○上下水道の

進

充実を進捗管理してい

め

る「第２次とよなか水

ま

未来構想」に示す施策

す

を進めます。
○補償交

関

渉時においては、地権

連

者と情報を密に連携し

部

ながら進めます。

施策

局

の方向性の進捗状況
2

都

018年度 2019年

市

度 2020年度 202

計

1年度 2022年度

A

画

A A

推進部、上下水
道局

方向性

事業名 実施内容

か
っ
た
事
業

影
響
度
の
大
き

耐震補助事業 昭和56年以前に建築の住宅や特定建築物の耐震診断、木造住宅の耐震設

計・改修、除却、CB塀等撤去の費用に対して一部を補助しました。

庄内・豊南町地区住宅市街地総合整備事 庄内・豊南町地区で不足している道路等の公共施設の整備や木造住宅等

業 の除却に関する補助、神崎川駅周辺まちづくりの検討を行いました。

服部天神駅周辺地区整備（都市再開発事 服部天神駅前広場整備に向けて関係地権者等と協議・調整を進め、街路

業費） 事業及び土地区画整理事業認可取得のため実施設計等を行いました。

2022 実績値の推移
指標名 指標の出典 単位 年度 2018 2019 2020 2021 2022

目標値 年度 年度 年度 年度 年度

1
木造住宅耐震改修補助金・木造住宅除却補助金 実績値

件 85 60 95 47
の交付件数

2
地震時等に著しく危険な密集市街地地区数（庄 大阪府密集市街地

地区 9 11
内・豊南町地区） 整備方針

3
老朽水道管路解消率 第２次とよなか水

％ 25 9.3 15 21.7
未来構想実行計画

4
水道管路耐震適合率 第２次とよなか水

％ 34.8 30.8 32.3 33.8
未

2

来構想実行計画

5
下水

0

道管路老朽化対策達成

2

率 第２次とよなか水
％

1

100 20.6 50.

年

8 61.9
未来構想実

度

行計画

成果
○耐震診断

政

・耐震設計・耐震改修

策

補助については、コロ

評

ナ禍の影響で事業の機

価

運が高まらず、郵送に

（

よる手続きも可能と
し

施

ましたが補助件数は減

策

少しました。震災対策

の

木造住宅除却補助は補

方

助件数35件と例年並

向

みであり、住宅の耐震

性

化率の向
上に寄与しま

）

した。
○道路等の公共

シ

施設の整備のほか、木

ー

造住宅等の除却費補助

ト

を実施することにより

（

、庄内・豊南町地区の

2

不燃化促進に寄
与しま

0

した。新型コロナウイ

2

ルスの影響で道路等の

0

整備に伴う地権者と面

年

談ができない期間など

度

がありましたが、郵送

実

な
ど連絡手段の工夫に

施

より事業を進めました

分

。また、関係機関と調

）

整をしながら神崎川駅

章

周辺まちづくりの検討

第

を進めまし
た。
○事故
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3

ログラム」に基づき、

 

関係機関と連携し対策

章

を進めました。

問題点

 

・今後想定される事項

活

〇都市計画道路整備事

力

業は、今後の整備推進

あ

路線の選択が必要です

る

。
〇歩道改良整備事業

快

は、「歩道改良実施計

適

画（改訂版）」に基づ

な

き令和2年度(202

ま

0年度）までの計画で

ち

したが、財源不足
のた

づ

め実施期間を延長する

く

にあたり、今後の進め

り

方の検討が必要です。

総

〇住居地区バリアフリ

計

ー整備事業は完了しま

掲

すが、バリアフリー化

載

の推進は恒久的な施策

頁

が必要です。
〇放置自

7

転車対策については、

4

市単独の対策では限界

施

があり、市民の協力は

策

もちろんのこと鉄道事

名

業者や商業関係者など

３

の関係機関との連携が

．

必要です。

今後の方針

都

〇穂積菰江線は道路工

市

事、照明工事、植栽工

基

事を実施し、令和3年

盤

（2021年）7月に

の

開通式を開催する予定

充

です。また曽根
島江線

実

は整備工事に向けて用

担

地買収を実施します。

当

〇利倉橋は仮橋の撤去

部

、取付け道路の整備、

局

照明工事及び橋の西側

都

交差点の安全対策のた

市

め信号設置工事を行い

基

、令和3
年（2021

盤

年）7月に全ての工事

部

を完了します。
〇住居

施

地区バリアフリー整備

策

事業は完了し、今後は

の

「バリアフリー化推進

(

事業」として平成30

2

年(2018年)のバ

)

リアフリー
法改正に基

安

づき移動等円滑化促進

全

方針と地区構想を策定

で

します。
〇民間駐輪場

安

整備助成事業の促進を

心

図ります。また、放置

し

自転車の撤去、啓発を

て

強化します。

施策の方

移

向性の進捗状況
201

動

8年度 2019年度 2

で

020年度 2021年

き

度 2022年度

A A A

る総合的なみちづくり、
関連部局

財務部、都市計画推進部
、都市基盤部

方向性 交通環境づくりを進めます

事業名 実施内容

か
っ
た
事
業

影
響
度
の
大
き

都市計画道路整備事業・歩道改良整備事 穂積菰江線の用地買収と整備工事及び曽根島江線の用地買収、並びに曽

業 根箕面線の歩道改良工事を実施しました。

住居地区バリアフリー整備事業 螢池小学校外4小学校校区で整備工事を実施しました。

交通安全啓発事業・放置自転車等対策事 「通学路交通安全プログラム」に基づき、対策を行いました。また、利

業 便性の良い駐輪場の確保及び効率的な移動保管を行いました。

2022 実績値の推移
指標名 指標の出典 単位 年度 2018 2019 2020 2021 2022

目標値 年度 年度 年度 年度 年度

1
都市計画道路整備率　 担当課調査

％ 88 87.5 87.8 87.8

2
歩道改良整備延長　 担当課調査

Ｋｍ 23 17 17.3 17.6

3
住居地区バリアフリー化の進捗率 担当課調査

％ 100 75 87.5 100

4
通学路交通安全プログラムを実施中の小学校の 担当課調査

％ 100 100 100 100
割合

5
市内各駅周辺の放置自転車数 駅周辺の自転車等

台 減少 321 278 296
台数調査

成果
〇穂積菰江線は整備工事を実施し

2

、令和3年（2021

0

年）7月に全線開通の

2

見込みであるとともに

1

、曽根島江線は整備工

年

事に
向けて事業着手し

度

、安心・安全なみちづ

政

くりにつながりました

策

。
〇利倉橋の架け替え

評

工事を実施し、令和3

価

年（2021年）3月

（

31日に新橋の開通式

施

を行い、安心・安全な

策

みちづくりにつなが
り

の

ました。
〇曽根箕面線

方

の改良工事を実施し、

向

安全で安心して移動で

性

きる歩行空間ができま

）

した。
〇螢池小学校外

シ

4小学校校区のバリア

ー

フリー化整備工事を実

ト

施し、安全で安心して

（

移動できる歩行空間が

2

できるとともに
、住居

0

地区バリアフリー整備

2

事業は計画どおり市内

0

全域での事業が完了し

年

ました。
〇放置自転車

度

数は平成23年（20

実

11年)より減少して

施

おり、駐輪場の料金改

分

定や啓発活動の強化な

）

ど、利便性の向上を図

章

っ
た成果が出ました。

第

〇「通学路交通安全プ
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3 章 活力ある快適なまちづくり 総計掲載頁 75
施策名 ３．都市基盤の充実 担当部局 都市基盤部

施策の (3)マイカーに頼らなくても移動できる交通体系の整
関連部局

都市基盤部

方向性 備をめざします

事業名 実施内容

か
っ
た
事
業

影
響
度
の
大
き

交通対策事業 関係機関や事業者との連携・調整により、交通体系の円滑化を進めまし

た。

公共交通改善事業 「公共交通改善計画」に基づく具体的な施策を実施および準備を進め、

持続可能な公共交通の構築を図りました。

2022 実績値の推移
指標名 指標の出典 単位 年度 2018 2019 2020 2021 2022

目標値 年度 年度 年度 年度 年度

1
阪急電鉄・大阪モノレール・北大阪急行電鉄市 豊中市統計書　　

人 450000 411,610 417,542 420,577
内各駅乗降員数（1日平均） 　（前年度調査）

2
市内の交通空白地 公共交通改善計画

ｋ㎡ 0 0.31 0.02 0.02
に基づき算出

3
デマンド型乗合タクシー利用者数 事業者報告値

人/日 20 8.5 7.7

4
東西軸バスの利用者数 事業者報告値

人 113150

5
シェアサイクル利用回数 事業者報告値

回 75000 7,386 48,910

成果
〇マイカーに頼らなくても移動できる交通体系の整備を図るため、「公共交通改善計画」に基づく、具体的な施策として
東西軸バスおよび南部地域デマンド型タクシーの運行にかかる準備、令

2

和元年10月より運行

0

している西部地域デマ

2

ンド型
タクシーの運行

1

改善、公共交通を補完

年

するシェアサイクルポ

度

ートの増設を実施しま

政

した。

問題点・今後想

策

定される事項
〇人口減

評

少、少子高齢化の進展

価

など、交通環境の変化

（

を踏まえ、現状および

施

将来的な市民ニーズの

策

把握が必要です。
〇関

の

係機関や事業者との課

方

題意識の共有、施策に

向

対する合意形成が必要

性

です。

今後の方針
〇「

）

マイカーに頼らなくて

シ

も移動できる交通体系

ー

の整備」を実現するた

ト

め、「公共交通改善計

（

画」に基づく施策の推

2

進お
よび評価改善に取

0

り組みます。
〇交通問

2

題対策やノーマイカー

0

デーの推進およびノン

年

ステップバス導入促進

度

を行います。

施策の方

実

向性の進捗状況
201

施

8年度 2019年度 2

分

020年度 2021年

）

度 2022年度

B A A

章 第
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3

題点・今後想定される

 

事項
○千里中央地区再

章

整備については、土地

 

区画整理事業などの詳

活

細検討や、道路上空利

力

用などを可能とするた

あ

め、立体道路
制度の検

る

討などが必要です。豊

快

中・岡町地区について

適

は、まちづくりにかか

な

る基本方針の策定から

ま

20年余りが経過し環

ち

境
が著しく変化してい

づ

るため、現状に合った

く

まちづくりの推進が必

り

要です。
〇将来的な人

総

口減少や少子高齢化社

計

会における効率的な都

掲

市機能サービスの維持

載

や、事業所集積地での

頁

住工混在防止が課
題で

7

あり、居住・都市機能

6

・産業の適切な土地利

施

用誘導が求められます

策

。また、自然災害に対

名

応するため、防災まち

４

づく
りに向けた課題抽

．

出や対策の検討が求め

魅

られています。
○就航

力

都市との文化・スポー

的

ツ・産業等の交流事業

な

について、コロナ禍も

住

含め効果的な事業のあ

環

り方の検討が必要です

境

。
○大阪国際空港周辺

の

地域整備構想の策定に

形

向けて、関係機関との

成

協議や地元住民への丁

担

寧な説明が必要です。

当

今後の方針
○千里中央

部

地区については、今後

局

も再整備に向けた取組

都

みを継続し、土地区画

市

整理事業の手続きに向

計

けた協議・調整を行
い

画

ます。
○令和3年度、

推

豊中地区では素案をも

進

とにワークショップ等

部

を行い、地域のご意見

施

も参考に構想策定を進

策

めます。
〇立地適正化

の

計画の届出制度の運用

(

や産業振興施策との連

1

携により、居住・都市

)

機能・産業の適切な土

地

地利用誘導を進め
ると

域

ともに、防災まちづく

特

りに向けた検討を進め

性

ます。
○空港及び周辺

を

地域の活性化に向けて

生

、交流事業のあり方や

か

コロナ禍における開催

し

手法等について検討し

た

、引き続き、就
航都市

都

との交流事業や空港イ

市

ベントへの参画等を行

の

います。
○関係機関と

拠

の協議や市民説明会、

点

パブリックコメントを

づ

経て、大阪国際空港周

く

辺地域整備構想を策定

り

します。

施策の方向性

を

の進捗状況
2018年

進

度 2019年度 202

め

0年度 2021年度 2

ま

022年度

B B B

す
関連部局

都市経営部、都市活力部
、都市計画推進部

方向性

事業名 実施内容

か
っ
た
事
業

影
響
度
の
大
き

千里中央地区再整備 平成30年度に作成した「千里中央地区活性化基本計画」の実現に向け、

事業者と土地区画整理事業の概略検討を行いました。

都市・地域拠点の活性化の推進 岡町東地区都市再生整備計画に基づき補助金の申請を行いました。また

、豊中駅周辺の再整備構想素案の作成を行いました。

空港を活かしたまちづくり推進事業 大阪国際空港就航都市との交流事業による連携強化、空港イベントへの

参画などの空港及び周辺地域の活性化について取り組みました。

2022 実績値の推移
指標名 指標の出典 単位 年度 2018 2019 2020 2021 2022

目標値 年度 年度 年度 年度 年度

1
千里中央駅の乗降員数（1日平均） 豊中市統計書（前

人 維持 131,579 133,584 133,118
年度調査）

2
豊中駅の乗降員数（１日平均） 豊中市統計書（前

人 維持 47,953 47,500 47,483
年度調査）

3
庄内駅の乗降員数（1日平均） 豊中市統計書（前

人 維持 28,301 28,119 28,243
年度調査）

4
大阪国際空港の旅客数 関西エアポート調

2

千人 増加 16,299

0

15,765 5,81

2

2
査

5

成果
○千里中央

1

地区の土地区画整理事

年

業に向けた事業者との

度

協議・調整について、

政

合意形成のための協議

策

会を開催し、意見交
換

評

の充実を図りました。

価

○豊中地区では、豊中

（

駅前まちづくり推進協

施

議会等の地域の方々と

策

豊中駅前の再整備につ

の

いて協議を行いました

方

。また、
過年度の駅前

向

に関する調査をもとに

性

「豊中駅前周辺再整備

）

構想」素案を作成しま

シ

した。
○コロナ禍の中

ー

、メルマガやデジタル

ト

サイネージ、豊中まつ

（

りにおける就航都市情

2

報の発信の充実に取り

0

組むとともに、
空港施

2

設の見学会や空港写真

0

展を開催し、多くの人

年

に空港の魅力を伝える

度

ことができました。
○

実

大阪国際空港周辺地域

施

の整備状況や整備のあ

分

り方などの課題を踏ま

）

えて、大阪国際空港周

章

辺地域整備構想（素案

第

）を策
定しました。

問
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ィネット住宅のニーズ

 

が高まっていくことが

章

想定されます。
○市営

 

住宅入居者の高齢化が

活

進んでいることと、階

力

段室型の高層階の住戸

あ

は応募者が少ない状況

る

が続いていることから

快

、
豊中市営住宅長寿命

適

化計画に沿って順次建

な

替えを行う必要があり

ま

ます。

今後の方針
○居

ち

住支援協議会において

づ

、不動産事業者や福祉

く

事業者に向けたセミナ

り

ーを実施するなど、住

総

宅確保要配慮者が円滑

計

に民
間賃貸住宅へ入居

掲

できるための取組みを

載

充実させていきます。

頁

○令和2年度に実施し

7

た住宅ストック基礎調

7

査の結果より、住宅セ

施

ーフティネットの充実

策

、高経年マンションの

名

維持管理
、管理不全空

４

き家等への対策が課題

．

として示されたことか

魅

ら、住宅マスタープラ

力

ンの見直しを行うとと

的

もに、豊中市マン
ショ

な

ン管理適正化推進計画

住

を作成します。
○コロ

環

ナ禍の影響で、今後も

境

住居の確保が困難とな

の

る方が増加すると考え

形

られることから、市営

成

住宅の一時避難住戸の

担

提
供を継続します。
○

当

豊中市営住宅長寿命化

部

計画に沿って、計画修

局

繕および建替事業を適

都

切に実施します。
○三

市

世代同居・近居を促進

計

する補助事業を継続し

画

て実施します。

施策の

推

方向性の進捗状況
20

進

18年度 2019年度

部

2020年度 2021

施

年度 2022年度

B B

策

B

の (2)社会環境の変化に応じた住まいの確保を支援しま
関連部局

方向性 す

事業名 実施内容

か
っ
た
事
業

影
響
度
の
大
き

住宅セーフティネットの推進 住宅確保要配慮者が安心して住み続けられる住宅を確保するため、民間

賃貸住宅を活用した住宅セーフティネットの構築を推進しました。

市営住宅施設運営管理 市営住宅の適切な維持管理、入居者募集、家賃の決定・徴収などを行い

ました。

2022 実績値の推移
指標名 指標の出典 単位 年度 2018 2019 2020 2021 2022

目標値 年度 年度 年度 年度 年度

1
住宅確保要配慮者向け賃貸住宅の登録戸数 実績値

戸 増加 72 532 1,168

2
指定管理者による市営住宅管理運営業務の年度 担当課実施の年度

維持
評価 評価

3

4

5

成果
○住宅セーフティネット法に基づく住宅確保要配慮者向け賃貸住宅登録制度の周知により一定数の登録が進み、民間賃貸
住宅を活用した住宅セーフティネット構築に寄与するとともに、豊中市居住支援協議会において、住宅確保要配慮者の円
滑な入居を支援しました。また、協議会会員間の意見交換会として、コロナ禍における業務の変化や相談対応状況に関す
るヒアリングを実施し情報共有を図ることで、相談者への円滑な対応に寄与しました。協議会

2

主催セミナーについて

0

は、
コロナ禍により開

2

催を見合わせましたが

1

、協議会の取り組みや

年

住宅セーフティネット

度

制度等の動画を協議会

政

HPに掲載し、
理解し

策

やすい制度周知につな

評

がりました。
○コロナ

価

禍の影響による解雇等

（

により、住宅の退去を

施

余儀なくされている方

策

を対象に、豊中市営住

の

宅の空家を一時的に提

方

供し、2件の入居があ

向

りました。
○市営住宅

性

の管理については、公

）

募による次期指定管理

シ

者の選定を行い、岡町

ー

北住宅1・2棟の建替

ト

えについては、建設工

（

事に着手しました。
○

2

三世代同居・近居を促

0

進する補助事業を令和

2

2年7月1日より開始

0

し、令和2年度の補助

年

件数は20件でした。

度

問題点・今後想定され

実

る事項
○少子高齢化等

施

の社会情勢により、住

分

宅確保要配慮者は今後

）

も増加傾向にあるため

章

、民間賃貸住宅の空き

第

家を活用したセ
ーフテ
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3

周囲に影響を与える空

 

き家があることから、

章

空き家の所有者等に対

 

し、適切な維持管理と

活

ともに災害時の状況確

力

認の啓発を行う必要が

あ

あります。
〇地区まち

る

づくり条例に基づく活

快

動支援では10年以上

適

新規団体が現れていな

な

い一方で、地区計画等

ま

のルールづくりの取組

ち

みが広がりを見せてい

づ

ることを踏まえ、多様

く

な団体が活用しやすい

り

ものとなるよう活動支

総

援制度を見直す必要が

計

あります
。

今後の方針

掲

〇地区計画等推進事業

載

において、誰もが住み

頁

なれた地域で暮らしな

7

がら、良好な住環境を

7

継承していけるよう、

、

住民主体
のまちづくり

7

のルール策定等に向け

8

た啓発に取り組みます

施

。また、地区計画の決

策

定・変更に向け継続し

名

て取り組みます。
○管

４

理不全空き家の改善・

．

解消に向け、関連部局

魅

と情報共有、連携を図

力

りながら所有者等に助

的

言、指導を行うととも

な

に、
災害時も含めた空

住

き家の適切な維持管理

環

の啓発を行い、管理不

境

全空き家の未然防止に

の

も取り組みます。
〇よ

形

り多様な団体が活用し

成

やすいものとなるよう

担

、地区まちづくり活動

当

支援制度を見直し、啓

部

発活動と合わせて市民

局

主体
のまちづくり活動

都

の推進に取り組みます

市

。

施策の方向性の進捗

計

状況
2018年度 20

画

19年度 2020年度

推

2021年度 2022

進

年度

A A A

部

施策の (3)まちの魅力として継承される住環境づくりを進め
関連部局

財務部、都市計画推進部
、都市基盤部

方向性 ます

事業名 実施内容

か
っ
た
事
業

影
響
度
の
大
き

地区計画等推進事業 地区計画制度等に関する情報の提供や相談、専門家派遣や活動費助成を

行い、地域特性を反映した住民等によるルール作り等を支援しました。

建築基準法審査等事業 建築基準法に基づく確認、許可、認定の他、長期優良住宅建築等計画の

認定、建築物省エネ法に基づく適合審査等を行いました。

違反建築物等指導業務 違反建築等の発生抑止のための啓発及び是正に向けた指導、管理不全空

き家の所有者等に適切な維持管理の啓発、指導、助言等を行いました。

2022 実績値の推移
指標名 指標の出典 単位 年度 2018 2019 2020 2021 2022

目標値 年度 年度 年度 年度 年度

1
まちづくりのルール区域面積 実績値

ha 増加 276.2 290.4 322.63

2
長期優良住宅の累計件数 実績値

件 増加 2,368 2,650 2,902

3
低炭素建築物の累計件数 実績値

件 増加 56 80 95

4
管理不全空き家是正累計件数 実績値

件 増加 447 591 709

5

成果
〇地区計画等推進事業において、専門家のコンサルタント派遣や活動費助成などにより地

2

元支援を行うことで、

0

新千里北
町2 丁目地

2

区の地区計画策定につ

1

ながりました。
○建築

年

基準法審査等事業にお

度

いて、適正な審査等を

政

行うことにより、良質

策

な住環境の形成に寄与

評

しました。
○違反建築

価

物等指導業務において

（

、関係部局と情報共有

施

及び連携を図りながら

策

、管理不全空き家の所

の

有者等に適切な維持
管

方

理の啓発、指導、助言

向

を行い、管理不全空き

性

家の改善・解消に取り

）

組むことで良好な住環

シ

境づくりにつながりま

ー

した。

問題点・今後想

ト

定される事項
〇地区計

（

画等推進事業において

2

、誰もが住みなれた住

0

環境で暮らし続けるこ

2

とができるよう、まち

0

づくりのルールの策定

年

・変更時において、地

度

元での理解を図る必要

実

があります。
〇社会状

施

況の変化により策定さ

分

れた地区計画の見直し

）

が必要になることも考

章

えられます。
○災害時

第

に状況が大きく変化し
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第2回まちなみ
市民賞

 

）において、市民・事

章

業者が募集・選考・投

 

票による関わりを通じ

活

て景観の重要性を認識

力

し、良好な景観を大切

あ

に
する意識の醸成のた

る

め、どのように市民・

快

事業者の参加を促すか

適

が課題です。

今後の方

な

針
〇とよなか百景につ

ま

いては景観資源として

ち

さらなる共有化を図る

づ

ため、「景観めぐるん

く

マップ」を活用した周

り

知を行うと
ともに、都

総

市景観表彰事業の実施

計

を通じて、景観の重要

掲

性を感じ、自ら良好な

載

景観を大切にする意識

頁

の醸成に努めます。
〇

7

市民や事業者などが自

8

主的に周辺のまちなみ

施

と調和する計画を進め

策

られるよう、デザイン

名

相談の有効な活用に向

４

けたPR
方法等の検討

．

を行います。

施策の方

魅

向性の進捗状況
201

力

8年度 2019年度 2

的

020年度 2021年

な

度 2022年度

B A A

住環境の形成 担当部局 都市計画推進部

施策の (4)まちの魅力を高める都市景観づくりを進めます
関連部局

方向性

事業名 実施内容

か
っ
た
事
業

影
響
度
の
大
き

都市景観形成推進事業 都市景観形成推進地区の指定に取り組みました。また、とよなか百景の

PRとして「景観めぐるんマップ」を作成し公表しました。

景観法・都市景観条例に基づく景観指導 大規模建築物の新築等において、届出を義務付け、景観面の助言・指導

を行いました。

都市景観デザイン相談 周辺環境への影響が大きい物件についてデザイン相談を開催し、専門家

からのアドバイスを活用して景観面への助言・指導を行いました。

2022 実績値の推移
指標名 指標の出典 単位 年度 2018 2019 2020 2021 2022

目標値 年度 年度 年度 年度 年度

1
景観形成に関するルールの策定地区数 実績値

件 増加 6 7 8

2
景観計画区域内における行為の届出時の助言・ 実績値

％ 維持 40.6 37.8 29.8
指導による改善件数の割合

3

4

5

成果
〇新たに新千里北町２丁目地区において、これまで培われてきた良好な景観を形成している住宅地を保全し、景観の継承
を図ることをめざし、都市景観形成推進地区に指定しました。
〇新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、当初予定していた第2回とよなか百景モバ

2

イルスタンプラリーが

0

中止とな
り、代替とし

2

て市内にある魅力的な

1

景観を市内外の方に周

年

知する「景観めぐるん

度

マップ」を作成・市ホ

政

ームページにて公
開し

策

、「豊中の自然がいっ

評

ぱいの場所が載ってい

価

て、楽しめました」や

（

「身近なところで何気

施

なく通っていたところ

策

に、
見どころの解説が

の

あり、新たな発見があ

方

りました」など、歩い

向

てみた感想や景観に対

性

するご意見等をいただ

）

きました。
〇景観計画

シ

区域内における行為の

ー

届出時の助言・指導9

ト

4件に対して、28件

（

改善することができま

2

した。

問題点・今後想

0

定される事項
〇市民等

2

の景観まちづくりへの

0

意識をさらに高めてい

年

くため、とよなか百景

度

や市内にある魅力的な

実

景観をどのように活用

施

するかが課題です。加

分

えて、2016年度か

）

ら5年ぶりに実施する

章

都市景観表彰事業（第

第

9回都市デザイン賞、
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3

これ
までの産業施策と

 

合わせて、事業活動の

章

下支えに取り組む必要

 

があります。
〇資金援

活

助などの一時的な支援

力

だけでなく、コロナ収

あ

束後における円滑な経

る

済再開を見据え、市内

快

事業者が持続的発展の

適

できる環境づくりが必

な

要です。
〇ビジネスの

ま

往来や雇用創出、企業

ち

所得や投資の流入など

づ

の効果を生む、多様な

く

産業集積を図るため、

り

奨励対象業種の拡
大等

総

、制度の拡充が必要で

計

す。

今後の方針
〇「地

掲

域経済再生支援プログ

載

ラム」に基づき、事業

頁

活動の下支えとコロナ

8

後の新たな社会に対応

0

できる環境づくりに取

、

り
組みます。
〇コロナ

8

後を見据えた中長期的

1

な視点で、産業振興の

施

施策展開の方向性を示

策

す「（仮称）新・産業

名

ビジョン」を策定しま

５

す。
〇アフターコロナ

．

も見据え、地域の特性

産

を活かした多様な産業

業

集積を図るため、企業

振

立地の奨励措置や対象

興

業種の拡大等
、制度の

の

拡充について検討しま

充

す。また、「重点エリ

実

ア」の指定に向け、地

担

権者への奨励措置の説

当

明、住宅規制について

部

の合意形成に向けた取

局

組みを進めます。

施策

都

の方向性の進捗状況
2

市

018年度 2019年

活

度 2020年度 202

力

1年度 2022年度

B

部

B B

施策の (1)地域産業の活性化による都市のにぎわいづくりを
関連部局

方向性 進めます

事業名 実施内容

か
っ
た
事
業

影
響
度
の
大
き

産業振興事業 準工業地域・工業地域内における住工混在を防止し、事業用地として適

切な土地利用の誘導を図ります。

産業振興事業 事業所訪問により経営課題を把握し、セミナーの開催や事業者間の交流

・連携の場の提供を行います。

2022 実績値の推移
指標名 指標の出典 単位 年度 2018 2019 2020 2021 2022

目標値 年度 年度 年度 年度 年度

1
産業誘導区域内の事業所数（町丁目単位） 経済センサス(H28

社 維持 1,663
)

2
企業立地促進条例の奨励金申請件数 担当課調査

件 29 22 22 25

3
市内事業所数 経済センサス(令

社 維持 13,044 16,958
和元年度)

4
市内事業所の従業員数 経済センサス(H28

人 維持 127,496
)

5

成果
〇新型コロナウイルス感染症に伴う事業者支援策として、融資に伴う負担軽減を図る「信用保証料助成」、大阪府と共同
で実施した「休業要請支援金」、事業継続を支援するための「小規模事業者応援金」、新しい生活様式に対応した取組み
を支援する「売上アップ応援金」を実施しました。また、地域経済の再生・活性化のため、「キャッシュレ

2

ス決済ポイン
ト還元事

0

業」や「プレミアム付

2

商品券事業」といった

1

消費喚起策を実施しま

年

した。
〇市内3千事業

度

者を対象とした「新型

政

コロナウイルス感染症

策

の影響に関する事業者

評

アンケート」を実施し

価

、アンケート結
果から

（

、速やかな地域経済の

施

再生・活性化が最優先

策

課題と捉え、迅速に取

の

り組む具体的な支援策

方

を「地域経済再生支援

向

プ
ログラム」としてま

性

とめました。
〇立地促

）

進奨励金は、支払件数

シ

25件のうち、19件

ー

が産業誘導区域内での

ト

立地によるもので、区

（

域内への産業集積が進

2

みま
した。また、「重

0

点エリア」の指定に向

2

け、他市等の施策事例

0

の調査・研究や各種支

年

援制度の詳細設計を行

度

いました。

問題点・今

実

後想定される事項
〇新

施

型コロナウイルス感染

分

症の拡大は、地域経済

）

に深刻な影響を与えた

章

ため、地域経済の再生

第

・活性化を最優先に、
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3 章 活力ある快適なまちづくり 総計掲載頁 81
施策名 ５．産業振興の充実 担当部局 都市活力部

施策の (2)新たな事業の創出や担い手の育成を支援します
関連部局

方向性

事業名 実施内容

か
っ
た
事
業

影
響
度
の
大
き

創業支援事業 チャレンジセンターの会員起業家の支援及び創業希望者への創業支援、

セミナー開催、相談対応などを行います。

2022 実績値の推移
指標名 指標の出典 単位 年度 2018 2019 2020 2021 2022

目標値 年度 年度 年度 年度 年度

1
開業率 リーサス

％ 7.5 5.6

2
起業に関する相談件数　　　　　　　　　　　 担当課調査

件 150 87 113 88

3

4

5

成果
〇施設の老朽化と耐震面で課題があった「とよなか起業・チャレンジセンター」は、市役所や商工会議所・図書館が近く
連携しやすい「北おおさか信用金庫豊中支店」6階への仮移転を行いました。同施設は、新たな働き方にも対応するため
、オンライン会議に対応するモニターやスペースを設け、4月からオープンしました。

問題点・今後想定される事項
〇コロナ禍におけるテレワークの普及により、自宅で勤務する人が増えています。また、企業に依存しない自律的なキャ
リア形成に関心が向いている人も増加傾向にあり、今後、様々な生活・活動パターンに応じた環境整備も必要です。

今後の方針
〇記の問題点をはじめ、現在、策定中の（仮称）新

2

・産業ビジョンの中で

0

、チャレンジセンター

2

に求められる機能の検

1

討
を行うとともに、今

年

後とも関係機関との連

度

携を図りながら、起業

政

相談をはじめ資金繰り

策

相談、各種セミナーの

評

実施など、
市内事業者

価

へのきめ細かな支援を

（

行っていきます。

施策

施

の方向性の進捗状況
2

策

018年度 2019年

の

度 2020年度 202

方

1年度 2022年度

B

向

B B

性）シート（2020年度実施分）
章 第
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4

争体験者が減少してい

 

く状況の中、次世代へ

章

戦争体験、被爆体験な

 

どを伝え、平和の大切

い

さを継承し続けて
いく

き

必要があります。

今後

い

の方針
〇次世代へ平和

き

の大切さを継承するた

と

めに、学校での平和学

心

習や夏休みの自主学習

豊

などへの活用が進むよ

か

う、平和教材の
貸出を

に

行うなど教育委員会と

暮

連携を図っていきます

ら

。また、戦争体験など

せ

の映像記録を作成する

る

とともに、インターネ

ま

ッ
ト上でも公開してい

ち

きます。
〇令和3年（

づ

2021年）6月1日

く

、平和展示室をリニュ

り

ーアルオープンし市所

総

蔵の遺品等の展示物を

計

はじめ市内で出土した

掲

戦
闘機主翼の一部等の

載

展示物を増置します。

頁

来館者に当時の情景を

8

体感できるよう報道写

4

真を壁一面に引き伸ば

施

し、タペス
トリーのよ

策

うに吊るす展示を予定

名

しています。また、平

１

和展示室における映像

．

配信に向けて音響設備

共

を増設します。

施策の

に

方向性の進捗状況
20

生

18年度 2019年度

き

2020年度 2021

る

年度 2022年度

A A

平

A

和なまちづくり 担当部局 人権政策課

施策の (1)非核平和都市の実現をめざします
関連部局

方向性

事業名 実施内容

か
っ
た
事
業

影
響
度
の
大
き

平和展示室の開設 人権平和センター豊中に、常設の平和展示室を設置しました。

戦争体験等映像化事業 市在住の原爆被爆者、戦没者遺族、豊中空襲体験者ら8名の聞き取りを

実施し、映像化を行いました。

平和月間事業 豊中空襲の現状・背景や広島・長崎での被爆体験から平和の大切さを学

ぶ､講演会や講談師による一人語り､紙芝居などを実施しました。

2022 実績値の推移
指標名 指標の出典 単位 年度 2018 2019 2020 2021 2022

目標値 年度 年度 年度 年度 年度

1
平和月間事業の開催事業数 担当課調査

事業 20 17 17 17

2
平和月間事業の参加者数 担当課調査（継続

人 1000 927 729 471
実施の3事業）

3

4

5

成果
〇新型コロナ感染拡大による「緊急事態宣言」発令及び人権平和センター豊中の空調設備改修工事に伴い、同センターが
長期休館し、事業の参加者数が大幅に減りましたが、平和展示室に、699人が来室しました。「分かりやすかったし、昔
のことをたくさんしることができた」（小学6年生）「豊中でもたくさんの空襲被害があったことがよくわかりました」
（40歳代）

2

といった声があり、一

0

定の啓発効果がありま

2

した。
〇8月の平和月

1

間事業においては、広

年

島にまつわる被爆者の

度

思いを講談師による一

政

人語りや紙芝居で考え

策

たりするなど、
参加者

評

の感性に訴える啓発事

価

業に取り組みました。

（

「ぼくたちがうまれる

施

まえにこんなに人がし

策

んでいたのははじめて

の

し
りました」(10歳

方

代)、「原爆は何万人

向

もの人の命をなくして

性

おそろしいと紙芝居を

）

とおしてさらに思った

シ

」（10歳代）と
いっ

ー

た声があり、若い世代

ト

への啓発効果がありま

（

した。

問題点・今後想

2

定される事項
〇来館者

0

から「展示品を充実さ

2

せてほしい」「映像も

0

取り入れてほしい」と

年

いう意見があります。

度

〇新型コロナ感染拡大

実

に伴う外出自粛等を考

施

慮し、インターネット

分

を活用した来館以外の

）

情報発信や啓発手法を

章

充実して
いく必要があ

第

ります。
〇被爆者や戦
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4

自治会掲示板や市公
共

 

施設などに掲出し、相

章

談窓口の周知を図りま

 

した。
〇人権問題事業

い

者学習会やひゅうまん

き

プラザでは、会場とと

い

もにオンライン開催も

き

行いました。

問題点・

と

今後想定される事項
〇

心

新型コロナ感染防止の

豊

観点から、大人数が集

か

まっての駅頭啓発活動

に

の実施が難しくなって

暮

きています。
〇新型コ

ら

ロナのワクチン接種は

せ

強制ではなく、病気な

る

どにより受けたくても

ま

受けられない人もいま

ち

す。今後ワクチン接種

づ

が進む中で、受けてい

く

ない人に対して周りの

り

人から接種の強制や不

総

利益な取扱いなどの偏

計

見や差別につながる行

掲

為、誹謗
中傷などの人

載

権侵害が起きないよう

頁

啓発が必要です。
〇コ

8

ロナ禍においても事業

5

を継続し、また、市民

施

の参加機会拡充のため

策

にも、オンライン配信

名

等を進めていく必要が

１

あり
ます。
〇相談窓口

．

については、セーフテ

共

ィネットとして必要で

に

あり、相談窓口に迷う

生

市民のために、周知を

き

強化する必要があり
ま

る

す。

今後の方針
〇市ホ

平

ームページに人権啓発

和

に関する動画配信コン

な

テンツを掲載し、ウェ

ま

ブ上での人権啓発を進

ち

めます。
〇引き続き新

づ

型コロナ感染者やその

く

家族に対する偏見や差

り

別解消、医療介護従事

担

者等への理解促進を訴

当

えるとともに、ワ
クチ

部

ン接種を受けていない

局

人への偏見や差別防止

人

に向けて、ポスター作

権

成やウェブ上での配信

政

などに取り組んでいき

策

ます
。
〇相談窓口につ

課

いては、関係機関等と

施

連携を図り、潜在的な

策

ケースの掘り起こしを

の

行うとともに、セーフ

(

ティネットの役
割を果

2

たせるよう、講演会や

)

出前講座などさまざま

同

な機会をとらえ周知を

和

徹底します。また、各

問

相談者からのニーズに

題

対
応できるよう、研修

を

などにより相談員のス

は

キルアップを図ります

じ

。

施策の方向性の進捗

め

状況
2018年度 20

、

19年度 2020年度

さ

2021年度 2022

ま

年度

B B B

ざまな人権課題に関わる
関連部局

都市活力部

方向性 差別の解消を図り、人権文化の創造を進めます

事業名 実施内容

か
っ
た
事
業

影
響
度
の
大
き

①人権相談　②総合生活相談 ①部落・外国人・障害等を理由にした人権侵害、その他不安や悩み相談

②福祉・就労・住宅・年金・介護保険等、日常生活の不安や悩みの相談

コロナ偏見・差別防止　啓発ポスターの コロナによる偏見・差別・いじめの解消を市民に呼びかけるとともに、

作成・配布 コロナに係る相談窓口の周知を図りました。

DV対策基本計画の推進 コロナ禍で増加したDV被害者に対応するため、特別定額給付金のDV避難

申出休日受付や臨時の電話相談窓口を実施しました。

2022 実績値の推移
指標名 指標の出典 単位 年度 2018 2019 2020 2021 2022

目標値 年度 年度 年度 年度 年度

1
人権相談件数（相談及び人権平和啓発事業） 担当課調査

件 200 90 95 108

2
総合生活相談件数（相談及び人権平和啓発事業 担当課調査

件 680 476 311 215
）

3
ＤＶに関する相談件数 担当課調査

件 850 533 567 835

4
人権問題事業者学習会の参加人数 担当課調査

人 150 218 132 135

5

成果
〇誰もが尊

2

重される社会である人

0

権文化のまちづくりを

2

すすめるため、憲法記

1

念市民のつどい（新型

年

コロナのため、11月

度

に開催。参加人数18

政

1人）などの啓発事業

策

を実施しました。参加

評

者アンケートでは、「

価

改めて自分自身が人権

（

について無
意識になっ

施

ているのかを気づかせ

策

て頂きました。人権に

の

ついての市民意識調査

方

の結果でも、まだまだ

向

潜在的な先入観や個
々

性

の価値観等が存在し、

）

それが差別へと繋がっ

シ

てしまうリスクを含ん

ー

でいるという怖さを感

ト

じました」といった声

（

があり
、市民の人権に

2

ついての理解を深める

0

ことにつながりました

2

。
〇新型コロナに関し

0

ては、人権相談や総合

年

生活相談に、雇い止め

度

や医療機関での受診時

実

の対応など、複数の相

施

談が寄せら
れました。

分

市内での新型コロナに

）

係る偏見・差別・いじ

章

めが起きないよう、啓

第

発ポスターを作成し、
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面に影響を受けやすく

 

、生活基盤が不安定に

章

なりやすい女性への支

 

援が必要になります。

い

○性のありかたも含め

き

、いまだ根深い性別役

い

割分担意識や社会慣行

き

の解消に向けた取り組

と

みを止めることなく、

心

 継続か
つ浸透させて

豊

いくことの難しさがあ

か

ります。

今後の方針
〇

に

市民・事業所意識調査

暮

の結果やコロナ禍の課

ら

題などをふまえ、市内

せ

事業所を対象とした女

る

性の就労継続及び就労

ま

促進に
向けた啓発セミ

ち

ナーや研修を実施する

づ

とともに、生理用品の

く

購入が困難な女性の窓

り

口を設置します。
○昨

総

年度作成した性的マイ

計

ノリティに関する職員

掲

向けハンドブックを庁

載

内研修に利用し、また

頁

市民・事業者向け広報

8

啓発
に活用します。
○

5

すてっぷとつながる仕

、

組みづくりを行うため

8

、アウトリーチによる

6

地域での施策展開に取

施

り組みます。

施策の方

策

向性の進捗状況
201

名

8年度 2019年度 2

１

020年度 2021年

．

度 2022年度

B B B

共に生きる平和なまちづくり 担当部局 人権政策課

施策の (3)男女共同参画社会の実現に向けた取組みを進めま
関連部局

方向性 す

事業名 実施内容

か
っ
た
事
業

影
響
度
の
大
き

男女共同参画計画の推進 男女共同参画施策推進にかかる市民・事業所意識調査を実施し、次期計

画策定のための基礎資料としました。

男女共同参画に関する啓発・研修事業 「豊中市職員のための性の多様性を理解し行動するためのハンドブック

」を作成し、職員向けの啓発を行いました。

性的マイノリティへの支援 性的マイノリティへの支援方策を定めるとともに、条例改正により、市

営住宅の入居資格要件や職員の特別休暇対象を拡大しました。

2022 実績値の推移
指標名 指標の出典 単位 年度 2018 2019 2020 2021 2022

目標値 年度 年度 年度 年度 年度

1
男女共同参画を推進する学習講座数 担当課調査

講座 25 26 27 14

2
すてっぷ相談室における相談件数 すてっぷ指定管理

件 2000 1,967 2,013 2,006
者による調査

3
すてっぷ施設男女共同参画目的利用者数 すてっぷ指定管理

人 31000 27,812 26,516 18,009
者による調査

4
市の男性職員の育児休業取得率 担当課調査

％ 5以上 6.7 7.9 13.9

5
市の管理職（全職種）の女性の割合 担

2

当課調査
％ 24 20.

0

9 23.4 24.4

成

2

果
○新型コロナにより

1

、すってぷが休館とな

年

る期間があった中、事

度

業の縮小や手法を変更

政

するなど工夫を凝らし

策

ながら、イ
ベントや講

評

座等を開催し、市民へ

価

のエンパワーメントの

（

支援を継続しました。

施

〇市民事業所調査や相

策

談を通じ、女性の男女

の

平等感の低下や就労継

方

続の難しさなどのコロ

向

ナ禍の課題の把握を行

性

いました
。
〇審議会等

）

の女性委員の参画を促

シ

進するため委員改選時

ー

に取組状況を確認する

ト

事前協議制度を導入し

（

、女性の参画・方針
決

2

定過程等への参画拡大

0

を図りました。
〇男女

2

共同参画推進連絡会議

0

実務担当者会議におい

年

て、次年度実施する市

度

内事業所を対象とした

実

女性の就労継続や就労

施

促
進に向けた啓発セミ

分

ナーや研修案を作成し

）

ました。

問題点・今後

章

想定される事項
〇コロ

第

ナ禍により雇用や就労
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ムーズにできるように

 

体制を検討します。
〇

章

国際交流センターへの

 

来館が難しい外国人市

い

民がセンターとつなが

き

る仕組みづくりを行う

い

ために地域へのアウト

き

リーチ
による事業を展

と

開します。

施策の方向

心

性の進捗状況
2018

豊

年度 2019年度 20

か

20年度 2021年度

に

2022年度

A A A

暮らせるまちづくり 総計掲載頁 86
施策名 １．共に生きる平和なまちづくり 担当部局 人権政策課

施策の (4)多文化共生のまちづくりを進めます
関連部局

方向性

事業名 実施内容

か
っ
た
事
業

影
響
度
の
大
き

外国人市政案内・相談窓口 行政サービスについての相談、通訳を行いました。また、相談窓口の体

制強化を行いました。

国際交流センター事業 外国人市民への多言語による情報発信及び相談体制の強化を行いました

。

多文化共生施策の推進 外国人のための防災ガイドマップを作成しました。また、南部地域で就

労する外国人市民向けの日本語教室を開設しました。

2022 実績値の推移
指標名 指標の出典 単位 年度 2018 2019 2020 2021 2022

目標値 年度 年度 年度 年度 年度

1
国際交流センターの利用者数 担当課調査

人 62000 60,905 53,991 26,672

2
外国人の案内・相談・翻訳・その他対応件数 担当課調査

件 2500 2,243 2,471 1,769

3
国際交流センター事業で活躍したボランティア 担当課調査

人 900 633 692 395
の延べ人数

4
国際交流センターにおけるイベント・講座への 担当課調査

人 7500 8,769 8,453 3,773
参加者数

5

成果
○外国人向けの相談窓口の対応時間等を拡充するとともに、コロナ禍に対応するため、オンライン相談を導入しま

2

した。
また、新型コロ

0

ナに関わる多言語情報

2

を発信し、就労や生活

1

などさまざまな困りご

年

とに直面した外国人市

度

民の支援をしま
した。

政

○コロナ禍により、国

策

際交流センターが休館

評

にとなる期間があった

価

中、事業の縮小や手法

（

を変更するなど工夫を

施

凝らしな
がら、イベン

策

トや講座等を開催し、

の

外国人市民に対する支

方

援を継続しました。

問

向

題点・今後想定される

性

事項
〇コロナ禍の影響

）

により生活にお困りの

シ

外国人市民への支援が

ー

必要になります。
○新

ト

型コロナワクチン接種

（

の実施について、外国

2

人市民が不安なくスム

0

ーズに接種ができるよ

2

うに配慮が必要になり

0

ます
。

今後の方針
〇コ

年

ロナ禍における外国人

度

市民への影響をより深

実

く把握しするための実

施

態調査を行い、外国人

分

支援に役立てます。
〇

）

保健所と連携して、外

章

国人市民が新型コロナ

第

ワクチンを不安なくス
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の管理運営を行う
指定

 

管理者を選定しました

章

。
〇明智光秀をはじめ

 

とする有名戦国大名の

い

禁制を展示した『明智

き

光秀と豊中』や豊中ゆ

い

かりの麻田藩を紹介し

き

た『豊中の
お殿様』な

と

どの展示を実施したほ

心

か、国指定史跡春日大

豊

社南郷目代今西氏屋敷

か

や国指定名勝西山氏庭

に

園の一般公開等、市
民

暮

が郷土の歴史や文化財

ら

に親しむ機会をつくり

せ

ました。また、名勝西

る

山氏庭園において防災

ま

施設の整備を行うとと

ち

もに、
府指定文化財旧

づ

新田小学校校舎の耐震

く

調査・補強設計をもと

り

に緊急性の高い大屋根

総

修繕を実施しました。

計

問題点・今後想定され

掲

る事項
〇コロナ禍にお

載

いて、市民にいかに文

頁

化芸術に触れる機会を

8

提供していくのか、各

8

事業ごとにできること

、

を考えていく必
要があ

8

ります。　　　　　　

9

　　　　　　　　　　

施

　　　　　　　　　　

策

　　　　　　　　　　

名

　　　　　　　　　　

２

　
〇市民ホールをはじ

．

めとする市有施設にお

市

いても、休館や開館時

民

間短縮などの感染防止

文

対策が求められました

化

。また、利
用控えもあ

の

り、利用率や利用料金

創

収入が減少しました。

造

利用料金の減少につい

担

ては、指定管理者と協

当

議しながら補填内容
を

部

決定する必要がありま

局

す。
〇府指定文化財旧

都

新田小学校校舎は、経

市

年の老朽化や災害によ

活

る被害のため、公開が

力

できない状態であるこ

部

とから、耐震
調査・補

施

強設計の結果を受けて

策

、今後、大屋根以外の

の

整備方針を検討してい

(

く必要があります。

今

1

後の方針
○子ども園へ

)

のアーティスト派遣事

文

業等を新たに実施し、

化

子どもたちの豊かな感

芸

性・創造性を育む取組

術

みを充実させてい
きま

の

す。
〇令和4年度は音

創

楽月間を設置して10

造

周年にあたることから

、

事業規模を拡大し、記

歴

念イベントやPRイベ

史

ント等の実施や、
助成

・

金の活用による市民団

文

体主催イベントの充実

化

等を通して、改めて文

資

化芸術の振興を推進す

源

る契機とします。　　

の

　　
〇今後、郷土資料

保

館の開設に向けて、準

全

備作業を進めていきま

・

す。

施策の方向性の進

活

捗状況
2018年度 2

用

019年度 2020年

を

度 2021年度 202

関

2年度

B B A

連部局

都市経営部、都市活力部
、教育委員会

方向性 進めます

事業名 実施内容

か
っ
た
事
業

影
響
度
の
大
き

文化芸術活動支援助成金制度の創設 コロナ禍において、活動が制限されているアーティストに助成金を交付

し、市民に文化芸術に触れる機会を創出しました。

市民ホール指定管理者事業 音楽や演劇、映画等の鑑賞事業をはじめ、ワークショップやアウトリー

チなど普及育成事業も展開しています。

市有文化財の保護、活用及び啓発 文化財の適切な保護・保存と活用を進め、さまざまな学習・啓発活動を

通じて、郷土への歴史・文化への理解と関心を深めます。

2022 実績値の推移
指標名 指標の出典 単位 年度 2018 2019 2020 2021 2022

目標値 年度 年度 年度 年度 年度

1
「満足」と答えた市民ホール施設利用者の割合 市民ホール指定管

％ 増加 84.58 86.7 90.2
理者集計

2
市民ホール来館者数 市民ホール指定管

人 381000 530,805 477,148 162,327
理者集計

3
市民ホールの利用率 市民ホール指定管

％ 70 87.65 87.5 62
理者集計

4
とよなか音楽月間の参加人数（オンライン視聴 担当課集計

人 増加 34,526

2

26,726 54,1

0

03
者数含む）

5
文化

2

財啓発・活用事業の実

1

施件数 教育に関する事

年

務
件 増加 74 73 61

度

点検及び評価報告

成果

政

○新型コロナウイルス

策

感染症拡大防止のため

評

、子どもアートフェス

価

ティバルの規模縮小、

（

オンラインを活用した

施

WEB豊中
まつりの実

策

施、緊急対策としての

の

助成金制度の創設など

方

、できる限りの対策を

向

講じたうえで、さまざ

性

まな事業を実施しま
し

）

た。助成金制度の創設

シ

については、助成金交

ー

付団体から「市の文化

ト

芸術に対する姿勢を感

（

じる施策で、大変あり

2

がたい
」といった声も

0

いただきました。
〇令

2

和3年度から同9年度

0

までを計画期間とする

年

今後の市の文化行政の

度

方向性を示した「豊中

実

市文化芸術推進基本計

施

画」を
策定しました。

分

また、令和3年度から

）

5年間、市民ホールに

章

伝統芸能館と市民ギャ

第

ラリーを加えた4施設
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と食の関
係における安

 

全性や地域の復興につ

章

いて話をしてもらい、

 

参加者の福島の現状や

い

復興についての理解を

き

深めることができ
、ア

い

ンケートによる満足度

き

も高い結果がでました

と

。また、ZOOMによ

心

るオンライン参加も初

豊

めて実施しました。

問

か

題点・今後想定される

に

事項
〇コロナ禍におい

暮

ては、図書館や公民館

ら

における来館型サービ

せ

スの実施が困難になる

る

ため、電子書籍やオン

ま

ライン講座等
の非来館

ち

型サービスのさらなる

づ

充実を検討する必要が

く

あります。また、イン

り

ターネットなど情報通

総

信技術を利用できない

計

人への情報提供につい

掲

て配慮する必要があり

載

ます。
〇公民館の利用

頁

者層は高齢者層に偏る

9

傾向があり、若年者層

0

の参加を広く促進して

施

いく必要があります。

策

〇図書館施設の老朽化

名

、設備の劣化などにと

３

もない工事が必要とな

．

っており、今後を見据

健

えた設備計画や戦略的

康

な施設配
置についての

と

検討が必要です。また

生

危急の修繕や感染拡大

き

防止のための休館によ

が

る利用減少が予想され

い

ることから、ＩＣ
Ｔ活

づ

用等により、来館せず

く

に利用できるサービス

り

の提供を示した新たな

の

視点による指標が必要

推

です。

今後の方針
〇図

進

書館や公民館事業にお

担

いて、オンラインを含

当

め多世代に届く情報提

部

供の手法について試行

局

していきます。
〇「い

教

つでも、どこでも、だ

育

れでも、何度でも」学

委

べる生涯学習施設とし

員

て市民が学びの成果を

会

発表する場を提供し、

施

非
来館者層が参加しや

策

すい効果的な情報発信

の

と「学び・文化・情報

(

」による地域の新たな

1

つながりの形成をめざ

)

します。
〇公衆Wi-

生

Fiを活用し、直接公

涯

民館に来場できない人

を

に対するサービスの提

通

供や、遠方の講師の活

し

用など事業の充実を図

た

ります。
〇（仮称）中

学

央図書館基本構想に基

び

づく事業を推進するた

の

め、令和3年度にはそ

機

の基礎となるサウンデ

会

ィング型市場調査
や候

の

補地の選定等を行いま

充

す。

施策の方向性の進

実

捗状況
2018年度 2

と

019年度 2020年

成

度 2021年度 202

果

2年度

B B B

を生かせる
関連部局

教育委員会

方向性 場や機会づくりを進めます

事業名 実施内容

か
っ
た
事
業

影
響
度
の
大
き

図書館主催事業「講演会、ボランティア 市民向けの講座など各種事業をオンラインで開催。学ぶ意欲や個人のス

研修など」 キル向上をはかりました。

（仮称）中央図書館基本構想の策定 中央図書館機能の構築および図書館全体の再編に向けた指針となる（仮

称）中央図書館基本構想を策定しました。

大阪大学との連携事業 例年実施しているサイエンスカフェを新型コロナ対策のため、オンライ

ン講座として実施しました。

2022 実績値の推移
指標名 指標の出典 単位 年度 2018 2019 2020 2021 2022

目標値 年度 年度 年度 年度 年度

1
図書館の年間利用者数 豊中市の図書館の

千人 増加 1,938 1,764 1,190
活動

2
図書館の貸出冊数 豊中市の図書館の

千冊 増加 3,489 3,245 2,699
活動

3
図書館の個人登録者数 豊中市の図書館の

人 増加 146,862 144,055 138,699
活動

4
公民館の利用者数 教育委員会　点検

人 460000 425,429 379,063 162,601
及び評価報告書

5
公民館主催講座（テーマ別）の

2

実施回数 教育委員会　

0

点検
回 増加 506 48

2

2 250
及び評価報告

1

書

成果
〇コロナ禍で図

年

書館を臨時休館する中

度

で、市民が参加する「

政

図書館の未来を考える

策

オンラインミーティン

評

グ」の開催（4
回）、

価

ブックスタート研修（

（

1回）、対面朗読（1

施

9回）など各種事業に

策

おいてオンラインを活

の

用し、情報提供の手法

方

を広
げました。
○コロ

向

ナ禍における子どもの

性

読書活動を支援するた

）

め、絵本や図書の紹介

シ

動画及びブックリスト

ー

を市ホームページに掲

ト

載
しました（幼児1回

（

・小学生2回・中学生

2

2回）。
〇コロナ禍で

0

公民館の臨時休館を余

2

儀なくされる中、「大

0

学生が見たロヒンギャ

年

問題」のセミナーの開

度

催など、現代的課
題を

実

広く共有できました。

施

〇地域魅力発信・地域

分

連携事業「ふくしまの

）

今を語る人」で、福島

章

県で桃農家を経営する

第

女性を招いて、放射能
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4

ルバー人材センターの

 

入会者や就業は4～6

章

月にかけて減少しまし

 

たが、
以降は例年並実

い

績になり、高齢者が活

き

躍できる場は確保でき

い

ています。また、スマ

き

ートフォン利用者向け

と

サービス等、新
事業の

心

開始で新たな活躍の場

豊

も広がってきています

か

。

問題点・今後想定さ

に

れる事項
○コロナ禍に

暮

おいて、新しい生活様

ら

式に考慮した自主グル

せ

ープの活動支援や取り

る

組みを考えていく必要

ま

があります。また
、コ

ち

ロナ禍においても市民

づ

が安心してスポーツに

く

取り組める場を提供す

り

る必要があります。
〇

総

スポーツ施設の整備は

計

順次進めていますが、

掲

成人の週一回のスポー

載

ツ実施者の割合は目標

頁

とする65％には達し

9

ていない
ため、引き続

1

き誰もが気軽に取り組

施

むことができる身近な

策

スポーツを普及・啓発

名

する必要があります。

３

〇シルバー人材センタ

．

ーについては、会員の

健

平均年齢が約74歳と

康

なっており若い会員獲

と

得が課題です。一方で

生

、高年齢者
雇用安定法

き

が改正され、70歳ま

が

での就業機会の確保が

い

求められ、年齢を重ね

づ

ても活躍できる場は広

く

がってきています。

今

り

後の方針
○住み慣れた

の

地域で自分らしく暮ら

推

し続けるために、身近

進

な場所での自主グルー

担

プづくりや介護予防の

当

普及啓発に取り組
みま

部

す。また、コロナ禍の

局

影響で中止していた大

福

会やイベント等が実施

祉

できるよう安全対策を

部

講じるための支援や運

施

営方
法の見直しを行い

策

ます。
〇ウォーキング

の

やラジオ体操など３密

(

を避けて気軽にかつ継

2

続して取り組むことが

)

できる運動を推進しま

生

す。
〇シルバー人材セ

涯

ンターと連携して会員

を

や就業延べ人数の増加

通

を目指すとともに、民

じ

間企業等で勤めている

て

人が当該企業
で働き続

、

けられるよう、啓発や

健

支援を実施していきま

康

す。

施策の方向性の進

で

捗状況
2018年度 2

生

019年度 2020年

き

度 2021年度 202

が

2年度

A A A

いをもって暮らせる
関連部局

都市活力部、市民協働部
、健康医療部

方向性 環境づくりを進めます

事業名 実施内容

か
っ
た
事
業

影
響
度
の
大
き

地域の通いの場づくり支援事業 とよなかパワーアップ体操を用い、立ち上げ支援を実施しました。コロ

ナ禍では、体操DVDや介護予防リーフレットを無料配布しました。

二ノ切温水プール建替え工事 建設工事が完了し、供用を開始しました。

庄内温水プール跡地整備事業 第2期工事（グラウンド照明・エレベーターの設置、ウェルネス広場・

バーベキュー場・みつぼの花の整備）が完了し、供用を開始しました。

2022 実績値の推移
指標名 指標の出典 単位 年度 2018 2019 2020 2021 2022

目標値 年度 年度 年度 年度 年度

1
市内で実施された食育の取組み事業数 食育推進計画年次

件 維持 197 193
報告書

2
市内スポーツ施設の利用者 事業報告書

人 1207291 1,160,8141,058,365 726,002

3
65歳以上人口の占める要介護認定率 担当調（要介護認

％ 減少 21.9 22.4 23.1
定者数等統計）

4
シルバー人材センターを通じた就業延人数 事業報告書

人 増加 193,618 187,305 177,96

2

5

5

成果
○自主グルー

0

プは、令和2年度末で

2

110か所になりまし

1

た。コロナ禍では、活

年

動休止するグループも

度

多く体操DVDの無料

政

配
布等により、自宅で

策

の介護予防活動を促し

評

ました。また、体育館

価

等の一時休館により、

（

施設利用者数は大幅に

施

減少しまし
たが、運動

策

動画等をホームページ

の

に掲載し、自宅での運

方

動継続を促しました。

向

〇施設老朽化の対応で

性

は、二ノ切温水プール

）

の建替工事を行い、安

シ

心安全な施設の供用を

ー

開始しました。また、

ト

庄内温水
プール跡地に

（

、テニスコートに加え

2

、ウェルネス広場・バ

0

ーベキュー場・みつぼ

2

の花の整備が完了し、

0

南部地域における
スポ

年

ーツの場の提供ができ

度

ました。ウエルネス広

実

場等の整備については

施

、コロナ禍においても

分

利用できるスポーツの

）

場と
なりました。
〇コ

章

ロナ禍における社会経

第

済活動縮小により、シ

77
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5

witter、LIN

 

Eといった媒体の特性

章

、ユーザー層に応じた

 

発信手法が課題です。

施

○新聞など各種紙媒体

策

メディアの発行部数が

推

減少傾向であり、紙媒

進

体以外への情報発信を

に

行う必要があります。

向

今後の方針
○ホームペ

け

ージ内の全てのページ

た

を、トップページと統

取

一感のあるデザインに

組

するとともに、SNS

み

へのシェアボタンを設

総

置し、市政情報をより

計

多く拡散できるように

掲

改修を行っていきます

載

。
○SNS媒体の管理

頁

・運営方法について見

9

直すとともに、媒体ご

4

との特色を生かした配

施

信方法などについて、

策

外部の専門家
の助言を

名

もらいながら、効果的

１

な情報発信を行ってい

．

きます。
○WEB系メ

情

ディアやニュースサイ

報

トなどのオンラインメ

共

ディアへの情報発信を

有

強化します。

施策の方

・

向性の進捗状況
201

参

8年度 2019年度 2

画

020年度 2021年

・

度 2022年度

B B A

協働に基づくまちづくり 担当部局 都市経営部

施策の (1)市政情報の発信・提供・公開を推進します
関連部局

総務部、都市経営部、教
育委員会

方向性

事業名 実施内容

か
っ
た
事
業

影
響
度
の
大
き

広報とよなか等の発行 「広報とよなか」を毎月発行し、全世帯・事業所に配布しました。

広報誌に関する市民アンケートを実施しました。

インターネットを活用した情報発信等 ホームページ、SNSにより感染症に関する情報を発信しました。

パブリシティ（報道機関への情報提供） 報道機関に対し、市政やイベント、地域情報などを提供しました。

FM放送による感染症に関する情報発信を行いました。

2022 実績値の推移
指標名 指標の出典 単位 年度 2018 2019 2020 2021 2022

目標値 年度 年度 年度 年度 年度

1
市ホームページの年度アクセス数 担当課調査

千件 17000 15,569 17,451 31,065

2
SNSのフォロワー数 担当課調査

人 20000 6,517 12,951 25,842

3
報道機関に対する情報提供数 担当課調査

件 500 642 455 321

4
FAQ件数 担当課調査

件 2360 2,095 2,187 2,819

5

成果
〇広報誌において、新型コロナ関連の特集記事として、市民や事業者が必要としている各種支援策や経済対策など、

2

必要
な情報提供を行い

0

ました。
〇アクセス数

2

が増加しているスマー

1

トフォンからの閲覧に

年

対応し、市ホームペー

度

ジの見やすさを向上さ

政

せるために、検索
窓や

策

アイコンの位置を変え

評

るなど、トップページ

価

のデザインリニューア

（

ルを行いました。また

施

、新型コロナ関連総合

策

ペー
ジを立ち上げ、市

の

民、事業者への支援策

方

などを掲載し、市ホー

向

ムページのアクセス数

性

が約1.7倍に伸びま

）

した。
○新型コロナに

シ

関する市内の感染動向

ー

や注意喚起、市の支援

ト

策等を毎日発信するこ

（

とで、SNSのフォロ

2

ワー数を約2倍に伸
ば

0

しました。

問題点・今

2

後想定される事項
〇ホ

0

ームページ内のトップ

年

ページと次階層以下の

度

デザインに統一感を持

実

たせることや、近年ニ

施

ーズが高まっているコ

分

ンテ
ンツ内容を広く拡

）

散できる機能を実装す

章

ることが必要です。
○

第

Facebook、T
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5

選択してもらえるよう

 

、担当課と連携して、

章

講座の見直しや市公式

 

SNSによる周知を図

施

ります
。また、オンラ

策

インによる出前講座の

推

利用促進を図ります。

進

施策の方向性の進捗状

に

況
2018年度 201

向

9年度 2020年度 2

け

021年度 2022年

た

度

B B B

取組み 総計掲載頁 94、95
施策名 １．情報共有・参画・協働に基づくまちづくり 担当部局 都市経営部

施策の (2)市民が参画できる機会の充実を図ります
関連部局

総務部

方向性

事業名 実施内容

か
っ
た
事
業

影
響
度
の
大
き

市民の声 市民からの意見を各担当課に伝え、市の考え方や対応を回答しました。

また、意見の要旨と市の回答内容を市ホームページなどで公表しました

意見公募手続制度の推進 市の基本的な事項を定める計画、条例などの案を事前に公表して市民か

ら広く意見を募り、策定に生かしました。

出前講座 さまざまな施策・事業などについてテーマを設定し、担当部局の職員が

地域に出向いて分かりやすく説明しました。

2022 実績値の推移
指標名 指標の出典 単位 年度 2018 2019 2020 2021 2022

目標値 年度 年度 年度 年度 年度

1
市民の声の件数 担当課調査

件 670 590 564 898

2
意見公募手続（パブリックコメント）における 担当課調査

件 240 211 377 492
提出意見数

3
出前講座の実施件数 担当課調査

件 190 166 150 21

4

5

成果
〇市民の声は、新型コロナに関することなど、市政に対する意見を広く集め、市の取り組みなどに生かすことができまし
た。
○意見公募手続は、意見提出方法の拡充のためLINEによる意見提出の実証実験に参加し、意見数増加につなが

2

りました。
○市長と市

0

民が直接対話し意見交

2

換する市長ふれあいト

1

ークの実施回数を2回

年

から6回に増やし、子

度

育て世帯・学生・事業

政

者などとの意見交換を

策

通じて、子育て施策・

評

交通政策などについて

価

情報や課題の共有がで

（

きました。
○出前講座

施

は実施手段の拡充およ

策

び対面実施の代替とし

の

て、オンラインによる

方

出前講座を開催しまし

向

た。

問題点・今後想定

性

される事項
○意見公募

）

手続は、実施案件によ

シ

り提出意見数に差があ

ー

ります。
○出前講座は

ト

、新型コロナによる外

（

出自粛や3密回避など

2

社会情勢の変化により

0

、大幅に実施回数が減

2

少しました。当面
、対

0

面での実施申し込みが

年

控えられることが想定

度

されます。

今後の方針

実

○意見公募手続は、市

施

民が意見を出しやすい

分

よう周知するとともに

）

、LINEによる受け

章

付けを行います。
○出

第

前講座は幅広く講座を
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5

問題点・今後想定され

 

る事項
○協働事業市民

章

提案制度について、提

 

案及び成案化の件数が

施

伸び悩んでいます。
○

策

行政と市民公益活動団

推

体、また、各種団体間

進

をつなぐ中間支援機能

に

の充実が課題です。
○

向

協働事業市民提案制度

け

の活用以外にも協働の

た

取組みが広がっており

取

、制度のあり方等につ

組

いての整理が課題です

み

。
○新型コロナの影響

総

により、対面で行うこ

計

とが望ましい活動が実

掲

施できないなどの新た

載

な課題が発生していま

頁

す。

今後の方針
○協働

9

の取組みをさらに推進

5

するため、「豊中市に

施

おける「協働の文化」

策

づくり事業」での検討

名

結果を踏まえ、制度の

１

あ
り方等について見直

．

しを進めます。　
○自

情

律的、継続的に公共を

報

担う団体への発展をめ

共

ざし、市民公益活動推

有

進助成金による支援の

・

充実を図ります。
○新

参

型コロナウイルスの影

画

響により、新たに発生

・

した地域課題に対し取

協

り組む市民公益活動へ

働

の助成を行います。
○

に

市民公益活動に関する

基

中間支援機能の充実に

づ

向けた検討を行う予定

く

です。

施策の方向性の

ま

進捗状況
2018年度

ち

2019年度 2020

づ

年度 2021年度 20

く

22年度

B B B

り 担当部局 市民協働部

施策の (3)地域課題の共有を図り、協働によるまちづくりを
関連部局

人権政策課、財務部、市
民協働部、教育委員会

方向性 推進します

事業名 実施内容

か
っ
た
事
業

影
響
度
の
大
き

協働の推進体制の整備 協働推進本部会議の開催や、全課に協働推進員を配置することにより、

協働の推進体制の充実を図りました。

協働の公募制度 市民公益活動推進条例に基づく協働事業市民提案制度・提案公募型委託

制度を活用し、市と市民公益活動団体との協働を推進しました。

市民活動情報サロン主催事業 市民公益活動推進のための情報受発信と交流の場として、市民活動情報

サロンを運営しました。

2022 実績値の推移
指標名 指標の出典 単位 年度 2018 2019 2020 2021 2022

目標値 年度 年度 年度 年度 年度

1
協働の取組み件数 協働の取組状況調

件 410 418 438
査

2
市民やＮＰＯ等と市が結んだ協定の締結数 担当課調査

件 増加 497 101

3
協働事業市民提案制度に基づき成案化した事業 実施状況報告書

事業 3 0 0 0
数

4
市民公益活動推進助成金の申込件数 実施状況報告書

件 20 26 16 16

5
市民活動情報サロン利用者数 実施状況報告書

人 10000 9,024 7,208 4,679

成果
○庁内での協働推進本部会議

2

や全課への協働推進員

0

の配置等により、市民

2

公益活動の推進に向け

1

た市民公益活動団体と

年

行
政の連携をより一層

度

進める必要性がある等

政

の課題を共有すること

策

ができました。
○市民

評

公益活動団体の新たな

価

社会的課題に対応した

（

様々な取組みに対して

施

助成を行い、自死遺族

策

の当事者会や福祉と防

の

災
が連携した活動など

方

新たな地域社会の課題

向

解決への取組みが進み

性

ました。
○協働事業市

）

民提案制度に基づく「

シ

豊中市における『協働

ー

の文化』づくり事業」

ト

において、昨年度まで

（

のアンケート調査
結果

2

等を通して、制度の見

0

直しについて検討しま

2

した。
〇新型コロナの

0

影響により、市民活動

年

情報サロンも一時休館

度

を余儀なくされました

実

が、オンラインを活用

施

した事業などの
新たな

分

取組みに対して、市民

）

公益活動団体に対して

章

アドバイスを行うなど

第

の支援を行いました。
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5

治会長や役員の負担を

 

軽減するため、市から

章

の回覧等の依頼の
見直

 

し等の検討が必要です

施

。

今後の方針
〇新型コ

策

ロナにより対面が難し

推

くなるため、オンライ

進

ンを活用した会議等が

に

開催できるよう支援策

向

の見直しを行います。

け

〇地域自治組織の形成

た

に向けた機運を高める

取

ため、校区別データベ

組

ースを活用し、地域に

み

おける現状や課題を共

総

有すると
ともに、地域

計

団体などに制度の説明

掲

を行いながら、住民同

載

士が必要な取組みを話

頁

し合う場づくりなどの

9

支援を行います。
また

5

、検討・設立の状況に

施

合わせた職員体制をと

策

るとともに、地域と行

名

政の役割の明確化が必

１

要です。

施策の方向性

．

の進捗状況
2018年

情

度 2019年度 202

報

0年度 2021年度 2

共

022年度

B B B

有・参画・協働に基づくまちづくり 担当部局 市民協働部

施策の (4)多様な人たちが関わる地域自治の推進を図ります
関連部局

方向性

事業名 実施内容

か
っ
た
事
業

影
響
度
の
大
き

地域自治システムの運用 地域自治組織の運営や活動、地域づくり活動計画策定に対して、助言や

情報提供、助成金等の支援を行いました。

地域自治組織の形成支援 地域自治組織の形成に向けて、地域住民が実施する取組みに対し助言等

の支援を行いました。

自治会活動支援 自治会からの相談対応、掲示板の配布、災害補償保険への加入など側面

的支援を行うとともに、自治会ガイドブックの見直しを行いました。

2022 実績値の推移
指標名 指標の出典 単位 年度 2018 2019 2020 2021 2022

目標値 年度 年度 年度 年度 年度

1
地域自治組織設立数 担当課調査

団体 15 7 8 8

2
自治会加入率 担当課調査

% 50 41.6 40.4 39.1

3

4

5

成果
〇小曽根小学校区地域自治協議会において、取組みの方向性の共有や、活動の担い手の円滑な引き継ぎなど、継続的な活
動を行うため、ワークショップの開催や、全世帯に協議会の知名度を調査するアンケートを配布・回収し、NPO法人と協
働し、活動の支援を行うことにより、地域の将来像の実施に向けた地域づくり活動計画の策定をスタートしま

2

した。
〇地域自治組織

0

の形成に向けて、公民

2

分館長と地域の現状や

1

課題、地域自治組織の

年

必要性や取組事例につ

度

いての意見交換
を行い

政

ました。
〇新型コロナ

策

感染症に関する緊急事

評

態宣言後、感染拡大防

価

止を図り、地域の健康

（

と安全を確保するため

施

に「地域活動実施
にあ

策

たってのガイドライン

の

」を作成し、地域活動

方

の再開を支援しました

向

。

問題点・今後想定さ

性

れる事項
〇新型コロナ

）

感染拡大予防のため、

シ

予定していた事業が中

ー

止となるなど、地域の

ト

各団体が意見交換や課

（

題を共有する場を
設け

2

ることが難しくなって

0

います。
〇地域自治組

2

織の形成に向け、未設

0

立校区における地域自

年

治の目的や必要性、制

度

度等についての周知と

実

地域自治に対する
団体

施

間での意識の違いの解

分

消に向けた取組みが必

）

要です。
〇自治会活動

章

については、担い手不

第

足の一員となりうる自
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5

管理が必要です。
〇新

 

型コロナウイルス感染

章

症の影響により税収の

 

落ち込みが想定されま

施

す。
〇新型コロナウイ

策

ルス感染症による経済

推

活動の自粛等に伴う市

進

税等の大幅な減少、及

に

び感染症の影響を受け

向

た市民生活や
地域経済

け

への支援策などを見据

た

えた適切な規模の残高

取

の維持が必要です。

今

組

後の方針
〇現在実施し

み

ている取組みに加え、

総

各種相談・手続き等の

計

オンライン化、キャッ

掲

シュレス決済の拡充を

載

進めていくととも
に、

頁

紙文化・はんこ文化の

9

見直しを進めていきま

6

す。
〇内部統制の運用

施

にあたっては、PDC

策

Aサイクルを機能させ

名

続けること、また業務

２

に組み込まれ、全職員

．

によって遂行され
るプ

持

ロセスとするための取

続

組みを進めていきます

可

。
〇市徴収金にかかる

能

債権管理事務水準の向

な

上と、コールセンター

行

からの架電等、滞納を

財

未然に防ぐ取組の実施

政

による収納
率の向上を

運

図ります。
〇必要な事

営

業の精査を行うととも

の

に、国の臨時交付金や

推

財政調整基金などを活

進

用し、単年度収支の黒

担

字を維持します。
〇新

当

型コロナウイルス感染

部

症対策を適切に行いつ

局

つ、経営戦略方針に定

総

めた目標残高を維持し

務

ていきます。

施策の方

部

向性の進捗状況
201

施

8年度 2019年度 2

策

020年度 2021年

の

度 2022年度

B B B

(1)公正で効果的・効率的な市政運営を進めます
関連部局

総務部、都市経営部、環
境部、財務部、市民協働
部、福祉部、こども未来

方向性 部、都市計画推進部、都
市基盤部、会計課、教育

事業名 実施内容

か
っ
た
事
業

影
響
度
の
大
き

デジタル化推進事業 デジタル技術を活用し､暮らしの中で利便性等を実感いただくための取

組み･目標を示す｢とよなかデジタル･ガバメント戦略｣を策定しました。

行政管理事業 内部統制を試行的に実施し、課題を整理しました。次年度の本格実施に

向け、推進体制を整備するとともに内部統制基本方針を策定しました。

2022 実績値の推移
指標名 指標の出典 単位 年度 2018 2019 2020 2021 2022

目標値 年度 年度 年度 年度 年度

1
市徴収金収納率 主な徴収金の収納

％ 増加 92.59 92.84 93.18
状況

2
基金残高(財政調整基金・公共施設等整備基金) 決算内部資料

百万 増加 8,209 11,647 15,638

3

4

5

成果
〇ICTやデジタル技術を活用し、キャッシュレス決済の推進や住所変更などのインターネット事前予約など、便利でスピ
ーディな行政サービスの提供を進めています。また、ウェブ会議やテレワークを推進し、効果的・効率的な行政運営を進
めています。 

2

〇内部統制制度につい

0

て、令和3年度からの

2

運用に向け、事務の適

1

正な執行を確保してい

年

くための管理するリス

度

クを設定
するなど、制

政

度の構築を行いました

策

。
〇新型コロナウイル

評

ス感染症対策により市

価

民生活や地域経済への

（

支援策を実施したこと

施

により、例年と比べ歳

策

出が増加し
ましたが、

の

既存予算の見直しや、

方

国の臨時交付金等を活

向

用することで財源を確

性

保し、基金残高を増加

）

させました。

問題点・

シ

今後想定される事項
〇

ー

すべての人がデジタル

ト

の利便性を共有できる

（

ための取組みを充実さ

2

せ、デジタル技術を身

0

近に感じていただく施

2

策の実
施が必要です。

0

〇内部統制を効果的に

年

進めるためには、全職

度

員への意識定着、費用

実

対効果を踏まえたリス

施

ク設定が必要です。
〇

分

社会情勢により納付義

）

務者の経済状況悪化に

章

伴う、収納率への影響

第

を見据えた適切な債権
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5 章 施策推進に向けた取組み 総計掲載頁 97
施策名 ２．持続可能な行財政運営の推進 担当部局 都市経営部

施策の (2)適正な公共施設マネジメントを進めます
関連部局

財務部

方向性

事業名 実施内容

か
っ
た
事
業

影
響
度
の
大
き

公共施設等総合管理計画の推進 個別施設計画を策定、公表し、公共施設等再編の取組みを推進しました

。

2022 実績値の推移
指標名 指標の出典 単位 年度 2018 2019 2020 2021 2022

目標値 年度 年度 年度 年度 年度

1
総合管理計画対象の施設延床面積削減率 施設再編方針

％ 5.1 3.1 3.4 3.6

2

3

4

5

成果
〇令和元年度まで策定していた「施設再編方針」と「個別実行計画」について、国が「個別施設計画」として定める項目
を追加した上で、「個別施設計画」としてとりまとめ、策定・公表し、公共施設等総合管理計画の目標達成に向けた再編
の取組み状況、スケジュール等を示しました。
〇地域コミュニティ拠点施設再整備プランを策定し、集会機能を有する施設の再編方針について示しました。

問題点・今後想定される事項
〇施設総量80％など、計画で掲げる目標を達成するために、施設の統合や複合化による施設再編を進める必要があります
。

今後の方針
〇施設の統合、複合化などの施設マネジメントを推進するため、個別施設計画に基づき、施設所管課のヒアリング、調整
等を進めます。

2

施策の方向性の進捗状

0

況
2018年度 201

2

9年度 2020年度 2

1

021年度 2022年

年

度

B B B

度政策評価（施策の方向性）シート（2020年度実施分）
章 第

83



5

開するにあたっては、

 

コロナ禍における相応

章

の環境対応とリスクマ

 

ネジメントが必要です

施

。

今後の方針
〇「暮ら

策

しの舞台」として豊中

推

が選ばれるよう、都市

進

ブランドを向上させる

に

事業を、音楽やアート

向

などを切り口に多様な

け

分野で展開します。ま

た

た魅力アップ助成金に

取

より団体・事業者のプ

組

ロジェクトを支援し、

み

市と団体、団体同士の

総

交流を深
め、豊中ブラ

計

ンド戦略の目標・趣旨

掲

への共感を進めます。

載

施策の方向性の進捗状

頁

況
2018年度 201

9

9年度 2020年度 2

8

021年度 2022年

施

度

A A A

策名 ２．持続可能な行財政運営の推進 担当部局 都市活力部

施策の (3)都市の価値の創造と魅力の発信を進めます
関連部局

方向性

事業名 実施内容

か
っ
た
事
業

影
響
度
の
大
き

魅力創造・発信の企画調整 「豊中ストリートピアノプロジェクト」を実施しました。

豊中魅力アップ助成金 助成金制度を実施しました。

2022 実績値の推移
指標名 指標の出典 単位 年度 2018 2019 2020 2021 2022

目標値 年度 年度 年度 年度 年度

1
人口の社会増加数 豊中市統計書

人 計6,000 865 2,225 1,364

2
魅力発信サイトアクセス数 豊中市魅力発信サ

件 150000 106,308 92,558 118,465
イト

3
今後も住み続けたいと思う市民の割合 豊中市市民意識調

％ 85以上 85
査（2年に1回）

4

5

成果
〇「豊中ストリートピアノプロジェクト」は、学校で使用しなくなったピアノを活用し、「アートあふれるまち」「音楽
あふれるまち」のさらなる推進を図るため、子どもたちとアーティストがピアノにペイントし、市内にストリートピアノ
として設置しました。その結果、市民がアートと音楽を同時に触れる場を創出することができ、本市の都市イメージの向
上に寄与しました。新型コロナウイルス感染症の予防対策を十分講じて実施し、参加者からは好評を得ました。また、

2

ア
ーティスト・山田龍

0

太さんと、市出身のピ

2

アニスト・西村由紀江

1

さんに本プロジェクト

年

親善大使となっていた

度

だき、PRの
協力を得

政

ました。また、新たに

策

本プロジェクトインス

評

タグラムを開設し、情

価

報発信に取り組みまし

（

た。
○「魅力アップ助

施

成金」は、市内外に本

策

市を広く周知するイベ

の

ントや企画の支援を目

方

的として創設された助

向

成金で、本年
度は９事

性

業に交付しました。事

）

業の中には、コロナ禍

シ

における工夫（オンラ

ー

インを活用したライブ

ト

配信、屋外会場での分

（

散実施など）が多く見

2

られ、市内外の多くの

0

方に豊中を周知する事

2

業が実施されました。

0

また、新設したクラウ

年

ドファン
ディング枠は

度

１件該当があり、ふる

実

さと納税型クラウドフ

施

ァンディングを活用し

分

た団体支援にも取り組

）

みました。

問題点・今

章

後想定される事項
○魅

第

力創造・発信事業を展
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5

今後想定される事項
〇

 

市民サービスをさらに

章

向上させるため、多様

 

な主体との連携、協働

施

による効果的、効率的

策

な事業手法の検討を進

推

めます
。
〇有事の際に

進

円滑な連携が図れ、実

に

効性が担保できる体制

向

が必要です。

今後の方

け

針
〇ＮＡＴＳや中核市

た

市長会等を活用し、自

取

治体連携に取組むとと

組

もに、地域課題を解決

み

し、市民サービスを向

総

上させるた
め、令和3

計

年度から開始する「地

掲

域課題解決支援事業」

載

において、民間事業者

頁

等のノウハウを活用し

9

、協働で実証実験を
実

8

施します。
〇引き続き

施

、協定先との情報共有

策

や、新たな避難先や生

名

活物資等に関する災害

２

時等相互支援及び応援

．

に関する協定整備を
進

持

めて行きます。

施策の

続

方向性の進捗状況
20

可

18年度 2019年度

能

2020年度 2021

な

年度 2022年度

B B

行

A

財政運営の推進 担当部局 都市経営部

施策の (4)多角的な連携に取り組みます
関連部局

危機管理課、教育委員会

方向性

事業名 実施内容

か
っ
た
事
業

影
響
度
の
大
き

地方分権・都市間連携調整事務 大阪府や中核市市長会などの広域会議に参加し、権限移譲や広域連携に

関する事務共同処理などの調査・研究等を行いました。

公民連携の推進 様々な社会課題に対してアイデアや意見を出し合うことのできる対話、

交流の場として、公民学連携プラットフォームを設置しました。

危機管理課一般事務事業（災害対策費） 直近の災害対応の経験を踏まえ、民間事業者及び各種団体等と災害時の

相互支援及び応援に関する協定の整備を進めました。

2022 実績値の推移
指標名 指標の出典 単位 年度 2018 2019 2020 2021 2022

目標値 年度 年度 年度 年度 年度

1
大学・事業者との連携協定の数 担当課調査

協定数 増加 9 14 23

2
他の市町村と協働で実施している事業の数（協 担当課調査

協定数 増加 142 147 149
定等の数）

3
災害時等相互支援協定 担当課調査

協定数 89 85 88 91

4

5

成果
〇ＮＡＴＳの枠組みを活用し、府県を越えた自治体間連携に向けた情報交換や連携事業実施に向けた検討を行い、連携を
強化しました。
〇多様な主体がつながり、気軽に対話ができ

2

る場として公民学連携

0

プラットフォームを設

2

置し、多様な主体との

1

連携を強
化しました。

年

〇キッチンカーの実証

度

実験、地域ＳＮＳの開

政

設、ＩＣＴを活用した

策

児童の見守りサービス

評

など、様々な連携事業

価

を実施し
、市民サービ

（

スの向上につなげまし

施

た。
〇災害時相互支援

策

協定では、2018年

の

度の大阪府北部地震や

方

台風第21号の経験を

向

踏まえ、学校法人梅花

性

学園と「災害時の福
祉

）

避難所の提供に関する

シ

協定」、アンダーツリ

ー

ー株式会社及び株式会

ト

社アンダーウッドと「

（

洪水又は高潮時におけ

2

る指定
緊急避難場所と

0

しての使用に関する協

2

定」を締結した結果、

0

災害に強いまちづくり

年

に向けた連携が深まり

度

ました。
〇本市が持続

実

可能な開発目標（SD

施

Gs）を実現するポテ

分

ンシャルが高い都市と

）

して国に評価され、S

章

DGs未来都市に選定

第

され
ました。

問題点・
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101

リーディングプロジェクト 担当部局 都市経営部

施策名 関連部局
南部地域に暮らしたい、訪れたいと思う人を増やし、南部 都市活力部、財務部

、市民協働部、福祉

地域に暮らす人々がより一層、愛着と誇りをもてる街づく 部、こども未来部、

都市計画推進部、都
りを進めながら、”みらいのとよなか”につながるまちづ 市基盤部、教育委員

総合評価
2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

Ａ
総合評価の理由

〇令和5年の（仮称）庄内さくら学園および（仮称）南部コラボセンターの開設に向けた取組みに
ついてはスケジュール通り順調に進んでいます。（仮称）南校については、令和8年に開設するこ
とを決定し、それに向けたスケジュール管理を進めていきます。
〇学校再編により生じる学校跡地については、個別活用計画を策定し、活用の方向性を明らかにし
ました。今後は、令和5年度からの跡地活用事業着手に向け、実現可能性調査、事業公募を進め

2

ま
す。
〇庄内地域の商

0

店街へのペイントピア

2

ノの設置、空き店舗等

1

を活用したアートワー

年

クショップの実
施、市

度

民団体による「サウン

政

ドステーションin豊

策

南市場」での市共催事

評

業の実施など、誰もが

価

音楽
、アートに取り組

（

めるような多彩な事業

施

を展開しました。次年

策

度も、新型コロナの影

）

響が懸念され
ますが、

シ

オンライン手法も活用

ー

しながら、音楽、アー

ト

トなどを切り口に、南

（

部地域活性化に資する

2

事業を展開していきま

0

す。
以上により、南部

2

地域の活性化に向けた

0

まちづくりについては

年

、想定しているスケジ

度

ュール通り順
調に進ん

実

でいることから、リー

施

ディングプロジェクト

分

の評価を「Ａ」としま

）

した。

施策の方向性の

章

進捗状況
施策の方向性

リ

2018年度 2019

ー

年度 2020年度 20

デ

21年度 2022年度

ィ

南部地域活性化プロジ

ン

ェクト

Ｃ Ｂ Ａ

市民の意

グ

識 2017年度 201

プ

9年度 2021年度

ロジェクト 総計掲載頁 100,

89

W012806
テキスト ボックス
南部地域に暮らしたい、訪れたいと思う人を増やし、南部地域に暮らす人々がより一層、愛着と誇りをもてるまちづくりを進めながら、“みらいのとよなか”につながるまちづくりを進めます。


W012806
テキスト ボックス
こども未来部、教育委員会事務局、福祉部、都市計画推進部、都市基盤部、都市活力部、総務部、市民協働部




ー

も像」を実現するため

デ

、9年間を見通した具

ィ

体的な教育カリキュラ

ン

ムの検討を進め
ている

グ

ところですが、より効

プ

果的なカリキュラム作

ロ

成のため、内容を精査

ジ

していく必要がありま

ェ

す。
○コロナ禍におい

ク

て注目されている、地

ト

元や近隣地域への近場

総

観光、いわゆるマイク

計

ロツーリズムの視点を

掲

取り入れるこ
とで、南

載

部地域の活性化につな

頁

がることが期待できま

1

す。

今後の方針
〇令和

0

5年度の学校跡地活用

0

の事業着手に向け、実

、

現可能性調査を実施す

1

るとともに、南部地域

0

のまちづくりの機運を

1

醸
成し、魅力を発信す

施

るため、公共空間等を

策

活用したイベントを実

名

施します。
〇（仮称）

リ

庄内さくら学園の開校

ー

へ向けた、9年間を見

デ

通した具体的な教育カ

ィ

リキュラムについて、

ン

南部地域の学校で試
験

グ

的に実施し、より効果

プ

的なカリキュラム作り

ロ

を進めます。
○在住外

ジ

国人も含めた地域のみ

ェ

なさんに、自分たちの

ク

まち・庄内の魅力を再

ト

発見いただき、地域交

担

流につなげていただく

当

ため、音楽・アートな

部

どを切り口にした多彩

局

な事業を展開していき

都

ます。また地域におけ

市

る市民団体の活動を、

経

魅力アッ
プ助成金の交

営

付等により支援してい

部

きます。

施策の方向性

施

の進捗状況
2018年

策

度 2019年度 202

の

0年度 2021年度 2

南

022年度

C B A

部地域活性化プロジェクト
関連部局

都市活力部、財務部、市
民協働部、福祉部、こど
も未来部、都市計画推進

方向性 部、都市基盤部、教育委
員会

事業名 実施内容

か
っ
た
事
業

影
響
度
の
大
き

南部地域活性化構想の推進 学校再編により生じる見込みの学校跡地について、個別活用計画を策定

しました。

庄内地域における「魅力ある学校」づく （仮称）庄内さくら学園の開校に向けて、庄内さくら学園中学校を開校

り計画の推進 し、庄内小学校と野田小学校の同居を開始しました。

2022 実績値の推移
指標名 指標の出典 単位 年度 2018 2019 2020 2021 2022

目標値 年度 年度 年度 年度 年度

1
全年少人口に対する南部地域の年少人口の割合 担当課調査

％ 11 9.8 10 9.9

2
子育てがしやすいと思う人の割合(南部地域) 市民意識調査

％ 35.5 31.9

3
防災や防犯、交通安全への対策が充実している 市民意識調査

％ 47 45
と思う人の割合(南部地域)

4
まちに愛着があるから、南部地域に住み続けた 市民意識調査

％ 30 22.3
いと思う人の割合

5

成果
〇学校再編により生じる学校跡地（第10中、野田小、島田小）について、個別活用計画を策定し、音楽、ものづくり、ス
ポーツ、食の要素を取り入れた新たなまちの

2

魅力をつくる学校跡地

0

活用の方向性について

2

明らかにしました。
〇

1

（仮称）南校について

年

は開校時期を令和8年

度

4月とし、事業手法は

政

設計及び施工の一括発

策

注方式（DB方式）に

評

決定しまし
た。
○庄内

価

地域の商店街に「豊中

（

ストリートピアノプロ

施

ジェクト」でペイント

策

したピアノの設置や、

の

空き店舗、旧銭湯の建

方

物
などを活用したアー

向

トワークショップを実

性

施しました。また、市

）

民団体が開設した「サ

シ

ウンドステーションi

ー

n豊南市場」
で市共催

ト

事業を実施するなど、

（

誰もが音楽に親しめる

2

機会を創出し、「音楽

0

あふれるまち」の推進

2

や地域活性化に寄与し

0

ました。

問題点・今後

年

想定される事項
〇令和

度

5年度以降の学校跡地

実

の活用、南部地域の活

施

性化に向け、地域住民

分

や事業者などをまきこ

）

んだ機運醸成が必要で

章

す
。
〇義務教育学校2

リ

校共通の「めざす子ど

90

W012806
テキスト ボックス
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用語集　　　

あ キャラバン・メイト

青色回転灯パトロールカー
旧耐震基準

赤ちゃんの駅

義務教育学校

アダプト制度、アダプト活動

お 大阪国際空港周辺都市対策協議会

教育保育環境ガイドライン

協働事業市民提案制度
か 緩衝緑地

管理不全空き家 く くらし再建パーソナルサポートセンター

き 基幹相談支援センター くらしの安心メール

市民公益活動団体が、地域の課題を解決
するために市と一緒に取り組むことでより
効果が高まる事業を、市に提案する制

管理が不十分なため、防犯・防災面での
不安等、地域の住環境へ悪影響を及ぼし
ている空き家。

総合的な相談業務（身体障害・知的障害・
精神障害）及び権利擁護・虐待防止の業
務を行う地域の相談支援の拠点のこと。

市内の就学前施設が公民協働で平成31
年4月に策定した、教育・保育内容の評価
の仕組みの土台となる保育環境評価ツー
ル。

くらしに不安を感じている方への相談支援
に加え、就労支援や家計相談支援など包
括的な支援を行う総合相談窓口。

登録している方を対象に、最近市内で起
こっている特殊詐欺、悪質商法やトラブル
等の事例、またその事例に対する対策や
注意点を月に２回程度くらし支援課より配
信しているメールのこと。

「アダプト」とは、英語で「養子にする」とい
う意味。道路や公園などの公共の場所を
わが子のように慈しみ、清掃・美化する活
動のこと。

オンライン化

インターネットなどの通信技術を用いて
サービス等を提供できるようにすること。

大阪国際空港における航空機騒音・安全
対策の促進および空港と周辺地域との調
和を図ることを目的として、豊中市を含む
空港周辺10市で構成された組織。

航空機騒音や排ガス等の緩和を目的に整
備された緑地のこと。

　　用語集

アウトリーチ

援助や支援が必要であるにもかかわら
ず、自発的に申し出をしない人に対して、
公共機関等が積極的に働きかけて支援の
実現をめざすこと。

青色回転灯を装備した自動車による自主
防犯パトロール活動のこと。

乳幼児連れの保護者が安心して外出でき
るように、授乳、おむつ交換、遊びのス
ペースのいずれか又は全てが自由に利用
できる公共的施設に「赤ちゃんの駅」標識
（看板又はステッカー）を掲示したもの。

市や職域団体などと協働で、地域の住
民、学校、職域などを対象に認知症に関
する学習会「認知症サポーター養成講座」
を開き、ボランティアで講師となって認知
症サポーターの育成を行う人。

建築基準法が改正される以前の昭和56年
5月31日までの建築確認に適用されてい
た耐震基準。現行の耐震基準に比べ耐震
性が低く、阪神淡路大震災などの大地震
で大きな被害を受けた。

「学校教育法等の一部を改正する法律(平
成27年法律第46号)」（平成27年(2015年)6
月24日公布、平成28年(2016年)4月1日施
行）により創設された新しい種類の学校
で、一人の校長のもと、すべての教職員が
一体となって「めざす子ども像」などを共有
し、義務教育9年間で一貫した教育課程を
編成・実施する。また、9年間を見通して、
発達段階に応じた柔軟な学年段階の区切
り（例えば、4年-3年-2年）の設定や、独自
の小中一貫教科の設定などが認められて
いる。
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用語集　　　

ぐんぐん元気塾 重層的支援

け 景観計画

住宅確保要配慮者

結核管理図

住宅セーフティネット

こ 公民連携

食品ロス

さ 産業誘導区域

す スクールソーシャルワーカー

し 重点エリア

せ 性別役割分担意識

自主防災組織

セーフティネット
指定管理者

住工混在問題

平成３０年（２０１８年）１月に策定した「企
業立地促進計画」に基づき、操業環境の
維持・形成を最優先し、支援制度と条例に
よる規制により、事業所の集積を誘導し、
産業振興を図る区域。

地域住民が協力・連携し、災害から「自分
たちの地域は自分たちで守る」ために活動
することを目的に結成する組織のこと。

地方自治法第244条の規定で、公の施設
の管理に関して、公共的団体や民間企業
等が管理・運営を行うことで、より効果的・
効率的に施設運営を行うことを目的とした
制度。

操業している事業所（工場等）と新たに建
設された住宅との間で発生する、騒音や
振動などによる苦情等のトラブルのこと。

男女を問わず、個人の能力等によって役
割の分担を決めることが適当であるにも
かかわらず、「男は仕事・女は家庭」、「男
性は主要な業務・女性は補助的な業務」
等のように、男性、女性という性別を理由
として、役割を固定的に分ける考え方のこ

結核予防会結核研究所が全国の結核に
関する統計をまとめたもの。年毎（1/1～
12/31）にまとめ、翌年10月頃に発表する
もの。

住民主体ささえあい活動として、介護予防
に資する体操などをボランティアにより地
域のサロン等で提供する活動。

「景観法」に基づいて、景観に関するまち
づくりを進めるため、景観行政団体が良好
な景観の形成に関する基準などを定めた
基本的な計画。

主に自治体が提供してきた公共サービス
に、民間の知恵やアイデア、資金や技術、
ノウハウを取り入れ、事業効率の向上等
を図るための枠組みのこと。

事業所が集積し、住宅立地が進んでいな
い地域で、今後も事業所の集積を図り、住
工混在の進行を防止することで、安定した
操業環境の維持・形成を図る区域。

市町村の既存の相談支援等の取り組みを
生かしつつ、住民の複雑化・複合化した課
題に応じるため、「相談支援」「参加支援」
「地域づくり」の支援を一体的に実施する
もの。

住宅の確保に何らかの支障があり、配慮
が必要な人。「住宅確保要配慮者に対す
る賃貸住宅の供給の促進に関する法律
（住宅セーフネット法）」に規定されており、
低額所得者、被災者、高齢者、障害者、子
育て世帯など。

経済的な危機に陥っても最低限の安全を
保障する社会的な制度や対策の一環とし
て、住宅に困窮する世帯に対する住宅施
策。

食品廃棄物のうち、食べ残しや賞味期限
切れに伴い廃棄されるものなど、本来食
べられるにもかかわらず捨てられるもの。

いじめや不登校など児童生徒の生徒指導
上の諸課題に対応するため、教育と福祉
の専門的知識・技術を用いて、児童生徒
の置かれた様々な環境に働きかけて支援
を行う者。

社会保障の主たる機能を表現する言葉。
あるいは社会保障そのものをセーフティ
ネットと呼ぶ場合もある。社会の構成員が
経済的困窮、疾病などの困難な状況に
陥ったときにも、社会に張り巡らされたしく
みやサービスによって支援され、安全・安
心を保障されることを、空中ブランコのした
に張っておくネットにたとえた言い方。
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用語集　　　

そ ソーシャルメディア 地域自治組織

た 待機児童数 地区計画

多文化共生

つ 通学路交通安全プログラム

男女共同参画

て 低炭素建築物

ち チームオレンジ

地域共生社会
デジタル

地域ケア個別会議

テレワーク

地域自治システム

と 特定検診

ブログ、ソーシャルネットワーキングサービ
ス（SNS）、動画共有サイトなど、利用者が
情報を発信し、形成していくメディア。利用
者同士のつながりを促進するさまざまなし
かけが用意されており、お互いの関係を
視覚的に把握できるのが特徴。

保育が必要で保育所等に入所申し込みし
たが、入所できず待機となった児童数
（国・厚労省「保育所等利用待機児童数調
査要領」に基づく）のこと。

国籍や民族などの異なる人々が、互いの
文化的ちがいを認めあい、対等な関係を
築こうとしながら、地域社会の構成員とし
て共に生きていくこと。

男女が性別にかかわりなく、その個性と、
能力を十分に発揮し、男女共が等しく社会
に参加できること。

豊中市自治基本条例に基づき、市民及び
事業者が地域における自治を推進するた
めに自主的に形成し、地域の安全、教育、
福祉、環境その他の課題について協議
し、協力、連携しながら解決に向けて取り
組む組織のこと。

「都市計画法」に基づいて、一定のまとま
りを持った「地区」を対象に、それぞれの地
区のまちなみや特性に応じて、道路・公園
などの配置や、建物の用途や形態などの
きめ細かなルールを決めることができる制
度。

通学路の交通安全の確保を継続的かつ
効果的に実施するため、3年毎に市内全
41小学校を対象に通学路点検を実施し、
道路管理者、交通管理者、PTA、教育委
員会及び市が連携し対策を進め通学路の
安全性の向上を図るもの。

ICTを活用し、場所や時間を有効に活用で
きる柔軟な働き方のこと。在宅勤務、モバ
イルワーク、サテライトオフィスでの勤務な
ど。

日本人の死亡原因の6割を占める生活習
慣病の予防のため、４０歳から７４歳まで
の方を対象に行うメタボリックシンドローム
に着目した健診のこと。

「都市の低炭素化の促進に関する法律」
において、二酸化炭素の排出の抑制に資
する建築物で、所管行政庁(豊中市)が認
定を行うもの。認定を受けた低炭素建築
物については、税控除優遇や容積率緩和
等の対象となる。

くらしや仕事をデジタルデータによって変
革し、新しい価値を生み出すこと。社会課
題の解決にもつながる新しい技術。ICT・
情報化は、パソコンやインターネットなどの
これまでの情報技術。地域包括支援センターが主催し、医療、介

護等の多職種が協働して高齢者の個別課
題の解決を図るとともに、介護支援専門員
の自立支援に資するケアマネジメントの実
践力を高めることを目的に実施する。

地域のことを、地域の特性に応じて、その
地域の市民・事業者・NPOが考え、決めて
実行していく仕組みのこと。

地域において認知症の人や家族の困りご
との支援ニーズと認知症サポーターをつ
なげる仕組み。

誰もが住み慣れた自宅や地域で役割と生
きがいをもって自分らしく暮らせるまち。
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特定不妊治療 不育症治療

不妊症

とよなか防災アドバイザー派遣制度

ふるさと納税型クラウドファンディング

な 内部統制
フレイル

み みどり率

に 日常生活圏域

見守りカメラ
は パルスオキシメーター

ひ 一声訪問
民生委員・児童委員

め メンタルヘルス
ふ フードドライブ

や やさしい日本語

不育症

妊娠はするけれども、流産、死産、新生児
死亡などを繰り返して、結果的に子どもを
持てない状態のこと。

地方自治法に基づく取組み。①業務の効
率的効果的な遂行、②財務報告等の信頼
性の確保、③業務に関わる法令等の遵
守、④資産の保全の４つの目的が達成さ
れないリスクを一定の水準以下に抑える
ため、業務に組み込まれ、全職員によって
遂行されるプロセス。

一人ひとりが安心した生活を継続できるよ
うに住み慣れた身近な地域を「日常生活
圏域」として設定。市内に7つの圏域があ
り、おおむね中学校区。

パルスオキシメーターとは、検知器を指先
等に装着し、生体を傷つけることなく、脈
拍数と経皮的動脈血酸素飽和度をリアル
タイムでモニターするための医療機器であ

地域密着型の避難行動要支援者対策とし
て、平常時に消防職員が要支援者宅への
訪問を実施する事業です。要支援者の避
難方法や就寝階などの情報を把握してお
くことで、身の回りで火災や災害が発生し
た場合に、迅速･的確にその人の状態に
応じた方法により必要な救助･救出活動を
実施することを目的としています。

家庭で余っている食品を持ち寄り、フード
バンク等を通じて、それを必要としている
福祉団体、施設に寄付する活動のこと。

地域の自主防災力を向上させるため、気
象防災アドバイザーや防災士などの防災
の専門家を自主防災組織や自治会などに
派遣する制度のこと。

何らかの治療をしないと、自然に妊娠する
可能性がほとんどない状態のこと

ふるさと納税とクラウドファンディングを組
み合わせたもので、寄附者は税控除を受
けることができる。

タイミング法、排卵誘発法、人工授精など
の一般不妊治療では妊娠の見込みがな
いか極めて少ない場合に行われる体外受
精や顕微授精といった治療のこと。

不育症のリスク因子に応じた治療のこと。

地域における街頭犯罪や侵入盗を未然に
防止し、犯罪のない安心・安全なまちづく
りを推進することを目的に、地域で防犯活
動を行っている防犯協議会、PTA等と設置
場所について意見交換し設置するカメラの
こと。

民生委員法に基づき厚生労働大臣から委
嘱され、地域住民の立場で相談に応じ、
必要な援助を行う非常勤特別職の地方公
務員。守秘義務などの各種規定がある。
児童福祉法に基づく児童委員を兼ねてお
り、地域の子育て相談にも応じる。

精神面（こころ）の健康のこと。

簡易な表現を用い、日本語に不慣れな外
国人にもわかりやすい日本語のこと。

加齢とともに心身の機能が衰えた状態の
こと。早めに気づいて対応することで、要
介護状態になる可能性を下げることがで
きる。

公園樹・街路樹などの樹林地、草地、農
地、宅地内の緑（屋上緑化を含む）や、河
川などの水面面積の合計が市域全体の
面積に占める割合で、豊中市が独自に設
定した指標。
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り 立地適正化計画 I ICT

C CSW（コミュニティソーシャルワーカー）
P PCR検査

D DV
PHV車

E ESDリソースセンター
S SNS

EV車

F FAQ

FCV車

「都市再生特別措置法」に基づいて、人口
減少・超高齢化社会の到来においても持
続可能な都市づくりを進めるため、人口密
度の維持と生活サービス機能などの適切
な誘導を図る方針や区域を示し、届出制
度により、長期的に緩やかに土地利用の
誘導を進める計画。

高齢者や障害のある人、子どもなどの分
野別の個別支援ではなく、地域を単位とし
た社会福祉における課題を総合的に把握
し、必要な支援をするために中心的な役
割を担う人や機関のこと。

水素と空気中の酸素を化学反応させて生
じた電気を使いモーターを回転させて走る
自動車。（燃料電池自動車。）

ICT／情報通信技術のこと。知識やデータ
といった情報（Information）を適切に他者
に伝達(Communication）するための技術
（Technology）。これまではIT（Information
Technology）が同義で使われていたが、IT
にC（Communication）が加えられることに
よって、ICT（IT）が本来持つ役割が強調さ
れた表現となっている。

PCRはポリメラーゼ・チェーン・リアクション
（ポリメラーゼ連鎖反応）の略。この反応を
用いてウイルスの遺伝子の特定部分を検
出するPCR検査は、新型コロナウイルスの
検査において、有効とされる。

外部から充電できるバッテリーを備えたハ
イブリッド自動車。概ね電気で走行する
が、バッテリー電源が無くなれば動力（ガ
ソリン等）を用いて走行する。（プラグイン
ハイブリッド自動車の略）

ソーシャルネットワーキングサービス。イン
ターネット上の会員制サービスの一種で、
友人・知人間のコミュニケーションを円滑
にする手段や、新たな人間関係を構築す
る場所を提供する。

ドメスティック・バイオレンスの略。配偶者
や恋人など、親密な関係にある人からの
暴力。暴力には身体的暴力だけでなく、精
神的暴力、社会的暴力、経済的暴力、性
的暴力、子どもを利用した暴力がある。

持続可能なまちづくりのために、地域の人
やさまざまな分野の団体・活動をつなげる
仕組みづくりに向けた取組み。「ESDリソー
スセンター（Web）」はそのひとつであり、地
域活動をしている人やこれから始めてみ
たいと思っている人に、身近にできる活動
や口座、情報を紹介するホームページ。

外部から充電したバッテリーに蓄えた電気
でモーターを回転させて走る自動車。（電
気自動車。）

よくある質問と回答のこと。
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